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第 1 章 序論 
 
 本論文では、衛星データを用いた人工林の林齢と植生指数の関係と葉面積指数（Leaf Area 
Index）の推定法、および森林環境解析への応用に関する研究について述べる。ここで、人工林の
林齢は植裁した年を一年生として植裁後の経過年数で表される。年々の光合成産物の蓄積によっ
て成長する樹木あるいは森林を取り扱う上で、成長を表すパラメータ（樹高、胸の高さの幹直径
である胸高直径、樹冠直径、幹の体積である幹材積など）の量的な解析が重要である。光合成生
産を担う樹冠、あるいは林冠の葉量を示す葉面積指数は、森林の葉の茂り方を表す指数で、地表
のある面積の上方に存在するすべての葉の片面面積の和をその地表面積で割った値を表す。例え
ば、面積１㎡の地面に対してその上方に向かって四角く面積１㎡ぶん全ての葉を切り取り、その
葉を面積１㎡の地面に隙間無く並べた時に葉が占めた面積が葉面積指数となる。従って、１㎡の
地面が葉で隙間無く埋まれば葉面積指数は 1 となり、2 層になれば葉面積指数は 2 となる。葉面
積指数は光合成生産量の評価に重要なばかりでなく、雨水の遮断量や蒸発散量に関係し、河川水
量やダム貯水量を算定する水資源解析の重要なパラメータとなっている。 
本研究では、衛星データを用いた人工林の林齢と植生指数の関係と葉面積指数の推定法を確立
し、マングローブ植林の炭素吸収量と炭素貯蔵量の算定や林冠からの蒸発散量の季節変化を考慮
した森林流域からの流出量の算定への応用について考察する。 
 本章では、本研究の背景、目的、および構成について述べる。 
 
1.1 研究の背景 
森林の林齢は、生物としての樹木の生育ステージを表現する最も基礎的なパラメータである。
一般に、樹木は環境条件が同じならば各々の種ごとに比較的揃った成長変化を示すため、林齢が
分かるとその森林状態を推定することが可能となる。人工林の場合には樹高、胸高直径と呼ばれ
る胸の高さでの幹の太さ、樹冠の形状、葉の付いている枝の根元までの枯れ上がり高さといった
樹木に関する情報が林齢から推定可能である。日本の人工林では林齢が森林管理台帳に記載され
ているが、海外のマングローブ植林などではデータが未整備で林齢が分からない場合があり、成
長量予測など植林計画の立案に支障をきたすことがある。人工林の林齢は記録されていることが
普通であるため、林齢と衛星データとの関係についての研究事例は少ない。 
天気予報や温暖化予測で用いられている気象・気候モデルでは、降雨の樹冠遮断や蒸発散の重
要なパラメータとして単位地表面積当たりの片面葉面積合計値である葉面積指数が用いられてい
る。この葉面積指数は、大気汚染物質の沈着量予測や森林の炭素固定量評価などの基礎データと
して幅広く応用されているが、空間分解能が 1 度と粗く日本全域が 43 点のデータとして表現され
ているため、日本の地形や森林分布を考慮した解析には利用できなかった。葉面積指数の実測方
法としては、ある一定面積内の林木をすべて、もしくは標準的な個体を伐採して，高さ方向に層
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別に切り分けて葉の全量を採取する方法が直接的で正確な実測値が得られるが、伐採を伴うため
多大な労力がかかり多数の地点で実測値を得るのは非常に困難であった。そのため、広域での葉
面積指数の推定方法の開発が重要となっている。 
熱帯・亜熱帯沿岸域ではエビ養殖地の造成などの開発にともない、現在マングローブ林が急激
に減少し、水産資源の減少、津波などに対する防災機能の消失などが問題となっている。マング
ローブ生態系は、貧栄養な熱帯・亜熱帯沿岸域の中では有機物の生産性が高く、魚貝類はもとよ
り両生類、鳥類、ほ乳類など多様な生物の生息場所となっている。マングローブ林の再生は、従
来生態系の修復に重点をおいて取り組まれてきたが、植物生産力が高く低コストで有望な温暖化
対策技術としてマングローブ植林が注目されている。マングローブ植林は、水産資源育成効果や
波浪侵食に対する護岸効果以外にもエコツーリズムによる経済効果が期待できるものの、その研
究事例は少なく温暖化対策効果を評価するための炭素固定量の正確な評価法は確立されていない。 
 わが国は陸地面積の 70％弱が森林でおおわれ、ダム流域の多くが急峻な森林地帯にある。その
ような地域では、降水から河川流出に至るいくつかの過程で樹冠遮断、浸透能への関与、積雪・
融雪への影響など、森林植生の降雨流出への影響が指摘されている。森林植生の降雨流出特性に
及ぼす影響を評価するために、試験流域を設定して実際に皆伐や造林を行い、その前後で類似し
た規模の降雨に対する流出状況を比較する「対照流域法」が行われてきた。この方法は試験流域
の固有の条件に影響されるため、得られた結果を植生状況や地形、地質などの異なる流域に単純
に適用することはできない。また、森林植生の成長期間を通じて流出特性の変化を調べる方法は、
長期にわたる実測が必要であり種々の条件の流域を対象に比較検討を行うことは困難である。し
たがって、森林の植生状況と降雨流出特性の関係については現在でも不明な点が多い。一方、森
林の情報を取得する方法としては、植生図、森林調査簿、森林計画図、および航空写真が利用可
能であるが、いずれも情報の更新は 5 年に 1 回程度であり、また調査範囲が必ずしも流域全体を
含むとは限らない。また、林冠での遮断に関係する葉量などの定量的な情報は取得できないとい
った問題があり、観測頻度の高い定量的な森林植生の観測技術の開発が望まれている。 
このような状況において、時間的・空間的に広い領域を均一の精度で効率的に観測することが
できる特徴がある衛星リモートセンシングに期待が寄せられている。人工衛星は観測頻度が高く、
定量可能なデジタル・データを提供する。また、地上調査困難な地域も観測でき航空機等を使用
する場合に比べ低コストで、観測データが公開されているため透明性が高いなど、森林を継続的
にモニタリングする技術としての優位性を持っている。すでに、衛星リモートセンシングは北極
海の海氷や熱帯雨林の減少および砂漠化の拡大など、地球規模での現象の把握に役立ちつつある
が、森林に関しては分布面積以外の森林の量や質に関わるパラメータの取得が重要課題となって
いる。 
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1.2 研究の目的 
 本研究は、衛星データを用いた人工林の林齢と植生指数の関係と葉面積指数の推定法の開発、
およびマングローブ植林の炭素固定量評価および蒸発散量の季節変化を考慮した森林流域からの
流出量算定に応用することを目的とする。人工林の林齢と植生指数の関係と葉面積指数の推定法
は、直接測定が困難な炭素吸収量や蒸発散量などの推定に役立つほか、植林データがない地域に
おける炭素固定量の評価を可能とするもので、気候モデルや生態系モデルなどによる地球温暖化
予測や地球温暖化対策の評価に適用できるものと考えられる。 
 
1.3 本論文の構成 
 本論文は，７章で構成されている。 
第１章「序論」では、本研究の背景と意義を明らかにし本論文の位置づけを行った。 
第２章「衛星データを用いた森林測定技術の概要」では、森林環境解析技術としての現状と課
題についてまとめた。 
第３章「スギ人工林における林齢と植生指数の関係の推定」では、多時期植生指数データを用
いて人工林の林齢と植生指数値との関係が成長曲線で近似できることを明らかにした。具体的に
は、スギ造林域の伐採跡地において伐採に伴って低下した植生指数値が、その後の植生回復に伴
い季節的な増減を繰返しながら経年的に回復していく動的な植生回復過程を明らかにした。また、
スギ造林地において植生指数値と林齢の関係について検討し、下草が繁茂する前の時期である 4
月の植生指数値は植林直後の低い値から林齢 20 年付近までは急増し、ピ－ク到達後に漸減する変
化特性が把握され、これらの関係を成長曲線で近似することで林齢推定が可能であることを明ら
かにした。また、植生指数値は葉量との対応が推察され、第４章の葉面積指数推定につながった。 
第４章「植生指数データを用いた葉面積指数の推定」では、植生指数データによる葉面積指数
の推定法について検討を加えた。すなわち、現地調査結果との比較に基づく葉面積指数の推定結
果から全国スケールで葉面積指数を推定するための方法について述べた。具体的には、ヒノキ人
工林などを対象とした層別刈り取り法による葉面積指数の実測値と非破壊的に間接測定機器で得
られる測定値とを比較検討し、間接測定値が実測値に比べ過小推定となるものの、樹種ごとに検
量線を求めることで葉面積指数の推定に有効であることを明らかにした。こうしたことから、葉
面積指数の間接測定を多地点で行い、衛星データから得られる植生指数値との関係を調べた結果、
葉面積指数推定可能な適用範囲を既往事例より大きく広げることが出来た。以上の結果を基に、
日本全域の高分解能な葉面積指数の最大値マップを作成するとともに、衛星データにより葉の展
開・落葉時期などの植物の季節的な変化を表す植物季節の抽出に関する検討を踏まえた月別葉面
積指数の推定法を開発した。 
第５章「林齢と植生指数の関係と葉面積指数の推定法を用いたマングローブ植林の炭素吸収量
および炭素貯蔵量の算定」では、第３章の林齢と植生指数の関係の推定法と第４章で開発した葉
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面積指数の推定法を、マングローブ植林の炭素吸収量および炭素貯蔵量の算定に応用した。熱帯
地域での代表的なマングローブ植林樹種であるフタゴヒルギ、オオバヒルギを対象として、第４
章で開発した人工林の葉面積指数推定法を適用し、間接測定機器がマングローブ林の葉面積指数
測定に有効であることを確認し、植林域全体の炭素吸収量を算定した。また、第３章で開発した
林齢と植生指数の関係の推定法を適用し、造林適地選定をする上で役に立つ履歴の把握や炭素貯
蔵量の予測が可能であることを明らかにした。さらに、この現地サンプリング調査データと衛星
データを組み合せる方法は、現実的で実用性の高い手法であることも提示した。 
第６章「葉面積指数の季節変化を考慮した河川流出量の算定」では、流域蒸発散量の季節変化
を考慮した流出量の算定に第４章で作成した葉面積指数データを適用した。既往の森林水文観測
結果などに基づく河川流出量算定法を構築し、第４章で作成した月別葉面積指数データと過去 15
年間のアメダス観測データを用いて、日本全域を対象に蒸発散量、流出量、および流出率などを
算定した。非積雪地域の主要河川流域における流出高について、観測値との比較検証を行ない、
流出高が再現できることを示した。本手法は、降水量から蒸発散量を差し引いて河川流量を推定
するという、水循環のプロセスに沿った河川流出量算定法であり、河川流量の観測値を必要とし
ないので、温暖化予測のような河川流量の観測値が得られない場合でも流出量を評価できるもの
である。 
 第７章「結論」では、本論文の成果の取りまとめを記載した。 
 第 3 章から第６章までの構成は、以下のフロー図（図 1-1）のような関係である。 
 
     ┏━林齢との関係（第３章）━（成長量）━炭素貯蔵量（第５章） 
          ┃ 
植生指数━┫ 
        ┃               ┏━（光合成量）━炭素吸収量（第５章） 
          ┃                             ┃ 
     ┗━葉面積指数の推定（第４章）━┫ 
           ┃ 
                       ┗━河川流出量の算定（第６章） 
                                         
図 1-1 本論文の構成 
 5 
第 2 章 衛星データを用いた森林測定技術の概要 
 
 衛星リモートセンシングは、時間的・空間的に広い領域を均一の精度で効率的に観測すること
ができる特徴があり、森林の量や質を継続的にモニタリングする技術として、また地球温暖化、
熱帯雨林の減少及び砂漠化問題など地球規模での現象の把握に用いられている。特に、陸域では
物質･エネルギー収支や植生に関する情報を、広域的かつ定期的に把握するための有力なツールで
ある。近年では、地球温暖化、水資源、大気汚染など多くの問題解決にリモートセンシング技術
の適用が図られている。 
 
2.1 衛星データを用いた森林測定技術の概要 
 衛星リモートセンシングとは電磁波を利用して遠隔探査することである。電磁波は波長の違い
によって、X 線(～0.001μm の波長のもの)、紫外線(0.001μm～0.4μm)、可視光線(0.4μm～0.8
μm)、赤外線(0.8μm～1 ㎜)、マイクロ波(1 ㎜～300 ㎜)などに分けられる。また、0.7～2.5μm
の電磁波を近赤外線と呼ぶ。地球上の物体は常に太陽からのエネルギーを受けて各種の電磁波を
反射し、また物体表面から電磁波エネルギーを放射している。このスペクトル特性と呼ばれる波
長別の反射・放射強度の特性は、物質の種類によって固有のものである。リモートセンシングは、
このような特性を利用して地表の状態を知る技術である。つまり未知の地表物の種類や性質を判
別するとき、データとして捉えられたスペクトル特性を既知の地表物のスペクトル特性と比較し
て、地表物の種類や特徴を判定する。こうしたスペクトル特性の利用が、リモートセンシングに
よって離れた所から地表の状態を調査できることの根拠となっている。 
 衛星リモートセンシング技術の優位点は、以下の 4 点である。 
① 広い範囲を一度にとらえることができる 
② 同じ地域を長期にわたって繰り返し観測することができる 
③ 直接立ち入ることが困難な場所の状態を知ることができる 
④ 人間の目で見ることができない情報（温度など）を知ることができる 
対象分野は、地図作成、森林、農業、漁業、地質、資源探査、建設、都市環境、海運、航空、
および災害監視など多岐にわたっており、観測対象に適したセンサを使って研究することが重要
となっている。 
森林を対象とした衛星リモートセンシングの主な目的は、 
① 衛星画像の分類結果と現地調査や航空写真との比較に基づく森林被覆情報の計測 
② 胸高直径、樹高、材積、および森林密度などの森林要素の計測 
③ 伐採や火災による森林状態の変化や森林衰退などの把握 
であり、関連情報の整備、判読、多段階分類、多時期データの適用などが重要とされている。 
 
 6 
2.1.1 森林を対象とした衛星リモートセンシングの概要 
(1) 森林観測に用いられる代表的な人工衛星とセンサ 
 地球資源･環境の探査を目的とする地球観測衛星は、衛星が地球上の同一地点を定期的に同一時
刻に観測できるように衛星の軌道が決められている。人工衛星による地球観測はこうした同一地
点の観測データをくり返し収集することができ、地上の移り変わりをグローバルな範囲で、詳細
にしかも長期にわたってモニターすることを可能とした。こうして得られる観測データを地上で
受信しコンピュータで解析することにより、地球規模での環境変化など我々の生活に関わりの深
いさまざまな分野で適用することが可能となった。 
森林を画像として捉えるためには、空間分解能が高いことと、種類を判別するために複数の波
長を検出するセンサ数が多いことが重要な性能である。森林観測に用いられる衛星の代表は米国
のランドサット衛星で、1972年に１号が打ち上げられ現在は7号が運用されている。本研究では、
これまでのデータの蓄積量、安定した取得性、データ入手の容易さなどから、主としてランドサ
ット衛星を対象とした。ランドサット衛星の諸元を表 2-1 に示す。ランドサット衛星は高度 705km
の太陽同期軌道を周回し、同一軌道には 16 日に 1 回の周期で同じ時刻に回帰する。また、1 回の
走査で地球上の 185km の幅を観測することができる。日本周辺においては午前 9 時 40 分前後に
飛来する南行軌道と、午後 9 時前後に飛来する北行軌道がある。本研究では植物の光学的指標を
算出するため、南行軌道で得られた画像データを対象とした。 
ランドサット衛星に搭載されているセンサは、1～3 号が MSS(Multi Spectral Scanner)と
RBV(Return Beam Vidicon)であり、4～5号がMSSとTM(Thematic Mapper)である。このうち、
地上分解能やデータ分解能が最も高い TM データを主に使用した。TM の諸元については、表 2.2
に示すとおりである。なお、以下では TM センサのバンド 1 を TM1、バンド 2 を TM2、･･･と略
記する。 
 森林観測で用いられる代表的な衛星はランドサット衛星であるが、本研究では多時期データを
数多く取得するために SPOT 衛星、MOS-1 衛星、JERS-1 衛星、NOAA 衛星、および TERRA
衛星のデータも利用した。 
 
                        表 2-1 ランドサット衛星の諸元 
───────────────────────────────────── 
     打ち上げ日  重量   高度  傾斜角 周回周期 回帰周期 センサ   
───────────────────────────────────── 
 １号 1972.7.23                                                  
 ２号 1975.1.22   930kg  915km  99゜   103min    18day  MSS,RBV   
 ３号 1978.3. 5                                                   
───────────────────────────────────── 
 ４号 1982.7.16                                                   
                 2000kg  705km  98゜   100min    16day  MSS,TM    
 ５号 1984.3. 1                                                   
───────────────────────────────────── 
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                           表 2-2 TM センサの諸元 
        ────────────────────────────── 
         Band 観測波長帯(μm)   分解能  量子化レベル  観測幅   
        ────────────────────────────── 
           1    0.45 ～ 0.52      25m                          
           2    0.52 ～ 0.60      〃                           
           3    0.63 ～ 0.69      〃        8bit               
           4    0.76 ～ 0.90      〃     (256level)    185km   
           5    1.55 ～ 1.75      〃                           
           6    10.4 ～ 12.5     120m                          
           7    2.08 ～ 2.35      25m                          
        ────────────────────────────── 
 
(2) 衛星データの画像処理の概要 
 衛星で取得されるデジタル画像は、各波長（バンド）に対応した反射率の集まり（白黒画像）
である。カラー画像は各バンド画像を RGB(Red、Green、Blue)に当てはめることで合成できる。
デジタル画像は数値データであるので、コンピュータによる各種演算処理による情報抽出が可能
である。衛星データの演算処理には、放射量歪の補正、地図との重ね合わせによる幾何学的歪の
補正、土地被覆分類、植生指数などの指標計算、フィルタなどの演算が含まれている。 
放射量歪は、衛星に搭載したセンサの感度特性に起因する歪、太陽－目的物－センサの位置関
係や地表面の起伏に起因する歪、大気による歪などであるが、一定レベルの処理までは衛星デー
タを受信した機関により補正処理がなされることが多い。また、画像に含まれる幾何学的歪は、
画像上の各ピクセルの位置座標と地図など出力座標系における対象物の座標との差異であり、地
図と重ね合うように対応付けを行い、幾何学的な演算処理により補正することで、現地調査結果
や既存資料との比較など様々な環境解析が可能となる。 
 
2.1.2 植生指数 
 植物は固有のスペクトル特性をもち他の地表被覆物と区別されるが、特に 0.7μm 以上の近赤
外線波長域での強い反射率に特徴をもつ。また植物でも種類が異なれば 0.4～0.7μm の可視光線
の部分での徴小な違いに加えて、0.7μm 以上の近赤外線部分で異なったスペクトル特性を示す。
さらに同じ種類でも病虫害などに侵されて活性度が低下すると、近赤外線部分での反射率が低下
することが知られている。 
 したがって、森林や草木を他の土地被覆部から区分する場合や、森林の内容や性質を調べるな
どの植生を対象としてリモートセンシングを行う場合は、この近赤外線波長域の反射率情報を中
心とし、他の波長域の反射率情報を組み合わせて適用することが有効である。 
 ランドサットのような地球観測衛星には、可視域から人間の目で見えない赤外域までの反射率
を観測できるセンサが載せられている。植物の葉に入射した太陽光は、一部は葉の中のクロロフ
ィルに吸収され、一部は透過、あるいは反射される。入射した光に対して反射する光は対象物に
よって異なった性質を示し、この反射率の違いを利用することで樹木や森林のタイプが識別でき
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る。可視域の太陽光は、クロロフィルにより青色域と赤色域が吸収されるため、残りの緑色域が
強く反射されることになり、結果的に樹木の葉が緑に見える。近赤外域の電磁波は葉のクチクラ
層などで強く反射される。このような反射特性は土壌や他の物体では見られない特徴で、人工衛
星による森林観測では、２つの波長域（赤色域と近赤外域）での反射率データから算出された指
標（植生指数）が多く用いられている（表 2-3）。本研究で正規化植生指数を用いた理由は、単純
に比をとる植生指数では非常に大きな値を示すことがあるが、正規化植生指数は取りうる値の範
囲が-1～+1 に正規化されており扱いやすいこと、正規化により地形や大気の影響を軽減できるこ
と、そして葉面積指数との関係などに関する研究事例が多く比較が容易であることである。正規
化植生指数は、植生が濃い部分で数値が大きくなる。通常の陸地では-0.1～+0.7 程度を示し、概
略的には NDVI＜0 が水域、0.25≧NDVI≧0 が土壌域、NDVI≧0.25 が植生域に相当する。 
 
          表 2-3 主な植生指数の型（沢田治雄 (1993)より引用） 
────────────────────────────────── 
  １． 比         RIR /  
  ２．正規化        )/()( RIRRIR +−  
  ３．  差          RIR −  
  ４．複 合        その他+RIR /  
 
  ５．変 形        )/()( RIRRIR +−  
  ６．回帰線利用    22 )()( IRIRsoilRRsoil ++−  （soil：土壌） 
  ７．線型結合      21 49.060.056.029.0 IRIRRG ++−−  
────────────────────────────────── 
注；IR：近赤外域反射率、R：赤色域反射率、G：緑色域反射率 
 
本研究では多時期データを数多く取得するために SPOT 衛星、MOS-1 衛星、JERS-1 衛星、
NOAA 衛星、そして TERRA 衛星のデータも利用したが、図 2-1 に示すとおり何れも赤色域と近
赤外域の反射率を観測するためのセンサが搭載されている。 
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図 2-1 使用した衛星データの一覧（RESTEC のホームページの図を加工した） 
 
2.2 衛星データを用いた森林測定の課題 
森林を対象にした衛星デ－タによる計測法は、主に①森林要素の計測、②森林状態の計測、③
樹種や森林タイプの区分の観点から研究が行われてきた。このうち、①森林要素の計測について
は、樹種、樹齢、樹高、胸高直径、材積密度、および疎密度などの森林要素を衛星データから計
測しようとするもので、近赤外の反射率、あるいは近赤外／赤色光の反射率と樹齢、樹高、樹木
密度との相関関係が認められている(Peterson et al.,1987)が、各要素を独自に計測できる手法は
提案されていない。また、これら相互の関係が分離しにくいため、バイオマス指数といった幾つ
かの森林要素の総合的な指数が提案されている(沢田,1988)。②森林状態の計測については、伐採、
森林火災、病虫害、および環境汚染による森林状態や活力度の変化を計測するもので、植生指数
や近赤外の反射率を用いることにより、定性的な変化パターンが把握されている(渡辺,1985, 
Renato et al.,1993, 藤井ら,1987, Vogelmann,1988)。③樹種や森林タイプの区分については、植
生図を作成するために衛星データを分類して、グランドトルースや航空写真による分類結果と比
較することにより、手法の精度や有効性が調査されている(菱沼ら,1986, 妹尾・小林,1990)。 
 沢田(1998)は、森林分野での実利用に対するセンサの着目点として、①森林分布把握では観測
頻度と観測の継続性、データのハンドリング性、②林型区分では空間分解能と赤外線チャンネル、
③蓄積量では高い地上分解能、SAR の利用、④病虫害観測では地上分解能と落葉を観測できるチ
ャンネル、⑤森林火災では熱センサ、崩壊などでは高地上分解能、⑥立地環境では地形と絡む要
素を観測できることが必要であるとしている。 
 統合地球観測戦略(IGOS)では、森林観測情報の実用化を目指してグローバル森林被覆観測
(GOFC)の活動が進められており、森林被覆、森林火災、森林物理パラメータの 3 つが活動の柱と
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なっている。このうち、森林被覆は、情報が十分に得られていない国での森林管理のための森林
被覆情報の取得、森林火災は、森林火災などのリアルタイム災害監視である。森林物理パラメー
タでは、特に、森林の成長、炭素固定等の推定に役に立つ葉面積指数や植物重量などの物理量に
関係する研究が必要とされている。また、これまで地上調査をもとに土壌や気象、地形等によっ
て、植生の成長のポテンシャルなどの立地評価がなされてきた。この立地評価情報と、葉面積指
数やバイオマスなどの物理量を分析することで、植生遷移の状況や成長予測が広域に行えるよう
になると考えられている（沢田，2001)。 
 陸域観測の最も基本的なパラメータは、森林以外にも土壌、水、雪氷等の地表面被覆状態の分
布があり、これらが地球規模での環境変動に大きな影響を与えている。森林はそれ自身の変化が
森林減少や砂漠化といった地球環境問題となっているばかりでなく、光合成や呼吸活動による二
酸化炭素の吸収や放出や、地表面反射率（アルベド）の変化を通じた熱収支変化により、地球の
温暖化と直接的に関係していると考えられている。 
一方、EOS 計画（Greenstone and King, 1999）では、陸域を対象としたエコシステムおよび
水文過程において解明すべき研究課題と観測パラメータを挙げているが、その中でも地表面被覆
の観測は中心的な項目となっている。例えば、陸域におけるプロセスモデルを考える上では地表
面アルベド分布、土壌分布、植生分布および植生の生理学的性質に関する情報が欠如していると
して、これらのパラメータを衛星観測する必要があるとしている。具体的な衛星観測項目として
は、土地利用分布、特に植生分布、植物重量分布が挙げられている。また、EOS 計画では葉面積
指数、有効光合成吸収放射量などの植生に関する物理、生物的パラメータも重要な観測項目とし
ている。EOS などの衛星観測計画でリモートセンシングによる観測が計画されている観測項目を
まとめると、 
 ・地表面物理特性 － 地表面被覆分布、反射率（アルベド）、温度、土壌水分 
 ・生物学的特性  － 有効光合成吸収放射量、葉面積指数、純一次生産量 
 ・地理学的特性  － 標高、河川水系 
 ・気象学的特性  － 降雨量、蒸発散量、気温 
となる。 
 地球レベルでの環境観測の難しさは、対象とする現象の空間スケールが地域レベルから全球レ
ベルまで広いこと、また現象が地圏、大気圏、水圏の間で複雑に絡み合っていることにある。例
えば、地球的規模での環境問題といわれているものも、その原因をみてみると局所的な問題に端
を発しているものが多い。全球規模での森林減少も局所的な伐採や焼畑などが原因であり、この
ため森林減少をモニタリングするには、全球レベルでの植生分布の変動を大局的に調べると同時
に数百㎡単位で生じている焼畑や伐採を監視することが必要となる。 
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第 3 章 スギ人工林における林齢と植生指数の関係の推定 
 
3.1 衛星データによる林齢の解析 
 林齢は、生物としての樹木の生育ステージを表現する最も基礎的なパラメータである。日本の
人工林では植林年が森林管理台帳に記載されているが、海外のマングローブ植林などでは台帳管
理がなされていない場合も多い。林齢が分かると、既存の知見からその森林状態を推定すること
が可能となる。一般に、樹木は環境条件が同じならば、各々の種ごとに比較的揃った成長変化を
示す。人工林の場合には、樹高、胸高直径と呼ばれる胸の高さでの幹の太さ、樹冠の形状、葉の
付いている枝の根元までの枯れ上がり高さといった樹木に関する情報が、林齢から推定可能であ
る。林齢と衛星データとの関係については、Peterson and Nilson(1993)は植林木の成長に伴って
各バンドの輝度値が規則的に変化することを指摘し、Nilson and Peterson(1994)は航空機搭載型
のセンサや数値モデルを使って、反射特性が林齢に依存することを報告している。 
 リモートセンシングの優位性の一つに、同じ地域を周期的に高頻度で観測できる点があり、多
時期の衛星データを比較することで、地表面状態の変化を検知するための研究がされてきた。た
だし、用いられる衛星データは 2～3 時期の衛星データであり、多数の衛星データを用いて人工林
の成長過程を追跡した研究事例はほとんど無い。 
そこで、森林調査簿や森林計画図から詳細な森林情報が得られるスギ造林地域を対象に、多時
期の衛星データを用いた解析と現地調査を実施し、スギ(Cryptomeria japonica D. Don)人工林に
おける林齢と植生指数値との関係について検討した。 
 
3.2 スギ人工林における林齢と植生指数の関係の推定 
3.2.1 調査方法 
本研究で用いた多点標本法による検討方法は、基本的には衛星データと地上データとの相関解
析であり、特徴としては以下の 4 つが挙げられる。 
① 山岳地域へ適用するために、地形の影響が軽減できる正規化植生指数を用いた。 
② 年や季節の異なる多くのデータを使用し、経年変化や季節変化の視点から林齢との関係を検討
した。 
③ 衛星データ特有の誤差や分解能の影響を軽減するために、サンプル地点数や各サンプルのピク
セル数を大きくした。 
④ 林齢を使用した解析では、年度の異なる衛星データを多く使用することで、さらにサンプル数
を増やした。 
 このうち、④についてはこれまで行われたことがなく、経年的に変化する森林要素の解析に対
して応用できる手法である。 
 本研究で用いた林齢と植生指数値との関係の解析フローを図 3-1 に示し、各手順を以下に述べ
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る。 
 
      磁気テープもしくは 
    フロッピーディスク 
      ↓ 
    画像の切り出し 
      ↓ 
    ①幾何補正  ←―参照――地形図（1/25000）  森林計画図（1/20000） 
      ↓                      ↓                    ↓ 
    ②大気補正            流域界マスクの作成    林班界画像の作成 
      ｜                       ｜                    ｜ 
      ｜←―流域の切り出し――――＋                    ｜ 
      ｜                                           ｜ 
      ・―――――――――――重ね合わせ――――――――＋ 
      ↓                         ↓ 
    ③植生指数値画像の作成   ④位置選定用画像の作成 
      ｜                       ｜ 
          ｜←―――――――――――――＋ 
      ↓ 
    ⑤斜面方位、伐採区域、 
    林齢ごとのデータ抽出 
      ↓ 
    ⑥抽出データの検討 
 
図 3-1 多点標本法による林齢と植生指数値との関係の解析フロー 
 
① 幾何補正 
 人工衛星により取得されたデータには、衛星の姿勢や撮影角、地球の曲率などによる幾何学的
な歪が含まれている。幾何補正は、これらの歪を補正して、地図座標系などに変換する作業をい
う。本研究の場合には、国土地理院発行の 1/25000 の地形図を参照しながら、衛星データから位
置を特定できる地点を選択し、デジタイザーで読みとった地図座標へ変換する処理（アフィン変
換）を行った。 
② 大気補正 
 大気中には種々の吸収物質や散乱物質があり、地表物体や海表面からの上向き光が、人工衛星
に到達するまでに、吸収や散乱により減衰を受ける。また、太陽光が大気によって散乱されて生
ずる散乱光が加わる。これらの影響を除去し、地表物体や海表面から出た上向き光の値を推定す
る方法を大気補正という。本研究では、（各バンドの最小値－1）を大気補正値として各バンドの
観測値から引き算する簡易な大気補正を行った。 
③ 正規化植生指数画像の作成 
 正規化植生指数(Normalized Difference Vegetation Index; NDVI，以下植生指数と略す)は、葉
のクロロフィルによって吸収される赤色域とクチクラ層で反射される近赤外域の 2 波長帯での反
射率データを利用した植物指標であり、正規化（-1～+1）されているために相互比較が容易で、
同様の観測波長帯を持つ人工衛星でよく用いられている。本研究では、幾何補正や大気補正の済
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んだ TM3 と TM4 のデータを用いて、次式により算出した。 
 
              （近赤外域反射率－赤色域反射率）   TM4 - TM3 
        NDVI＝────────────────＝──────                    (3-1) 
              （近赤外域反射率＋赤色域反射率）   TM4 + TM3 
 
植生指数は取りうる値の範囲が-1～+1 であり、植生が濃い部分で数値が大きくなる。通常の陸地
では-0.1～+0.7 程度を示し、概略的には NDVI＜0 が水域、0.25≧NDVI≧0 が土壌域、NDVI≧
0.25 が植生域に相当する。なお、TM データをはじめとする人工衛星のデータは、その量が非常
に大きいため 256 諧調程度に基準化して格納することが多い。ここでは、植生指数算出式(3-1)に
より求められた－1～＋1 のデータを 0～200 の整数値に変換して、画像データとして格納した。 
④ 位置選定用画像の作成 
 位置選定用画像は、衛星画像上から伐採区域や林齢解析用の森林を正確に抽出するために、強
調処理を施した画像のことである。特に本研究では、林齢ごとの標本を抽出するために、国有林
の管理単位である林班の境界線を画像化して重ね合わせる処理を行った。 
⑤ 伐採区域、林齢ごとのデータ抽出 
 伐採区域やその周辺の対照スギ林では、80 ピクセル以上の画像位置を選定して、画像内の座標
値を記録しデータを抽出した。林齢ごとのデータ抽出は、流域内の国有林の森林簿データを、林
地面積、林種、林齢、混交歩合で並べ変えて、森林計画図で斜面方位を確認しながら 110 カ所を
選定し、植生指数画像から 7×7 ピクセル分のデータを抽出した。なお、7×7 ピクセルという大
きさは、対象とした森林の平均的な特性を取得するために必要なデータ量を確保するためであり、
一般に樹種や森林タイプの分類を行う場合に用いるサンプル地点の大きさ（5×5 ピクセル以上）
と比較しても妥当な大きさである。 
⑥ 抽出データの検討 
 幾何補正処理では誤差を 0.5 ピクセル以下にできないという数学的な制約があり、分解能 25m
の TM データの場合には、幾何補正後も 12.5m の誤差が残っている可能性がある。そこで、幾何
補正誤差の影響を最小限に抑えるようにするために、数 10 ピクセル以上の平均値をもってその地
域の代表値とした。 
 
3.2.2 調査地域と使用したデータ 
 調査地域は、年や季節の異なる多時期のデータが収集可能であることを考慮して、図 3-2 に示
す高知県奈半利川水系の魚梁瀬ダム流域を選定した。当域は甚吉山（1423m）を最高峰とする
1000m 前後の稜線で囲まれた約 100.7km２の流域である。年間降水量は約 3000mm でわが国で
は降水量の多い地域である。流域内植生の大半は天然生スギ林やスギ人工林である。なお、魚梁
瀬ダムはダム直下に魚梁瀬発電所（電源開発株式会社，出力 36000kW）を持つ、貯水容量約 1
億 m３の発電用ダムである。 
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 使用した衛星データは、ランドサット 5 号の TM3 と TM4 の 2 波長帯のデータで、画像の座標
であるパス／ロウは、108／36 である。データの取得年月日は表 3-1 のとおりである。衛星デー
タは、（財）リモートセンシング技術センターにおいて雲量が少ないことを確認し購入した。 
 
 
図 3-2 魚梁瀬流域の位置図 
 
表 3-1 解析に使用した衛星データ 
───────────────────────────── 
年        1987   1988   1989   1990   1991   1992 
───────────────────────────── 
データ    4/24    4/26    5/31   4/16   4/19    4/21 
取得の                           6/10 
月／日                           10/9   7/24 
───────────────────────────── 
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3.2.3 伐採跡地での植生回復過程の解析 
森林域で水源涵養機能が変化するのは、伐採や植林に伴う植生改変が行われた時期であると考
えられる。特に伐採は樹冠の降雨遮断機能の消失、森林土壌の撹乱による流出経路や浸透能の変
化、および林地面での蒸発散量の変化により、短期・長期の流出特性が変わることが知られてい
る(中野,1985)。そこで、伐採跡地での植生回復状態に関して現地調査と植生指数値の経時変化を
もとに検討した。なお、本研究で対象とした伐採跡地は前生林が天然生スギ林であり、伐採後に
もスギが植林されているスギ造林地域である。 
(1) 解析対象地域の設定 
 衛星データは経時変化を見やすくするために、図 3-3 に白枠で示す部分を切り出して部分画像
を作成した。植生指数値の経時変化を把握するための伐採跡地については、図 3-2 に示す A、B
および C の 3 地域を選定した。また、植生指数画像および森林計画図を参考にして、対照地域と
して約 200 年生のスギ天然林を A 地域近傍に選定した。 
 
図 3-3 部分画像の抽出位置（枠内が解析対象部分） 
 
(2) 伐採跡地の植生状況 
 伐採跡地に関する聞取調査の結果を表 3-2 に示す。調査した伐採跡地は、A が最も古く、次い
で B、C の順であり、各地域の伐採年は 1 年ずつ差があることがわかった。現地調査を実施した
1992 年 6 月～10 月には、A、B、C 地域は伐採後それぞれ 4、5、6 年を経ていた。 
 表 3-3 は各伐採跡地において実施した現地調査の結果である。当地域周辺の伐採跡地の植生遷
移については、1 年生草本群落→有刺植物群落→低木マント群落→夏緑低木林といった過程が知
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られている(宮脇,1984)。また、造林地の伐採跡地では、伐採後 5 年程度まで多年生草本のススキ
が優占していくことが知られている(佐倉・沼田,1976)。現地調査の結果では、C 地域は有刺植物
群落、A 地域は低木群落の状態にあった。B 地域については、ススキが優占する多年生草本群落
の外観が観察された。したがって、3 地域の植生の回復は、A が最も進んだ段階にあり、C が最
も初期の段階にあり、B が A と C の中間にあると考えられる。 
 
表 3-2 解析対象地域の伐採時期と植栽時期 
──────────────────────────────── 
        地域     林班            伐採時期               植栽時期 
──────────────────────────────── 
          A    30 林班は    1987 年 4 月～11 月      1989 年 2 月～3 月 
          B    30 林班い    1988 年 4 月～ 9 月      1990 年 3 月 
          C    34 林班は    1989 年 4 月～11 月      1992 年 3 月 
──────────────────────────────── 
 
                        表 3-3 伐採跡地の現地調査結果 
───────────────────────────────────── 
伐採年  植栽年  植被率  群落タイプ         主な出現植物 
（群落高） 
───────────────────────────────────── 
A    1987    1989    95    低木群落    カラスザンショウ、クサギ 
                             2－3m      ウツギ、アカメガシワ他 
───────────────────────────────────── 
B    1988    1990    85    多年生      ススキ他 
                            草本群落 
                              2m 
───────────────────────────────────── 
C    1989    1992    60   有刺植物    カラスザンショウ、モミジイチゴ 
群落      ナガバモミジイチゴ、クサイチゴ 
                                1.5m     ニガイチゴ、クマイチゴ、 
ベニバナボロギク、タケニグサ他 
───────────────────────────────────── 
*1 植被率は目視による植被の面積率を表している。 
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図 3-4 各伐採跡地の現地調査写真（上から A 地域、B 地域、C 地域） 
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(3) 伐採跡地における植生指数値の経年変化 
 伐採跡地とその周辺地域について、1987 年から 1992 年までの毎年の 4 月（1989 年のみ 5 月）
の植生指数画像を図 3-5 に示す。画像上にそれまでなかった伐採地が出現し、経年的に植生が回
復していく状況を視覚的に確認できる。 
 この点を詳細に検討するため、夏・秋のデ－タも含めて A、B、C の伐採跡地と対照スギ林につ
いて植生指数値の変化を図 3-6 に示す。図より、対照のスギ林については、植生指数値は 0.72 か
ら 0.85 の範囲にあって、1989 年 5 月と 1990 年 6 月で若干高い値を示す他は、顕著な経時変化
は観察されなかった。これに対し、A 地域では 1987 年と 1988 年の間で伐採に伴う植生指数値の
顕著な低下が観察され、1988 年から 1992 年までの間では 4 月に低く 7 月や 10 月に植生指数値
が上がる季節変化、および年々植生指数値が漸増する経年変化が観察された。A と同様な経時変
化は、伐採年度の異なる B、C でも観察された。3 地域に共通していることは、伐採後の 3 年間
は 4 月の植生指数値が 0.2～0.4 に低下するということで、伐採後 4 年で植生指数値が 0.4 を越え
るということである。 
 以上のことから、伐採跡地の植生指数値の経時変化については、伐採に伴う植生指数値の顕著
な低下の後、春から夏・秋に向けて上昇する季節変化を伴いながら、年々増加していく変化パタ
－ンを持つことが明らかになった。 
図 3-5 伐採跡地の経年変化画像（白いほど植生指数値が高い） 
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図 3-6 伐採跡地における植生指数値の経時変化 
 
(4) 植生回復と植生指数値との関係 
 伐採跡地の植生回復は、伐採の方法・時期・面積、方位・傾斜、前生林の種類構成、隣接群落
の種類などによって異なるが、量的には植被率の増加、群落高の増加として捉えることができる
(佐倉・沼田,1976)。 
今回調査した伐採跡地は、1992 年時点で A が植林後 3 年、B が 2 年、C が植林直後の状態で
ある。春から夏・秋に向けて上昇する植生指数値の季節変化については、C 地域で再植林前から
観察されていることから、再植林したスギの生育状態によるものとは考えにくい。むしろ、伐採
跡地に侵入した 1 年草や多年生草本植物の春から夏・秋にかけての生育状態を示しているものと
推定される。また、この中には切株から萌芽した落葉樹の葉の芽吹き・展開なども含まれるもの
と推定される。いずれも、春から夏にかけて葉の現存量を増加させ冬になくなる季節変化をとる
ことで、上述の植生指数値の季節変化として反映されるものと推定される。 
 一方、同一季節（例えば 4 月）の植生指数値は経年的に増加する傾向が認められた。この経年
変化については、植えられたスギの葉の増加の他に、伐採跡地に侵入した植物の個体数の増加や
成長に伴う植被率の増加が反映されていると推定される。 
 以上のように伐採跡地の植生指数値の経時変化については、草本植物などの季節的消長や侵入
した植物の個体数や植被率の経年的な増加からなる、伐採跡地の動的な植生回復過程を反映した
ものと考えられる。 
 
(5) 伐採跡地の区分方法について 
 伐採跡地の植生指数値の経時変化特性を利用して、伐採跡地を崩壊地や森林から区別する方法
について考察すると以下のとおりである。 
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 崩壊地については、表土ごと崩壊するため植生の回復はほとんどなく、植生指数値は、裸地系
の低い値を長年維持し、顕著な季節変化を示さないものと推定される。このため、経時変化の大
きさや変化パタ－ンを比較することで伐採跡地と区分できるものと考えられる。 
 森林については、常緑広葉樹林、常緑針葉樹林、落葉広葉樹林、落葉針葉樹林、さらには常緑
樹と落葉樹の混交林など様々なタイプの森林が存在する。このうち、常緑樹林では年間を通じて
林冠が葉で覆われるため、植生指数値の季節的変化は小さく、かつ経年的変化も小さいと予想さ
れる。これに対して、落葉樹林では冬に葉を落とすために植生指数値の季節的変化は大きいが、
経年的な変化は小さいと予想される。なお、いずれの樹林においても経年変化が小さい理由とし
ては、優勢木によって林冠が閉鎖されていて安定性が高いことが考えられる。このように、森林
での植生指数値の経時変化は、伐採跡地の場合とは異なることが予想され、多時期の植生指数値
から経年的な変化の大きさを比較することで伐採跡地との区分が可能になるものと考えられる。
その際、伐採跡地は草本類の季節変化を含むため、常緑樹林とは容易に区分できるが、落葉樹林
との区分がやや難しくなるものと推定される。 
 
3.2.4 多点標本法による林齢と植生指数の関係の解析 
 スギ造林地の幼齢林では、林齢と林冠の閉鎖度合いの間に相関関係がある(谷本，1982)。衛星
データで得られる情報は主として林冠の情報であるが、植生指数値によって林冠の閉鎖度合いが
把握できれば、スギ植林地の林齢情報の取得が可能になるものと予想される。ただし、林冠が閉
鎖していない幼齢林地では、林冠の隙間から林床植生の反射スペクトルが同時に TM デ－タに反
映されるため、この影響を取り除くことが必要である。この林床植生の反射スペクトルについて
は、前節で明らかになった季節変化が存在するものと予想され、その影響は冬および初春に最も
弱まるものと考えられる。 
 本節では植栽年が明確なスギ造林地について、TM デ－タによる林齢情報の取得方法、および
精度について検討した。 
(1) 多点標本地域の設定 
 解析対象地域の魚梁瀬ダム流域では、2、3 年生のスギ造林地から、200 年を越す天然老齢林ま
で、幅広い林齢が見られる。具体的な地域の選定については、当地域の森林計画図を参考にして
図 3-7 に示す 110 地域を選定した。この 110 地域の林齢の内訳は表 3-4 に示すとおりである。各
サンプル地域においては、中心座標の周り 7×7 ピクセルを抽出して、その平均値をもって植生指
数値とした。 
 
           表 3-4 林齢ごとのサンプル数（林齢は 1987 年時点での値） 
──────────────────────────────────── 
林齢（年）    0～5    6～10    11～20   21～40   41～217   合計 
サンプル数     12       19       24       27       27      110 
──────────────────────────────────── 
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図 3-7 流域内に設定したサンプル地域 
 
(2) 林齢と植生指数の関係の解析に適した時期の検討 
 林齢解析に適する時期を明らかにするために、1990 年の 4 月、6 月、10 月についてスギ造林
地の林齢と植生指数値の分布の関係を見たのが図 3-8 である。林床植生が成長する 6 月の植生指
数値については、3 例を除いて 0.70～0.85 の高い範囲にあり、林齢による変化は最も小さくなっ
ていた。林床植生の繁茂が終りに近づく 10 月の植生指数値については、2 例を除いて 0.60～0.82
の範囲にあり、林齢に伴う変化は 6 月に続いて小さくなっていた。これに対し、林床植生が繁茂
を始める前の 4 月の植生指数値は、0.25～0.85 の広い範囲に分布し、林齢による変化が最も大き
くなっていた。さらに、林齢の低い領域においては、林齢の増加に伴い植生指数値が増加する傾
向にあった。 
 以上のように、季節による植生指数値の分布は、植生指数値の最大値がどの季節でも高い値を
示す（0.82～0.85）ことから判断して、主に林床植生の影響の違いを反映しているものと推定さ
れた。つまり、林床植生からの反射スペクトルが弱まり林冠面の反射スペクトル情報のみが抽出
できる時期として、4 月が適していることがわかった。 
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図 3-8 林齢と植生指数値との関係（3 時期の比較） 
 
(3) 多点標本法による林齢と植生指数の関係の推定 
 4 月の植生指数値が林齢解析に適することが判明したので、1987 年、1988 年、1990 年、1991
年、1992 年の 4 月の植生指数値を使って、林齢と植生指数値との関係を検討したのが図 3-9 であ
る。なお、図 3-10 と比較しやすくするために林齢 70 年までを表示している。図 3-9 を見ると、
植生指数値は林齢 1、2 年では 0.20～0.30 の低い値をとり、林齢 20 年付近までは加齢に伴って急
増し、ピ－ク到達後は漸減していた。つまり、スギ造林地の主に林冠面の反射スペクトルを示す
と考えられる 4 月の植生指数値は、林齢と関係が強いことが明らかになった。 
 図 3-10 は、安藤ら(1968)による林齢と林分葉量の関係を示す図であるが、図 3-9 と比較すると、
観察された植生指数値の変化パタ－ンは、ピ－ク到達時期、その後の漸減パタ－ンなど、単位面
積あたりの葉の総乾燥重量で表現される林分葉量に関する経年変化パタ－ンと類似している。林
分葉量は特に若い林分では林冠の閉鎖度合いに比例するため、スギ造林地の 4 月の植生指数値は、
林冠の閉鎖度合いを反映しているものと理解される。 
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図 3-9 林齢と植生指数値の関係（4 月）   図 3-10 スギ林の葉量の経年変化 
                              （安藤ら(1968)から引用） 
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 図 3-11 は林齢と植生指数値との関係（図 3-9）を片対数軸で表示したものである。図 3-11 より
林齢 20～30 年でのピ－ク到達までは、植生指数値は加齢とともにばらつきを持って直線的に増
加するが、林齢 7 年頃までは 0.6 以上になることは少ない。ピ－ク到達後の植生指数値は加齢に
伴い漸減するが、0.6 以下となることは少ない。したがって、林齢区分においては、NDVI＝0.6
が 1 つの区分界となり、その際の林齢区分としては 10 年程度が概ね妥当と考えられる。 
 そこで、「4 月の植生指数値が 0.6 以下ならば 10 年生以下の幼齢林である」という区分基準を
設定して、その基準を満たす割合を正当率として集計すると、10 年以下のスギ幼齢林については
正当率 83％、10 年より大きいスギ林については正当率 94％であった。 
 図 3-11 中の実線は成長曲線を表している。成長曲線としては式(3-2)で示されるロジスティック
成長曲線を用いた。 
NDVI＝(NDVImax- NDVIt=0)／(1+k・exp(-λt)) + NDVIt=0                     (3-2) 
ここで、NDVI：林齢 t 年におけ植生指数値、NDVImax：植生指数の上限値、λ：成長係数、k：
初期条件によって決まる定数である。NDVIt=0 は 1 年生の値（0.15）、NDVImax は 20 年から
50 年生の平均値から NDVImax=0.75 を与え、各係数値（k=10, λ=0.4）を決定した。 
NDVI＝0.60／(1+10*exp(-0.4t))+0.15                                         (3-3) 
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図 3-11 林齢と植生指数値との関係（4 月） 
 
 上述の林齢区分はスギ造林地での結果であるが、この方法はスギ以外でも常緑針葉樹の造林地
であれば適用できると考えられる。つまり、下草が活動する前の 4 月の植生指数データを使用す
ることで、下草の影響を受けないようにしている。その結果、林冠面の反射スペクトルが強調さ
れ、その被覆の割合などが植生指数値に反映されている。その際、林冠がスギやヒノキのような
常緑針葉樹であれば、同様の結果が得られる可能性が高いと考えられる。落葉樹林については、
この方法による地被区分は困難である。林床植生の影響の小さい 4 月には、林冠も葉がないため
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に、植生指数値から閉鎖度合いを推定することができないからである。区分できる林齢の範囲に
ついては、林冠閉鎖にいたる期間に限定されることが予想される。その期間は、造林種、造林地
の立地条件、および植林時の植栽密度により異なるが、概ね 10 年以下であると推定される。 
最近、Pussa et al.(2005)は、雪が残る早春の画像が森林を明確に抽出するのに適した時期であ
ることを示しており、本研究の結果と一致している。また、Pussa et al.(2005)は、春と夏の画像
を用いることが連続的な林齢の評価に役立つことを示しているが、日本では夏にモンスーンの影
響で雲が多く、春と夏の画像が得られる可能性は低いため、成長期前後の時期のデータを経年的
に収集する本手法の方が、春と夏の画像を用いる方法より適用可能性は高いと考えられる。 
 
3.3 まとめ 
 スギ造林地において、多時期衛星データを用いた林齢と植生指数の関係の推定法について検討
し、以下の結果を得た。 
(1) スギ造林域の伐採跡地において、植生指数値の季節・経年変化について検討した結果、伐採
に伴って低下した植生指数値がその後の植生回復に伴い季節的な増減を繰返しながら経年的に回
復していく変化過程が確認できた。これは伐採跡地の動的な植生回復過程を反映しており、この
変化過程を利用することでこれまで難しかった伐採跡地と崩壊地の区分、および古い伐採跡地と
森林との区分について、多時期デ－タの利用により分離できる可能性が示された。 
(2) スギ造林地において植生指数値と林齢の関係について検討した結果、下草の繁茂する前の時
期である 4 月の植生指数値は、林齢に対して低い値から始まって林齢 20 年付近までは急増し、ピ
－クに到達後に漸減する変化過程をもつことがわかった。この変化傾向は林冠の閉鎖度合いに対
応していることが推定され、この特性を利用して 10 年生以下の幼齢林を 83％、10 年生より大き
いスギ林を 94％程度の精度で抽出できることがわかった。 
伐採跡地や幼齢林でみられた植生指数値の季節変化は、主に下草の季節的な変化に起因してい
るので、同様の季節変化を示す落葉樹がスギ人工林に混交している場合には、その混交率が推定
できる可能性があると思われる。 
以上の結果から、衛星データによる多点標本法を用いることで、スギ人工林の植林後の動的な
植生回復過程と、林齢と植生指数値との関係が成長曲線で近似できることが明らかにされ、衛星
データを用いた植林年推定の可能性が示された。 
 なお、第 3 章の結果はスギ人工林での結果であり、すべての植林樹種で図 3-11 のような林齢と
植生指数値の関係が見られるかは不明である。ただし、スギ人工林と同じような樹形を持つヒノ
キ人工林などでは同様の関係が得られると思われる。
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第 4 章 植生指数データを用いた葉面積指数の推定 
 
 第 3 章では、伐採跡地での植生指数値の経年・季節変化特性を検討し、人工林の林齢と植生指
数値との関係の推定法を開発した。その結果、植生指数値と葉量との対応が示唆される結果が得
られた。本章では、単位地表面積当たりの片面葉面積合計値である葉面積指数について、衛星デ
ータによる推定を行った結果について述べる。葉面積指数は森林の降雨の遮断蒸発量や発散量お
よび大気汚染物質の沈着量、炭素固定量などを算定する際の重要なパラメータであり、広域の詳
細な推定法の開発が必要とされている。葉面積指数の実測方法としては、層別に刈り取るといっ
た直接法、群落内での光の減衰特性などに基づく間接法、および衛星データによる推定法がある。
このうち、直接法は伐採を伴うため同じ地点をもう一度調査することは不可能である。間接法は
伐採を伴わない非破壊測定技術であるが、広域の葉面積指数を測定することは困難である。した
がって、広域を非破壊的に繰り返し観測できる衛星データによる推定技術の開発に期待が寄せら
れている。しかし、衛星データで葉面積指数を推定するためには、直接法や間接法による実測値
との比較検討を十分にする必要がある。 
 そこで、本研究では衛星データによる葉面積指数の推定法を開発するために、図 4-1 のような
全体フローで、①直接法と間接測定法による葉面積指数の実測、②衛星データと葉面積指数との
関係式の導出、③広域推定への適用を１セットとして実施した。また、植生指数値の季節変化を
考慮した月別葉面積指数の推定法を開発した。 
 
直接法による実測 ――┬―― 間接法による測定 
                        ｜ 
     植生指数値と葉面積指数との関係式の導出 
                       ↓        文献値に基づく葉面積指数 
 衛星データによる推定        最大値のマップ化 
                          ｜                    ｜ 
                            └―――――┬――――――┘ 
                               ｜ 
                              広域推定 
                    ↓ 
        日本全体の葉面積指数最大値の推定 
 
図 4-1 衛星データによる葉面積指数の推定フロー 
 
4.1 直接法と間接法による葉面積指数の測定 
4.1.1 葉面積指数の測定方法 
 葉面積指数の定義は、単位地表面積当たりの葉面積合計値である。単位地表面積として樹冠の
投影面積とするか調査区面積とするか、葉の傾斜角を考慮するか否か、針葉樹の場合には片面を
葉とするか両面とするかなど定義の仕方が異なる場合があるが、本研究では調査区面積に対して
葉の傾斜角を考慮せずに投影し針葉樹も片面で扱うとする、もっとも一般的な定義を採用した（只
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木，1976；只木・蜂屋，1968）。 
 葉面積指数の実測法としては、以下の 4 つの方法がある。 
① 層別刈り取り法 
 層別刈り取り法は、ある一定面積内の林木をすべて、もしくは標準的な個体を伐採して、高さ
方向に層別に切り分けて葉の全量を採取する方法で、直接的に実測値が得られるが、伐採を伴う
ため適用できる対象が限定されてしまう。また、多大な労力がかかり、多数の地点で実測値を得
るのは非常に困難である。 
② リタートラップ法 
 リタートラップ法とは、森林からの脱落量を面積が一定の目の細かいネットで受け止め、落葉、
落枝、種子などの量を測定する方法で、特に葉の落葉量を目的とする場合、リーフ・リタートラ
ップ法、もしくはリタートラップ法と呼ぶ。この方法は、落葉樹の測定に向いているが、常緑樹
の場合には葉の平均生存年数がわからないと適用できないという問題がある。 
③ 葉数カウント法 
 葉数カウント法は、毎木調査の結果から標準的な個体を選び、層別に葉の全数をカウントする
方法で、各層の平均的な枝から葉をすべて採取しスキャナーや葉面積計などで平均葉面積を測定
し、葉数と葉面積との関係をもとに葉面積指数が算出できる。伐採は伴わないが労力がかかるた
め、幼齢林～若齢林に適用対象が限定される。 
④ 間接測定法 
 間接的な測定法の多くは、葉群内の葉間隙の測定に基づいている。光は葉群を透過して林床部
に射しこむが、光が透過できるかどうかは葉群を通過する距離、密度、葉の方位角によって決ま
る。もし葉が小さくてランダムに分布し、特定の方位に傾いておらず、光を通さないと仮定する
と、光の量は Lambert- Beer の法則が成立することを Monsi and Saeki(1953)が示した(Hirose, 
2005)。すなわち、林冠部分から入射する太陽光が、単位葉面積 F を通過するごとに光の量が 1/eKF
ずつ減少する。K は吸光係数と呼ばれ、群落の種類によって比較的決まった値を示すので、この
関係式から葉面積指数が算出できる（依田,1971）。 
本研究では、間接測定機器として、最も利用事例が多いプラント・キャノピー・アナライザー
(LI-COR 社製 LAI-2000、 以下 LAI-2000 と略す)を使用した（図 4-2）。LAI-2000 の測定原理や
算出理論は Welles and Norman(1991)に示されているが、基本的に葉群内の葉間隙の測定に基づ
いている。LAI-2000 は魚眼レンズを通ってきた光に対して、波長 490nm 以下の波長をフィルタ
する機能があり、緑の葉を黒色にして空が見えている領域と明瞭に区分できるようになっている。
葉間隙はフィルタを通った光のうち空が見えている領域の比率を角度別に求めて出力されている。
LAI-2000 の特徴は、5 つの天頂角(z)を使用することで推定精度を向上させていることで、15 度
の幅を持つ 5 つの天頂角(z)における葉間隙（開度 T）を求め、次式より葉面積指数合計値を算出
している。 
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    LAI=-ln(T・z)Wz/Sz                                    (4-1) 
Wz は面積の補正項、Sz は通過距離である。 
 
 
図 4-2 LAI-2000 の本体とセンサの外観図（LI-COR Inc,1992 より引用） 
 
4.1.2 調査地域と対象樹種 
 調査地域は、図 4-3 に示す電力中央研究所我孫子研究所構内（千葉県我孫子市）、同赤城試験セ
ンター（群馬県前橋市）、および気田営林署管内の門桁国有林（静岡県周智郡春野町）のヒノキ
(Chamaecyparis obtusa)人工林、東京農工大学唐沢山演習林（栃木県佐野市）のスギ(Cryptomeria 
japonica D. Don)人工林とコナラ(Quercus serrata)とイヌシデ(Carpinus tschonoskii)が優占する
落葉広葉樹林、および静岡営林署管内の富士山国有林（静岡県富士宮市）のウラジロモミ(Abies 
homolepis)人工林である。 
 常緑針葉樹であるスギ人工林とヒノキ人工林は、国内では最も植林面積が多い樹種であり、我
が国の森林総面積の約 23％を占める。同じく常緑針葉樹のウラジロモミ人工林は、面積は少ない
が、富士山地域では比較的なだらかな地形に大規模に植林されている。落葉広葉樹であるコナラ・
イヌシデ林は関東地方の典型的な里山林の一つとして選択した。 
調査地の概況を表-1 に示す。調査対象樹種のうち人工林では、成長に伴う葉量変化の激しい幼
齢林から若齢林について、林齢ごとに生育環境が良好で植裁間隔が均一で、生育状況が良好で揃
っているという基準により選定したものである。なお、表-1 の調査地 No.A-1～No.A-4 は人工林
ではないが、層別刈り取り法による葉面積指数の実測値算出の基礎データとして利用するために
調査対象とした。図 4-4 は、ヒノキ人工林での層別刈り取り法による葉面積指数の実測調査風景
である。 
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図 4-3 葉量調査地点の位置図 
 
 
図 4-4 層別刈り取り法による葉面積指数の調査風景 
●唐沢山
●赤城
●富士山
●我孫子
●門桁
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 表 4-1 調査地の概況 
――────────―――――――――――――――─────────────────― 
  NO.  調査地    林分の種類         調査区面積 標高  傾斜  方位  立木本数  調査日 
                                      (㎡)      (m)  (度)       （本/ha） 
――────────―――――――――――――――────────────────── 
 A-1 我孫子*1  ヒノキ苗木              －      －   －    －        －   1996.2/ 7 
 A-2  同上      ヒノキ苗木              －      －   －    －        －   1996.2/ 7 
 A-3  同上     ヒノキ列状植栽          －      20    0    －        －   1996.2/13 
  A-4  同上     ヒノキ列状植栽          －      16    8   S38°W     －   1996.2/21 
  B-1  赤城*2    ヒノキ人工林           123     468    3   S10°E   2922   1996.3/21 
  B-2  同上      ヒノキ人工林           104     472    2   S10°W   2924   1996.3/21 
  C-1  門桁*3    ヒノキ人工林            48     700   32   S68°W   4583   1996.4/ 8 
  C-2  同上     ヒノキ人工林           150     710   20    S       1533   1996.4/10 
  C-3  同上     ヒノキ人工林           300     740   38   S72°W    800   1996.4/ 9 
 D-1 唐沢山*4  スギ人工林              50     180   29   N72°W   3400   1997.4/21 
 D-2  同上      スギ人工林             120      90   15   N28°W   3000   1997.4/21 
 D-3  同上      スギ人工林              60      85   24   S65°W   3330   1997.4/21 
  D-4  同上      スギ人工林             100     180   33   S10°W   3400   1997.4/22 
  D-5  同上      スギ人工林             200      80   14   N72°W   1450   1997.4/23 
  D-6  同上      スギ人工林             300     115   26   N50°E    900   1997.4/24 
  E-1  同上      コナラ・イヌシデ林     900     200   38   S44°W    390   1997.4-12 
F-1  富士山*5  ウラジロモミ人工林      64    1510    0   S40°E   2970   1998.10/26 
F-2  同上      ウラジロモミ人工林     225    1320    6   S82°W   3500   1998.10/27  
F-3  同上      ウラジロモミ人工林     100    1340    9   S32°W   2270   1998.10/28 
――────────―――――――――――――――────────────────── 
*1 千葉県：電力中央研究所・我孫子研究所 
*2 群馬県：電力中央研究所・赤城試験センター 
*3 静岡県：気田営林署管内・門桁国有林 
*4 栃木県：東京農工大学付属・唐沢山演習林 
*5 静岡県：静岡営林署管内・富士山国有林 
 
4.1.3 調査方法 
(1) 層別刈り取り法 
層別刈り取り調査は、我孫子のヒノキ苗木と植裁木、赤城・門桁のヒノキ人工林、唐沢山のス
ギ人工林、および富士山のウラジロモミ人工林で実施した。 
ヒノキ人工林での層別刈り取り調査は，新葉の展開する前で下層植生の影響の少ない 3 月から
4 月に実施した。各林分では、まず 1 辺が最大樹高よりも大きくなるように 100～300 ㎡の調査
区を設定し、調査区内の全木を対象として毎木調査（樹高、根元直径、胸高直径など）を実施し
た。これらの結果から、サイズ（胸高直径、樹高）が平均的な個体数本を選び、樹型が正常で葉
量の偏りが少ない個体 1 本を選定し、層別刈り取り調査の調査木とした（表 4-2）。調査木は伐倒
した後、樹冠部を高さ方向に 3 層位に切り分け、層位別に葉の全量を採取し、ただちに生育状態
での水分を含んだ葉の重量である生重を測定した。また、層位ごとに葉の生重を測定した標準的
な 1 枝をポリ袋に密閉して持ち帰り、すぐにスキャナー（EPSON GT-6000）で葉面積を測定し
た。すべての試料は 80℃で 48 時間乾燥し乾燥重を測定した。なお、葉は緑葉と緑軸部分と定義
し、試料枝は緑葉と直径 5mm 以上の緑軸について、それぞれ乾燥重と葉面積の関係を求め、層
位ごとの全量を乾燥後に葉と緑軸に区分して調査木の総葉面積を求めた。その後、立木本数から
調査区での葉面積指数を算出した。 
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スギ人工林での層別刈り取り調査は，新葉の展開する前で下層植生の影響の少ない 1997 年 4
月に実施した。調査方法はヒノキ人工林の場合と同じであるが、スギ葉は螺旋状に葉が付いてい
るため、スキャナーで葉面積を測定する際にスギ葉を一定方向にねじって平らになるようにした。
スギ葉面積の算出については、全葉重の 50％を心材化葉とみなして葉と心材化葉の葉面積を算出
する方法もある（汰木,1964；汰木,1965）が、心材化程度によらず緑色で直径 5mm 以上を緑軸
として扱った。 
ウラジロモミ人工林での層別刈り取り調査は 1998 年 10 月に実施した。調査方法はヒノキ人工
林の場合と同じである。ウラジロモミ人工林では、林冠が閉鎖せず林床にスズタケが密生してい
た地点(F-1)で、スズタケの刈取り調査を粗密の異なる 3 ヶ所（各 1 ㎡）で行った。 
 
 表 4-2 層別刈り取り調査木の樹齢、樹高、直径、枝下高 
────――――────────────────────── 
  NO.  樹齢  樹高      直径(cm)     枝下高  樹種 
    (年) (m)    枝下*6 胸高   根元   (m)    
───―――――────────────────────── 
 A-1   3   0.42  0.44    －    0.57   0.04  ヒノキ 
 A-2    4   0.92   0.67    －   0.78   0.16  ヒノキ 
 A-3   9   1.72  3.55   0.74   4.10   0.10  ヒノキ 
  A-4   13   2.50  4.05   2.49   4.79   0.22  ヒノキ 
  B-1   13   3.19   5.00   3.30   5.80   0.42  ヒノキ 
  B-2   15   4.76   9.30   7.00  11.30   0.37  ヒノキ 
  C-1   17   7.25   8.50   8.80  11.90   1.76  ヒノキ 
  C-2   30  13.20  12.20  18.80  24.60   6.70  ヒノキ 
  C-3   44  17.30  18.50  24.10  32.70   7.40  ヒノキ 
 D-1    9   4.41   5.30   5.40   8.00   1.26  スギ 
 D-2   13  10.30  11.20  13.10  19.00   3.06  スギ 
 D-3   14  10.40   6.40   9.20  13.10   4.46  スギ 
 D-4   18  11.50  10.80  12.80  15.00   4.25  スギ 
 D-5   23  15.40  12.10  17.90  22.90   8.82  スギ 
 D-6   33  17.00  15.30  22.10  25.00   9.06  スギ 
 F-1   28   4.88   9.70  10.00  11.50   1.13  ウラジロモミ 
 F-2   37  11.42  10.80  16.40  18.80   7.39  ウラジロモミ 
 F-3   42  12.00  12.50  17.20  19.40   6.58  ウラジロモミ 
───―――――────────────────────── 
 *6：枝下高での幹直径 
 
(2) リタートラップ法 
 リタートラップ調査は、唐沢山のコナラ・イヌシデ林で実施した。コナラ・イヌシデ林では、
900 ㎡の調査区を設定し、調査区内の全木を対象として毎木調査（樹種、樹高、胸高直径）を実
施した。落葉期の葉量変化を捉えるために、8 月下旬に面積 1 ㎡のリタートラップを林内 3 ヶ所
に設置し、落葉が終わるまで計 8 回落葉を回収した。落葉は、コナラ、イヌシデ、その他、枝、
種子に区分し、80℃で 48 時間乾燥し乾燥重を測定した。コナラとイヌシデについては、あらか
じめ葉面積と乾燥重の関係を求め、落葉量から葉面積指数の変化量を求めた。各回収時の葉面積
指数は、落葉が終了した時点を 0 として、時間を遡るように落葉量を積算して求めた。この方法
は、Chason et al.(1991)、Eschenbach and Kappen (1996)らが落葉広葉樹林で LAI-2000 の有効
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性を検討するために用いた手法に準じたものである。 
(3) 間接測定法 
 LAI-2000 による測定は、できるだけ林冠に直達光があたらない時間を選び、直達日射がある場
合には雨傘でセンサに直達光があたらないように注意しながら、林内の 8 地点でデータを取得し、
この測定を各林分で 3 回繰り返す方法で実施した。測定の始めと終わりには林外（伐採地などの
空間が開いている場所）で参照データをとった。測定時の天候による影響がある可能性があるの
で、月 1 回の頻度で LAI-2000 による測定を続けた。また、コナラ・イヌシデ林では、落葉期の
変化をみるためにリターの回収時にも測定を行った。 
 
4.1.4 調査結果および考察 
(1) 層別刈り取り法による実測結果 
 層別刈取りによるヒノキ葉の重量などの測定値を表 4-3、スギ調査木の測定値、葉の重量など
の測定値を表 4-4、ウラジロモミ葉の重量、葉面積および葉面積指数を表 4-5 に示す。ヒノキ葉の
生重と葉面積との関係を図 4-5、調査木の枝下直径と葉の乾燥重との関係を図 4-6 にそれぞれ示す。
葉の生重と葉面積との関係は、山科・斉藤(1964)がヒノキ葉の片面葉面積と緑色部生重との間に
見いだした関係式（図 4-5 の破線）とほぼ一致している。今回の調査結果は葉の生重あたりの葉
面積が若干大きめの結果を示しているが、分布のバラツキ具合を見る限り測定や機器的な要因と
いうよりも、場所的・季節的な水分環境の違いによる差違であろうと思われる。また、枝下直径
と葉の乾燥重との関係についても大久保ら(1981)が求めたヒノキ林分での関係式（図 4-6 の破線）
と一致する結果を示している。以上の検討から、層別刈り取り調査結果は、既往の調査事例と比
較して妥当な測定結果であったと考える。 
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  表 4-3 ヒノキ葉の重量、葉面積、および葉面積指数 
──────────────────────────── 
 NO.       葉の重量(g)      葉面積   葉面積 LAI2000 
           生重     乾燥重    (cm２)     指数  測定値 
──────────────────────────── 
 A-1     23.8       8.9       670     －      － 
  A-2      42.6      19.5      1063     －      － 
  A-3    2314.2     972.7     56675     －      － 
  A-4     2809.3    1255.0     68221     －      － 
  B-1     3366.7    1611.4     73913    2.16   1.19 
  B-2    11461.0    5328.1    257092    7.52   4.55 
  C-1     4951.9    2553.4     87637    4.02   2.19 
  C-2    15369.1    7598.8    290986    4.46   3.74(2.82) 
  C-3    35767.6   18745.8    688830    5.51   2.82 
──────────────────────────── 
*7 ()内は生枝下高位置での再測定値 
 
表 4-4 スギ葉の重量、葉面積、および葉面積指数 
────────────────────── 
 NO.      葉の重量(g)   葉面積    葉面積 
          生重   乾燥重    (cm2)     指数 
────────────────────── 
 D-1     6027    2715     62500    2.13 
  D-2    17138    7792    179340    5.38 
  D-3     7819    3526     81170    2.71 
  D-4    18807    8183    188330    6.40 
  D-5    27132   13075    300900    4.36 
  D-6    35314   16486    379400    3.42 
────────────────────── 
 
表 4-5：ウラジロモミ葉の重量、葉面積および葉面積指数 
────────────────────── 
 NO.   乾燥重  葉面積   葉面積  LAI-2000 
          (g)    (㎡)     指数    測定値   
────────────────────── 
 F-1   2715     12.5     3.9      1.7 
       (1532)   (36.6)                  
  F-2   6037     33.1    10.6      4.0 
  F-3   8567     42.4     7.4      2.6 
────────────────────── 
*10 ()内はスズタケ 3 ㎡での測定値 
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図 4-5 ヒノキ葉の生重と葉面積との関係 
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図 4-6 枝下直径の２乗と葉の乾燥重との関係（ヒノキ） 
 
(2) リタートラップ法による実測結果 
 コナラ・イヌシデ林での毎木調査結果を表 4-6 に示す。胸高断面積合計の比率やリタートラッ
プとの位置関係から、優占するコナラとイヌシデを対象として、落葉期の葉面積指数を算出した。
図 4-7 は、リタートラップで回収された落葉量であるが、このうち、その他にはカスミザクラな
ども若干含まれていたが、ほとんどが低木草本類の落葉であった。図 4-7 を見ると、イヌシデと
コナラの落葉のピークに 20 日程度のズレがあることがわかる。 
 落葉量から求めた葉面積指数を表 4-7 に示す。各測定日の葉面積指数は、コナラとイヌシデが
すべて落葉した 12 月 28 日を 0 として、落葉量に相当する葉面積を積算して時間をさかのぼるよ
うに積算して求めた。 
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      表 4-6 コナラ・イヌシデ林の毎木調査結果 
──────────────────────────────── 
 樹種        本数   平均樹高 平均 DBH 胸高断面積  比率 
        生木 枯死木  (m)     (cm)    合計(㎡/ha) (％） 
──────────────────────────────── 
  コナラ     16    6     19.3      30.9      13.85      53.1 
  イヌシデ    15    3     19.4      27.6      10.66      40.8 
  カスミザクラ  2    1     20.8      28.7       1.43       5.5 
  エゴノキ      1    0      9.0       9.8       0.08       0.3 
  アワブキ      1    0      8.0       9.8       0.08       0.3 
──────────────────────────────── 
 
表 4-7 コナラ・イヌシデ林の葉面積指数 
────────────────────────────────────── 
  月/日  回収    落葉量   落葉量の LAI 換算値  逆積算     LAI-2000 
      間隔 コナラ イヌシデ コナラ  イヌシデ    LAI  測定値  補正値 
         (日) (g/m２)  (g/m２)  (㎡/㎡)  (㎡/㎡)   (㎡/㎡)  (㎡/㎡) (㎡/㎡) 
────────────────────────────────────── 
   8/26   --     ---    ---   -----    -----     8.343    3.80    2.98 
   9/30   35     1.4    25.8    0.007    0.263     8.073    3.25    2.43 
  10/23   23     4.2    77.4    0.022    0.790     7.261    3.31    2.49 
  11/ 8   16     3.8    89.4    0.020    0.913     6.328    3.06    2.24 
  11/20   12    56.0   230.0    0.291    2.348     3.690    2.63    1.81 
  11/28    8    99.9    80.9    0.518    0.826     2.346    2.34    1.52 
  12/ 6    8   158.5    25.2    0.823    0.257     1.266    1.73    0.91 
  12/14    8   129.6     4.6    0.673    0.047     0.546    1.21    0.39 
  12/28   14   100.7     2.3    0.523    0.023     0.000    0.82    0.00 
────────────────────────────────────── 
*11 落葉量の LAI 換算値は、落葉量に重量あたりの葉面積をかけて換算した。 
  （コナラ：155.7cm２/g  イヌシデ：306.25cm２/g） 
逆積算 LAI は、落葉が終了した時点を 0 として、時間を遡るように落葉量の LAI 換算
値を積算して求めた。 
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図 4-7 コナラ・イヌシデ林の落葉量の経時変化 
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(3) 間接測定値と実測値との関係 
① 常緑樹人工林（スギ、ヒノキ、ウラジロモミ）での間接測定値と実測値との関係 
 LAI-2000 による葉面積指数の測定値を表 4-3、表 4-4、表 4-5 に、ヒノキ、スギ、ウラジロモ
ミ人工林における層別刈り取り法による実測値との関係を図 4-8、図 4-9、図 4-10 に示す。この
結果、スギ人工林やヒノキ人工林における間接測定値（LAI-2000）と実測値（LAI）との関係は、
以下の式で換算できることがわかった。以下の式は過小推定率を算出するための換算式であり、
原点を通る一次式で回帰させたものである。 
     スギ ： LAI-2000 = 0.76 × LAI   r２=0.92                            (4-2) 
     ヒノキ： LAI-2000 = 0.61 × LAI   r２=0.89                            (4-3) 
 図 4-8 によるとヒノキ人工林での LAI-2000 による測定値は、実測値との相関は高いものの、
約 39％過小推定された。このように過小推定された原因として晴天下で測定した影響が考えられ
る。マニュアルには日中の晴天下で測定した場合に過小推定された事例が記載されており、太陽
が葉を照らす領域が小さくなるように太陽が水平線近くにある時間帯に測定することを勧めてい
る。今回、調査地の B-1、B-2 では早朝に測定を行ない、C-1、C-2、C-3 では、できるだけ斜面
に対して低い角度で太陽が入射している時間帯を選んで測定した。従って、この影響ですべての
測定結果が一様に過小推定されたとは考えにくい。 
 スギ人工林における層別刈り取り法による実測値との関係（図 4-9）をみると、ヒノキ人工林
と同様に約 24％過小推定されている。過小推定の原因の一つとして測定時の天候の影響が懸念さ
れたため、月 1 回の頻度で LAI-2000 による測定を続けた（図 4-11）。その結果、定期的な観測を
行えば、測定値のばらつきの幅や各地点での季節変化傾向を把握できることが確認できた。 
ウラジロモミ人工林での LAI-2000 測定値と実測値との関係を見ると、LAI-2000 測定値は、実
測値との相関は高いものの 63%も過小推定された。表 4-8 は、LAI-2000 で葉面積指数が過小推
定された度合い(LAI 過小推定率)について、これまでに報告されている事例をまとめたものであ
る。ウラジロモミ人工林での調査結果は、Douglas fir に近い値を示しているが、針葉樹としては
最も大きな値となった。 
 LAI-2000 の葉面積指数が実測値に比べて過小推定される原因として、針葉樹人工林の樹冠間や
樹冠内のギャップがランダム分布していないことや、針葉が枝に群生している点などがあげられ
てきた。補正方法として、Gower and Norman(1991)は着葉時の枝葉投影面積に対する全葉面積
の比率をLAI-2000の出力値に乗じることを提案し、その比率としてRed pineで1.50、White pine
で 1.67、European larch で 1.49、Norway spruce で 1.60 を提示している。本調査結果では、こ
の比率はヒノキで 1.64、スギで 1.32 であり、ヒノキについては Gower and Norman(1991)が用
いた補正係数値の範囲内にあるが、スギについてははずれている。ただし、この補正方法の妥当
性については疑問視する見方もあり、補正方法については今後の検討が必要であろう。なお、表
4-8 に示す Chason et al.(1991)の測定もリタートラップ法により行われており、以下の関係式を
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提示している。 
     LAI = 1.825 × LAI-2000                                                 (4-4) 
 本調査結果をバラツキや異常値などの観点からみると、LAI-2000 による測定上の留意点として、
次の 3 点が考えられる。 
 図 4-8 の C-2 で LAI-2000 の測定値が、他のプロットに比べ過大推定されているが、枯れた下
枝が多い林分であったため、その影響を受けているのではないかと推察された。そこで、下枝の
枯れによる影響を除くために、枝下高位置で再測定したところ、葉面積指数が約 1.0 下がり、ほ
ぼ回帰線上にのる測定結果が得られた。岡野ら(1994)は、無間伐スギ林で枯枝除去後に葉面積指
数が約 1.4 下がったという測定結果を報告しており、枝下高位置での測定が同様の効果を示した
ものとみられる。さらに、B-1 地点においては、林冠が閉鎖していない場所で何度かエラーをお
こして測定できなかった。LAI-2000 は基本的に葉群内の葉間隙の測定に基づいており、林冠内の
葉が均質に分布していることを仮定しているため、林冠が閉鎖していない林分では測定条件を満
たしていないと考えられる。測定にあたっては、林冠の閉鎖度合いについて注意する必要がある。 
 
② 落葉樹林（コナラ・イヌシデ林）での間接測定値と実測値との関係 
 落葉量から求めた葉面積指数と LAI-2000 の測定値を表 4-7 に示す。LAI-2000 の測定値をみる
と、12 月 28 日時点でも０とはなっていない。これは、幹や枝に反応したものであり、これを差
し引いて LAI-2000 補正値を算出した。図 4-9 に LAI-2000 補正値と葉面積指数実測値との関係を
プロットしたもので、相関は高いがスギ・ヒノキ以上に過小推定となった。また、葉面積指数が
2 付近（11 月 28 日）を境に、その前後で傾きが変化している。11 月 28 日以前はイヌシデの落葉
量が多く、11 月 28 日以後はコナラの落葉量が多い時期であり、この傾きは LAI-2000 の感度の
違いを表していると思われる。傾きが１に近いほど感度が良いということであるから、コナラに
対する感度がスギとヒノキの中間程度であるのに対して、イヌシデに対する感度は非常に小さい
ということを意味している。イヌシデに対する感度が良くない理由としては、葉の光透過率自体
の違いのほか、コナラに比べ葉が小さいこと、さらに落葉する時点で葉が丸まっているものが多
いことが影響しているものと思われる。 
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図 4-8 LAI-2000 測定値と実測値との関係（ヒノキ人工林） 
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図 4-9 LAI-2000 測定値と実測値との関係（スギ人工林、およびコナラ・イヌシデ林） 
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図 4-10 LAI-2000 測定値と実測値との関係（ウラジロモミ人工林） 
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図 4-11 LAI-2000 による季節変化測定 
 
表 4-8 葉面積指数の過小推定率*12 
──────────────────────── 
  樹種        過小推定率  備考 
             (％) 
──────────────────────── 
 スギ             24     石井・梨本(1998) 
  ヒノキ           39     石井ら(1997) 
  ウラジロモミ     63     石井・梨本(1999a) 
 Scots pine       43     Stenberg(1996) 
               （38～48） 
  Red pine       37, 44   Gower and Norman(1991)  
  White pine       49     同上                   
  Norway spruce    52     同上                   
  European larch   53     同上                   
  Ponderosa pine   39     Fassnacht et al.(1994) 
  Slash pine       20     同上                   
  Douglas fir      62     Smith et al.(1993)     
------------------------------------------------ 
 コナラ・イヌシデ 65     石井・梨本(1998) 
 ナラ・クルミ     46     Chason et al.(1991) 
──────────────────────── 
*12 過小推定率＝LAI-2000 測定値／実測値×100 
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4.2 高分解能衛星による葉面積指数の推定 
 ランドサット衛星やスポット衛星などの高分解能衛星データを使った葉面積指数の推定手法に
ついては、農作物（大豆、小麦など）についての研究事例が多く、森林を対象としたものは少な
いが、Nemani and Running(1989)や Chen and Cihlar(1996)が森林域での葉面積指数と植生指
数値との関係式を提案している（表 4-9）。国内では実測に基づく植生指数値と葉面積指数との関
係式の導出事例がないため、実測結果に基づく植生指数値と葉面積指数との関係式を定式化し、
その妥当性を評価した。 
 
表 4-9 衛星データを用いた推定式 
──────────────────────────────────────── 
 推定式                 LAI の適用範囲     出典 
──────────────────────────────────────── 
  SR=2.122+3.329^LAI                   0.0 - 8.0     Spanner et al.(1984) 
  SR=1.92*LAI^0.583                                  Peterson et al.(1987) 
  LAI=0.64*exp(NDVI/0.31) for TM       2.0 - 4.2     Nemani and Running (1989) 
  LAI=0.65*exp(NDVI/0.34) for AVHRR    1.5 - 4.2     Nemani and Running (1989) 
  NDVI=0.5520*LAI^0.1844 Late spring   1.0 - 4.0     Chen and Cihlar (1996) 
  NDVI=0.6539*LAI^0.1057 Mid summer    1.0 - 4.0     Chen and Cihlar (1996) 
──────────────────────────────────────── 
*13 SR=(IR-band)/(R-band) 
 
4.2.1 調査方法および使用したデータ 
 スギ人工林 5 地点とヒノキ人工林 17 地点において LAI-2000 による測定を行い、4.1.4 (3)節で
求めた変換式(4-2)および変換式(4-3)により葉面積指数を算出し、できるだけ近い時期に取得され
た衛星データとの比較を行った。使用した衛星データは、分解能 20m のスポット衛星 XS センサ
のデータである（表 4-10）。コナラ・イヌシデ林では、リタートラップ法により測定した期間の
衛星データを検索したが、適当なデータが少なかったため、季節変化の年変動が小さいものとし
て、最近数年間の衛星データから落葉期間にあるものを収集して使用した。 
 
表 4-10 使用した衛星データ(スポット衛星：分解能 20ｍ) 
────────────────────────── 
  衛星 センサー パス／ロウ  観測日時   対象地域 
────────────────────────── 
  SPOT     XS      329/279    1997.10/21   富士山 
  SPOT     XS      330/277    1994. 8/ 3   唐沢山 
  SPOT     XS      330/277    1994. 8/ 8   唐沢山 
  SPOT     XS      330/277    1995. 7/27   唐沢山 
  SPOT     XS      330/277    1995.12/10   唐沢山 
  SPOT     XS      330/277    1996. 1/25   唐沢山 
  SPOT     XS      330/277    1996.11/ 7   唐沢山 
  SPOT     XS      330/277    1997.10/22   唐沢山 
────────────────────────── 
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4.2.2 調査地域と対象樹種 
 調査地域は、東京農工大付属唐沢山演習林のスギ人工林とコナラ・イヌシデ林、および静岡営
林署管内のヒノキ人工林である。調査地の概況を表 4-11 に示す。ヒノキの調査林分は、層別刈り
取り調査を行ったときと同様に、成長に伴う葉量変化の激しい幼齢林から若齢林について、植裁
間隔が均一、生育状況が良好で揃っている、衛星データとの比較に十分な植裁面積があるという
基準により選定した。 
 
       表 4-11 調査地の概況 
――─────────────────────── 
  NO.    調査地     標高   傾斜  方位   調査日    
                     (m)   (度) 
───────────────────────── 
 D-1  4 林班い        90  15.0    NW   1997.4/21 
 D-2  5 林班か        85  24.0    SW   1997.4/21 
  D-3  7 林班ほ１     180  33.0    SW   1997.4/21 
  D-4  5 林班ち        80  14.0    NW   1997.4/21 
  D-5  3 林班に       115  26.0    NE   1997.4/21 
  E-1  2 林班に       200  38.0    SW   1997.4-12 
 F-1 266 林班ほ     820   4.0    W    1998.3/15  
 F-2 267 林班は１   870   5.5    W    1998.3/15  
 F-3 267 林班ち     860   7.0    SW   1998.3/15  
 F-4 264 林班ろ２   870   6.0    SW   1998.3/15  
 F-5 265 林班い３   880   5.5    S    1998.3/15  
 F-6 265 林班い５   890   5.0    SW   1998.3/15  
 F-7 265 林班ろ     920   6.5    SW   1998.3/15  
 F-8 263 林班と     940   5.0    W    1998.3/15  
 F-9 267 林班ほ３   820   5.5    W    1998.3/16  
  F-10 171 林班     1000   8.0    W    1998.3/16  
 F-11 170 林班う１  1020   8.0    W    1998.3/16  
 F-12 170 林班      1140   5.0    S    1998.3/16  
 F-13 164 林班い２  1130   9.0    SW   1998.3/16  
 F-14 164 林班い５  1130   9.0    SW   1998.3/16  
 F-15 165 林班い８  1130   9.0    SW   1998.3/17  
 F-16 202 林班か     960  10.0    S    1998.3/17  
 F-17 114 林班に    1010   7.0    SW   1998.3/17  
───────────────────────── 
 D：スギ    東京農工大付属唐沢山演習林 
 E：コナラ・イヌシデ林  同上 
 F：ヒノキ  静岡営林署富士山国有林 
 
 
4.2.3 調査結果および考察 
(1) スギ・ヒノキ人工林での植生指数値と葉面積指数との関係 
 図 4-12 にスポット衛星の植生指数値と葉面積指数との関係を示す。図 4-12 によると、葉面積
指数が高くなるにつれて、植生指数値の傾きがしだいに小さくなる傾向が認められる。これは、
葉面積指数が 4 を越える領域では、植生指数値の感度が良くないという既往知見（Nemani and 
Running,1989; Chen and Chilar,1996）と一致するものである。また、図中に Nemani and 
Running (1989)がモンタナ州のマツ林で得た関係式(4-5)(4-6)と、今回の調査結果を同様の式型で
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近似した場合の関係式(4-7)を示す。 
     NDVI = 0.31 × ln(LAI/0.64)   r２=0.58   （LANDSAT 衛星 TM センサ）   (4-5) 
     NDVI = 0.34 × ln(LAI/0.65)   r２=0.88   （NOAA 衛星 AVHRR センサ）    (4-6) 
     NDVI = 0.289× ln(LAI/0.577)  r２=0.89  （SPOT 衛星 XS センサ）         (4-7) 
Nemani and Running (1989)の式(4-5)(4-6)は、ポンデローサマツ（Pinus ponderosa）が優占し、
ダグラスファー（Pseudotsuga menziesii）、ロッジポールマツ（Pinus contorta）、およびグラン
ドフアー（Abies grandis）が一部混交した針葉樹壮齢林での測定値に基づくもので、森林での経
験式として用いられることが多い式であるが、葉面積指数の実測範囲が 2～4 であり、その範囲外
での適用性については不明であった。今回の葉面積指数の実測範囲は 1 から 10 であり、適用範囲
を大幅に広げた結果を得た。 
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図 4-12 スギ・ヒノキ人工林での植生指数値と葉面積指数との関係 
 
 式(4-7)を用いて、第 3 章で導いた植生指数値と林齢との関係（図 3-11、および式(3-2）)を葉面
積指数と林齢との関係に変換したのが図 4-13 である。図 4-14 は、村上ら(1997)が葉の乾物重量
と林齢との関係を文献から調べ、乾物重量を葉面積指数に変換して作成したものである。両図を
比較すると、衛星データによる葉面積指数値が若干大きい傾向を示しているものの、加齢に伴う
分布の傾向は概ね一致している。加齢に伴うバラツキは間伐や保育伐採の影響や環境条件の差で
あると思われる。したがって、第 3 章の林齢と植生指数値との関係、および植生指数値と葉面積
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指数との関係は共に妥当な結果であると判断される。 
  
図 4-13 林齢と葉面積指数推定値との関係（スギ人工林） 
 
図 4-14 林齢と葉面積指数との関係（●ヒノキ，○スギ，村上ら(1997)から抜粋） 
 
(2) コナラ・イヌシデ林落葉期における植生指数値と葉面積指数との関係把握 
 図 4-15 は、コナラ・イヌシデ林での季節変化の年変動が小さいものとして、年度の異なる衛星
データから植生指数値を抽出し葉面積指数との関係を示したものである。葉面積指数は、1997 年
8 月から 12 月にリタートラップにより実測されたものであり、衛星データは表 4-10 に示すよう
に 1994 年から 1997 年に取得された 7 シーンを使用した。図 4-15 を見ると、植生指数値は、落
葉期の葉面積指数の急激な変化に追従できていないことがわかる。これは、葉が木についている
か落葉しているかという位置関係まで衛星データでは捕捉できないことと、落葉期の葉は木に着
葉している時期から活性度は落ち始めており、その特性を捕捉していることが考えられる。落葉
量の年変動については、西村ら(1992)が岡山市内の 40 年生のコナラ林で 4 年間落葉量を測定し、
年変動が小さい（最大値／最小値が 1.1）という報告をしている。 
落葉時期は 1 週間程度の年変動があるため、年度の異なる衛星データを用いる本方法では、植
生指数値と葉面積指数との直接比較することは出来ない。しかし、年間数シーンしか雲のないデ
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ータが得られない高分解能衛星を使う場合には、落葉期の植生指数値と葉面積指数との特性を把
握するためには有効な方法であると考えられる。 
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図 4-15 コナラ・イヌシデ林落葉期の葉面積指数と植生指数値との関係 
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4.3 低分解能衛星による葉面積指数の広域推定 
4.3.1 低分解能衛星による葉面積指数の広域推定法 
 衛星データによる葉面積指数推定法の妥当性を検証するために、沖縄県を除く日本全域の葉面
積指数マップを作成した。前章で用いた高分解能センサを搭載した人工衛星では、林分単位での
衛星データとの比較には適しているが、観測周期が長いため雲のないデータの取得頻度が悪く、
広域で時期や地域を揃えて比較することが難しい。一方、低分解能センサを搭載した人工衛星（ノ
ア）では、分解能は 1km と粗いが毎日１回観測を行っているため雲のないデータを取得できる可
能性が高く、広域での評価に適している。 
 近年、ノア衛星のデータを用いた葉面積指数の面的な推定が試みられており、その算出法につ
いて整理したものが表 4-12 である（近藤ら,1992；Dorman and Sellers,1989；Dickinson et 
al.,1993；Gordon,1996；Xue et al.,1995）。算出法は、大きく分けて植生タイプごとに葉面積指
数の最大値と最小値を設定して季節変化させる方法と、植生タイプごとに衛星データから得られ
る指数値と葉面積指数との経験式を作成する方法の 2 通りである。日本の葉面積指数マップとし
ては、気候モデルの入力データとして作成された１度(約 100km)メッシュのデータが最も高分解
能のものである。また、世界的にみてもカナダ全域で 1km メッシュの葉面積指数マップが作成さ
れている他には余り例がない。そこで、本研究で導出した関係式(4-7)を用いて、日本全域の 1km
メッシュの葉面積指数最大値の推定マップを作成し、文献値をもとに作成した葉面積指数最大値
マップとの比較を行った。対象とした植生タイプは、常緑針葉樹林、常緑広葉樹林、落葉針葉樹
林、落葉広葉樹林、草本（ササなど）、スギ・ヒノキ植林、マツ植林、畑地（牧草地を含む）、水
田、その他（都市、荒れ地など）という 10 区分である。 
 葉面積指数最大値マップの作成手順は、図 4-16 に示す流れで処理を行った。以下、各手順につ
いて説明する。 
① 衛星データによる葉面積指数最大値の推定マップ作成 
 夏季 3 シーズン分を含むノア衛星の植生指数値データから最大値を抽出し、植生指数値と葉面
積指数との関係式(4-7)を用いて葉面積指数に変換した。 
② 文献資料に基づく葉面積指数最大値マップの作成 
 植生タイプごとの葉面積指数値を文献資料（只木，1976；只木・蜂屋，1968；岩城，1979；内
嶋ら，1982）から与え、次式のように各メッシュで植生タイプごとの葉面積指数値と土地利用ご
との面積率を掛け合わせてマップを作成する。 
 
          10 
       LAI＝∑（文献値×土地利用面積率）                     (4-8) 
          type=1 
 
ここで、①と②で得られる葉面積指数の最大値マップは，特定の日時の状態を表しているのでは
なく、植物季節が異なる植生のそれぞれの最大値を示していることに注意されたい。 
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図 4-16 日本全域での葉面積指数最大値の推定マップの作成手順 
 
  表 4-12 葉面積指数算出方法の比較 
──────────────────────────────────────── 
 モデル名（機関）    植生区分数       葉面積指数算出方法 
──────────────────────────────────────── 
 近藤のモデル             2   8 月に最大値を持つ単純な季節変化を cos 式で近似 
 SiB(NASA-ISLSCP)         16    植生タイプごとの最小値、最大値、地中温度から計算 
 BATS(NCAR)               18    植生タイプごとの最小値、最大値、地中温度から計算 
  LSM(NCAR)                12    植生タイプごとの季節変化図から日単位で計算 
 ARPS(オクラホマ大)        3    植生タイプごとに植生指数値と LAI との文献式を使用 
──────────────────────────────────────── 
 
4.3.2 対象地域と使用したデータ 
 対象地域は、沖縄県を除く日本全域（北緯 30～46 度、東経 129～146 度）である。使用したデ
ータは、以下の通りである。 
① ノア衛星の植生指数値データ 
  ノア衛星の植生指数値データ（約 1km）は、米国 EROS データセンターから提供されている
もので、1992 年 4 月～1993 年 9 月、1995 年 2 月～11 月に取得された約 840 日分の植生指数
値から、各種補正処理（大気補正、幾何補正、欠測値の除去など）がなされた 10 日ごとの最大
値データ 84 シーンを入手し、雲の影響を除くため月最大値と年最大値を算出して使用した。 
② 植生メッシュファイル 
   植生メッシュファイルは、環境庁作成の植生図を 3 次メッシュ（約 1km）ごとに 766 クラス
に分けて数値化されている。データ化された 1/5 万植生図は、緑の国勢調査と呼ばれる自然環
境保全調査の第 2 回基礎調査（昭和 54 年度）と第 3 回基礎調査（昭和 58-61 年度）において
作成されたものである。本研究では常緑・落葉、針葉・広葉、および地理的分布を考慮して総
観レベルの区分を行い、表 4-13 のような 10 クラスにまとめた。そのうち森林については、常
緑樹林 2 クラス、落葉樹林 2 クラス、および植林 2 クラスの 6 区分とした。このうち落葉針葉
樹林については、天然の分布地域が少なかったので植林されたカラマツを含めて取り扱った。 
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③ 土地利用データ 
   土地利用データは、国土庁が 100m メッシュで 12 区分の土地利用を数値化したものである。
資料年度は昭和 62 年である。植生メッシュファイルでは、植被率に相当する各クラスが占める
面積についての情報は得られないため、土地利用データをもとに、森林、水田、畑地、都市、
荒地などの 1km メッシュ内での面積率を算出した。 
 
4.3.3 調査結果および考察 
(1) 葉面積指数の年最大値算定 
 植生メッシュファイルから作成した 1km 分解能の植生マップを図 4-17 に示す。スギ・ヒノキ
人工林での植生指数値と葉面積指数との関係式(4-7)を用いて、スギ・ヒノキ人工林について葉面
積指数最大値を推定した結果が図 4-18、沖縄県を除く日本全域で適用した場合の葉面積指数最大
値マップが図 4-19 である。図 4-20 は、地上データと文献値（表 4-13）に基づいて作成した葉面
積指数の最大値マップである。ここで、葉面積指数最大値マップ（図 4-18～図 4-20）は，何れも
特定の日時の状態を表しているのではなく、植物季節が異なる植生のそれぞれの最大値を示した
ものである。 
 
図 4-17 植生メッシュファイルから作成した 1km 分解能の植生マップ 
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図 4-18 植生指数最大値を用いた葉面積指数最大値の推定マップ（スギ・ヒノキ人工林） 
図 4-19 植生指数最大値を用いた葉面積指数最大値の推定マップ 
 
図 4-20 植生図、土地利用図、文献値による葉面積指数最大値マップ 
 
 52 
 図 4-19 と図 4-20 を比較するために，各植生タイプが 100％を占める地点について植生指数最
大値を用いた葉面積指数最大値の推定マップ（図 4-19）から葉面積指数最大値を抽出し、そのヒ
ストグラムを作成して最頻値を表 4-13 に書き出した。表より、常緑針葉樹林、スギ・ヒノキ植林、
マツ植林、および水田では文献値と概ね一致しているが、常緑広葉樹林で衛星データによる推定
値が文献値より小さく、落葉針葉樹林、落葉広葉樹林および草本（ササなど）で推定値が文献値
より大きくなっていることが分かる。この原因としては、以下のことが考えられる。 
① 衛星データによる推定式がスギ・ヒノキ人工林で得られたものであり、比較的近い森林型の常
緑針葉樹林については一致するが、広葉樹林などは反射スペクトルが異なると予想される。 
② 落葉広葉樹林や落葉針葉樹林では、林冠が閉鎖していても林床は明るいことが多く、中層・下
層の植生が階層的に存在している。文献値は高木層のみを対象に調査された事例が多く、下層
植生の影響を加算的に受けている可能性がある。 
 
   表 4-13 葉面積指数の文献値、推定値の最頻値、および補正係数 
    ────────────────────────────────────── 
   クラス 植生タイプ                文献値  推定値の        補正係数 
                      *14  最頻値     α    β      r２ 
    ────────────────────────────────────── 
     1   常緑針葉樹林           8.0     8.0    0.0011   1.03   0.98 
    2    常緑広葉樹林                 8.0     6.0    0.0042   1.25   0.90 
    3   落葉針葉樹林                 5.0     8.0    0.0005   0.68   0.98 
    4   落葉広葉樹林                 6.0     8.0    0.0084   0.82   0.97 
     5   草本（ササなど）             5.0     8.0    0.0028   0.73   0.93 
    6   スギ・ヒノキ植林           6.0     6.0    0.0043   0.92   0.97 
    7   マツ植林                   6.0     6.0    0.0059   0.98   0.93 
     8   畑地（牧草地を含む）         5.0     6.0    0.0033   0.84   0.91 
     9   水田                         5.0     5.0    0.0065   0.88   0.92 
    10   その他（都市、荒れ地など）   1.0     1.0    0.0054   0.58   0.70 
    ────────────────────────────────────── 
*14 葉面積指数の文献値は、只木,1976；只木・蜂屋,1968；岩城,1979；内嶋ら,1982 
をもとに設定した。 
 
 しかし、スギ・ヒノキ人工林以外では実測を行っていないのと、SPOT 衛星と NOAA 衛星では
植生指数の算出に使用する波長帯が若干異なるため、植生指数値と葉面積指数との関係式(4-7)が
そのまま適用できるかどうか考慮できていないので、文献値に合わせるための補正係数 α、βをか
けることにした。なお、Gallo and Daufhtry(1987)は、SPOT衛星XSセンサの植生指数値とNOAA
衛星 AVHRR センサの植生指数値が高い相関を持つことを示している。 
 
                10 
       LAI＝α＋ ∑（β * 0.577 * ｅ(NDVI / 0.289)）                          (4-9) 
                type=1 
 
最小自乗法により葉面積指数文献値と変換式(4-9)による推定値の残差が最小になるように求めた
補正係数値を表 4-13 に示す。その他（都市、荒れ地など）に属する植生タイプでは相関係数が良
くないが、それ以外は高い相関を示している。また、補正係数αは、ほとんど無視できる大きさ
である。図 4-21 は、補正係数を用いた場合の葉面積指数最大値の推定マップであるが、文献値に
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よる葉面積指数最大値マップ（図 4-20）とほぼ一致するように補正されている。両者の関係は式
(4-10)のようになり、若干小さめの推定であるが、非常に高い相関が得られた。 
 
 LAI(文献値による図 4-20) ＝ 0.93 * LAI(補正係数を用いた図 4-21) + 0.04    (4-10) 
 
   r2＝0.95 
 
 補正係数αが無視し得るほど小さいことから、βは森林型ごとの葉の分光反射特性の違いを反
映していると考えられるが、植生タイプごとに実測すればさらに精度が向上すると期待される。 
 
図 4-21 補正係数を用いた場合の葉面積指数最大値の推定マップ 
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(2) 月別葉面積指数の推定 
 表 4-14 は、これまでに人工林や天然林を対象として実施された植物季節に関する調査事例をま
とめたものである。これらの調査事例と衛星データとを比較するために、温量指数(WI)を尺度と
して使用した。温量示数は吉良(1945)が考案した積算温度の一種で、月平均気温が 5℃を越える
期間を植物の生育期間とし、その期間内の月平均気温から 5℃を減じて加算して求める。暖かさ
の示数とも呼ばれ、単位は℃・月である。この示数は、日本の多くの植物について、その分布域
と対応することが知られており、一般に針葉樹林帯(15～45)、夏緑広葉樹林帯(45～85)、照葉樹
林帯(85～180)、亜熱帯降雨林帯(180～240)という区分がなされている。 
  また、衛星データによる植物季節の抽出、および表 4-14 の調査事例との比較のために、表 4-15
に示す各種データを約 1km 単位（緯度方向 30 秒、経度方向 45 秒）で使用した。 
 
                     表 4-14 植物季節に関する調査事例 
──────────────────────────────────── 
 樹種   場所    標高  展開時期*15  落葉時期*15  調査  参考   WI 値*16 
               m    開始 完了    開始  完了   期間   文献   ℃・月 
──────────────────────────────────── 
 カラマツ 美ヶ原  600-  4 上  4 下    11 上 11 下  1980-  只木ら   93 
          高原    2000  5 中  6 上    10 上 10 下   1992   (1994)   43 
------------------------------------------------------------------------ 
 ブナ   八甲田山 950-  5 中  5 下     9 下 10 中   1963-  KANEKO   48 
                 1150  5 下  6 上     9 下 10 上   1964   (1965)   41 
------------------------------------------------------------------------ 
 ブナ   山形県   450   5 上  5 下    10 中 11 中   1976-  丸山     71 
          小国町                                   1977   (1979) 
------------------------------------------------------------------------ 
 ブナ   広島県  1100   4 下  5 下    10 上 10 下   1976   中越     65 
          比婆山                                         (1980) 
------------------------------------------------------------------------ 
 ミズナラ 富良野   230   5 中 5 下   10 中 11 上   1953-  木村ら   49 
                                                   1993   (1994) 
──────────────────────────────────── 
*15 数値は月を表し、上・中・下は上旬・中旬・下旬を意味する。 
*16 温量指数（WI）は気候値メッシュファイルより算出した。 
 
                  表 4-15 植物季節の抽出に使用したデータ 
──────────────────────────────────── 
 データの名称  作成機関    処理の内容 
──────────────────────────────────── 
 NOAA-NDVI    米国 EROS 10 日ごとの最大値データから月最大値を抽出 
 NOAA-BAND4    米国 EROS 温度に変換し、雲域・積雪域の除去に使用 
 気候値メッシュ 気象庁  月平均気温から WI 値を算出 
 植生メッシュ  環境庁  総観レベルの 10 クラスに区分して使用 
 土地利用(100m) 国土庁  森林、水田、畑地などの土地利用面積率を算出 
──────────────────────────────────── 
 
 植物季節は気候的条件により季節の進行特性が異なるため、植生クラス、土地利用面積率、WI
値の 3 つのパラメータで植生指数値を区分抽出してその特性を把握する。このうち森林に属する
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植生クラスでは、森林としての土地利用面積率が 100％の地域について WI 値ごとに植生指数値
を抽出し平均値を求めた。都市、水田、畑地では、各土地利用面積率が 90％以上の地域について
WI 値ごとに植生指数値を抽出し平均値を求めた。図 4-22 と図 4-23 は、植生タイプごとの植生指
数月最大値の季節変化、および月別 WI の積算値と植生指数値との関係を示したものである。な
お、植生指数値を抽出するにあたり、雲や雪の影響をのぞくため、表面温度が 0℃以上という条
件をつけ、また、サンプル数が 100 未満(約 100km2)の場合は除いた。 
 図 4-22 をみると、落葉広葉樹林、草本（ササなど）において、WI 区分と葉の展開期（3 月～5
月）の遅れが良く捉えられている。しかし、この春季の変化パターンは、常緑針葉樹林やスギ・
ヒノキ植林でも見られることから、主として雪面反射の影響による融雪時期の時間的なズレを捉
えていると考えられる。しかし、ブナ林など多雪地域の落葉広葉樹林では、融雪後期に葉が展開
し始めるので、間接的に植物季節に対応した変化パターンとして利用できると思われる。 
図 4-23（左図）は、落葉針葉樹林と落葉広葉樹林について、5℃以上の積算温度と植生指数値
との関係を見たものであるが、いずれの WI 区分でも積算値が 20[℃・月]までは植生指数値が急
激に増加しているものの、その後落葉期までは一定した値を示している。Nemani and 
Running(1997)は、NDVI=0.4 をしきい値として「植物の生育期間」を抽出している。図 4-23（右
図）は、展開期の部分を拡大したもので、太線は表 4-14 の展開時期に相当する部分であり、概ね
4 月の植生指数値は 0.4 以下で、5 月の植生指数値は 0.4 以上となっている。また、図 4-22 の「そ
の他（都市、荒れ地など）」の最大値が 0.4 程度であり、「水田」についても 0.4 をしきい値とす
ることで、水稲の生育期間を概ね表現できると思われる。いずれも、明確な根拠とはならないが、
本検討でも Nemani and Running(1997)と同じく、NDVI=0.4 をしきい値とすることにした。 
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図 4-22 植生タイプと温量指数で区分抽出した植生指数月最大値の季節変化 
温量指数区分 
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図 4-23 月別温量指数の積算値と植生指数値との関係 
 
 表 4-12 は、気候モデル等で用いられている葉面積指数月別値の算出手法を整理したものである。
算出手法は、大きく分けて植生タイプごとに葉面積指数の最大値と最小値を設定して季節変化さ
せる方法と、植生タイプごとに植生指数値と葉面積指数との関係式を作成する方法の 2 通りであ
る。スギ・ヒノキ林では植生指数と葉面積指数との関係式を導いたが、それ以外の植生タイプに
ついては国内では調査事例がなく関係式が存在しない。そこで、植生タイプごとに葉面積指数の
最大値と最小値を設定して季節変化させる方法により、葉面積指数月別値の算出を行った。 
任意の月 m の葉面積指数 LAI(m)は、次式のように植生タイプごとに葉面積指数の最小値
(LAImin)と最大値(LAImax)との間を、月別植生指数値の振幅量(NDVI(m)－0.4)の最大振幅量
（NDVImax－0.4）に対する比率をもとに、季節変化させる方法で算出した。ここで、月別植生
指数値 NDVI(m)は月の最大値であるので、葉面積指数 LAI(m)も月の最大値である。このうち、
葉面積指数の最大値（LAImax）と最小値（LAImin）は表 4-16 のように設定した。 
 
NDVI(m)＜0.4 → LAI(m) = LAImin                                     (4-11) 
 
                                 NDVI(m)－0.4 
NDVI(m)≧0.4 → LAI(m) =―――――――・(LAImax－LAImin)＋LAImin  (4-12) 
                                 NDVImax－0.4 
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                 表 4-16 葉面積指数の最小値と最大値の設定値 
──────────────────────────────────── 
 植生タイプ       LAImin  LAImax     植生タイプ         LAImin  LAImax 
──────────────────────────────────── 
 常緑針葉樹林     5.0     8.0       スギ・ヒノキ植林   4.0     6.0   
 常緑広葉樹林      5.0     8.0       マツ植林          3.0     6.0   
 落葉針葉樹林      0.0     5.0       畑地（牧草地含む）  0.0     5.0   
 落葉広葉樹林      0.0     6.0       水田                0.0     5.0   
 草本（ササなど）  0.0     5.0       その他（都市など）  0.0     1.0   
──────────────────────────────────── 
 
  図 4-24 は、上式により算出した月別葉面積指数の推定マップを示したものである。東北地方や
北海道の平地に多い落葉広葉樹林の季節変化が表現できているように見えるが、一部でスムーズ
な季節変化とはなっていない。これは、月単位処理では雲の影響が完全に除去できないためで、
影響を軽減するためには、Sellers et al.(1994）のようにフーリエ変換等のデータ処理が有効であ
ろう。なお、月別葉面積指数値は、植生指数値の月最大値をもとに作成された月最大値であるの
で、春から夏にかけては下旬のデータとみなし、夏から秋にかけては上旬とみなして、各月の中
央値を求まるように前後の月で重み付け平均して月平均葉面積指数値を算出した。 
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図 4-24 沖縄県を除く日本全域での月別葉面積指数の推定マップ 
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4.4 まとめ 
衛星データを用いた葉面積指数の推定手法について検討し、以下の結果を得た。 
(1) スギ人工林、ヒノキ人工林、およびコナラ・イヌシデ林を対象として、層別刈り取り法によ
る葉面積指数の実測値と、プラント・キャノピー・アナライザー（LAI-2000）による測定値とを
比較検討し、LAI-2000 の測定値が実測値に比べ過小推定となるものの、樹種ごとにパラメータを
求めることで、葉面積指数の測定に有効であることがわかった。また、月１回の観測結果からみ
て、測定値にバラツキはみられるものの、高い頻度で定期的な観測を行えば各地点での季節変化
を十分把握できることが確認できた。さらに、コナラ・イヌシデ林では、コナラとイヌシデの落
葉時期の違いによる LAI-2000 の感度の違いも認められた。ただし、測定にあたっては、リファ
レンスデータの取得位置、枯れた下枝の量、林冠の閉鎖度合いなどに注意する必要がある。 
(2) LAI-2000 を用いてヒノキ人工林の葉面積指数測定を多地点で行い、衛星データから得られる
植生指数値との関係を調べた結果、既に報告されている関係式と近似した結果となったが、大き
く適用範囲を広げることが出来た。しかし、人工林という特殊な森林型でみられた関係であるの
で、他の森林型での比較調査が必要である。 
(3) 衛星データから沖縄県を除く日本全域の葉面積指数最大値を推定しマップ化した。国内で作
成された葉面積指数マップとしては最も詳細なものであり、これまでの葉面積指数マップに比べ
100 倍の分解能を持っている。実測を行っていない植生タイプについては、文献資料等の地上デ
ータから作成した葉面積指数の最大値マップに合わせるための補正係数を用いている。 
(4) 衛星データによる植物季節の抽出に関する基礎的検討を行ない、月別葉面積指数の推定を試
みた。植物季節の調査事例と月別植生指数最大値との比較では、温量指数値(WI)により季節変化
パターンの区分が可能であること、雪面の影響を受けている可能性はあるが、葉の展開時期の違
いが検出できることが分かった。衛星データによる植物季節の抽出では、植物の生育期間を区別
するために葉の展開時期に相当する植生指数値をしきい値とした。月別葉面積指数の推定マップ
は、葉面積指数の最大値と最小値を仮定して、その間を植生指数値の季節変化パターンで変化さ
せる方式で作成したが、スムーズな季節変化を得るためには雲の影響による植生指数の異常値の
除去などの前処理もしくは植生指数値以外で季節変化を表現する必要がある。 
 流域全体の森林情報を入手する方法として、衛星データが有効に適用できれば森林水文現象を
解析する上で極めて有用であるが、これまで地上の森林情報を面的に測定することが困難であっ
たため、定量的な評価が難しかった。LAI-2000 はキャリブレーションを行えば定量的な葉量情報
が得られる有効な測定機器であり、特に衛星データを用いる場合の地上測定機器としては非常に
有効であった。本研究で得られた月別葉面積指数データは、陸面過程モデルや生態系モデルとい
った水・物質循環モデルの基礎データとして幅広く応用可能である。 
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第 5 章 林齢と植生指数の関係と葉面積指数の推定法を用いた 
マングローブ植林の炭素吸収量および炭素貯蔵量の算定 
 
熱帯・亜熱帯沿岸域ではエビ養殖地の造成などの開発にともない、現在マングローブ林が急激
に減少し、水産資源の減少、津波などに対する防災機能の消失などが問題となっている。マング
ローブ生態系は、貧栄養な熱帯・亜熱帯沿岸域の中では有機物の生産性が高く、魚貝類はもとよ
り両生類、鳥類、ほ乳類など多様な生物の生息場所となっている。マングローブ林の再生は、従
来生態系の修復に重点をおいて取り組まれてきたが、植物生産力が高く低コストで有望な温暖化
対策技術としてマングローブ植林が注目されている。マングローブ植林は、水産資源育成効果や
波浪侵食に対する護岸効果以外にもエコツーリズムによる経済効果が期待できるものの、その研
究事例は少なく温暖化対策効果を評価するための炭素固定量の正確な評価法は確立されていない。 
 第 3 章、第 4 章では、スギ人工林の林齢と植生指数の関係の推定法や日本全域での葉面積指数
推定法を開発した。本章では、衛星データによる植林年と葉面積指数の推定法をマングローブ植
林域における炭素固定量の評価に応用した結果について述べる。本章では、炭素固定量、炭素吸
収量、炭素貯蔵量という表現が用いられているが、光合成による葉からの吸収量を炭素吸収量（フ
ロー）、樹体に蓄えられた蓄積量を炭素貯蔵量（ストック）、それらを包含する意味で炭素固定量
という使い方をしており、本章の全体フロー（5.2 節と 5.3 節の位置づけ）を図 5-1 に示す。 
 
 
図 5-1 マングローブ林の炭素固定量の評価フロー 
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5.1 森林の炭素固定量の算定法 
 (1) 既往の炭素固定量評価法の比較 
 マングローブ群落の広域炭素固定量を評価するにあたり、陸上の森林域で現在用いられている
炭素固定量評価法を調査したところ、以下の 6 つの手法に大別できた。 
① 積み上げ法（収穫法） 
積み上げ法は、大きく分けて、a)単位面積当たりの純生産量(Net Primary Production: NPP)
に林地面積を掛けて算出する方法と、b)成長量と伐採量に相当する幹材積量をもとに算出する方
法がある。現在、本方法は、標準的な森林資源勘定の方法として用いられることが多いが、海外
ではアンケート調査でデータが収集されている場合が多く、測定方法や基準が統一されていない。
また、a)の方法では、原単位によって炭素貯蔵量は大きく変化するため、正確な原単位の設定が
必要とされる。ただし、構造が単純で均一な人工林では、比較的正確な値が得られると考えられ
る（小池・藤崎,1997）。 
② 相対成長法 
 毎木調査結果と試料木から得られた相対成長関係に基づき、森林全体の成長量を算定し、炭素
貯蔵量を評価する方法である。対象となる森林について、樹種、樹高、胸高直径（人間の胸の高
さにあたる地面から 1.2m のところの直径）などの毎木調査と代表的な試料木の抜き取り調査を
行い、器官別重量などを測定し各器官の現存量と成長量を算出し、炭素貯蔵量を算定するもので
ある。マングローブ林は、比較的樹種が限定されるため、本手法が適用できる可能性が高い。 
③ 群落 CO2フラックス測定法 
 植物群落上で測定できる気象要素から、秒レベル以下の比較的短い時間間隔で CO2フラックス
を測定し、それを積算することにより群落の炭素貯蔵量とする方法である。この手法は、植物－
大気－土壌で形成される群落全体として、炭素フローの収支を評価することが可能である。群落
上の CO2フラックス測定は、植物群落の高さが低く境界面が均一な、畑や水田などの植被を対象
とした手法は確立されているが、森林への適用には種々の問題があり、まだ研究段階である（矢
吹,1990）。 
④ 気候学的方法 
 植物成長の律速要因として最も影響力の大きな気候データを基に、潜在植生の存在可能量を推
定する方法である。気候データから潜在的なポテンシャルを評価するものであり、現存量や成長
量は評価できない。また、気候が変化するような動的な解析も不可能である。気温、降水量、CO2
濃度を環境因子として考慮した経験式であるマイアミモデル（Lieth,1972）、放射乾燥度と純放射
量から植物の純一次生産量を推定する筑後モデル（Uchijima and Seino,1985）などがある。 
⑤ 生態系モデル 
 生態系モデルといわれ、森林の純生産量が出力されるモデルは、単木レベルから全球レベル
まで数多く存在する(Bondeau et. al.,1997)。これらは大別すると表 5-1 のように分けられる。何
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れのモデルにおいても多数の入力パラメータを必要とし、モデル構造が複雑になるほどパラメー
タの数は多くなる。Coops(1999)は、衛星データと生物学的プロセス（光合成・呼吸・蒸散）のシ
ミュレーション・モデルを用いたマクロ・スケールでの炭素固定量推定を行っている。衛星デー
タを用いた炭素固定量の評価法では、葉量、光合成量、呼吸量など調査データが必要であり、マ
ングローブ域では、実測が難しいパラメータも含まれている(Waring and Running,1998)。 
 
表 5-1 生態系モデル一覧 
──────────────────────────────────────────────── 
モデル区分                     モデル名 
──────────────────────────────────────────────── 
衛星データに基づく     CASA SDBM TURC  GLO-PEM 
モデル                  BATS SIB2 LSM 
季節的な地球化学変動  FOREST-BGC CENTURY PnET 
に基づくモデル    PLAI KGBM  FBM  SILVAN 
                        TEM   HRBM  CARAIB 
季節的な地球化学変動    MAESTRO BIOME3 HYBRID 
と植生構造に基づく DOLY 
モデル 
その他                  OIKAWA NAKANE 
──────────────────────────────────────────────── 
  *1 Potsdam'95 に参加した 17 モデル(Bondeau et.al., 1997)に、6 モデルを加えた。 
 
⑥衛星データを用いた推定法 
衛星データを用いた炭素貯蔵量の推定法は、衛星データと地上で測定した現存量や炭素貯蔵量
との関係式を作成し推定する方法であり、衛星データから植生指数、葉面積指数、植被率などを
求め、地上での調査結果との相関関係式を求める方法が一般的である。Running et al.(1989)は、
植生指数と葉面積指数との関係式を使って、衛星データを葉面積指数に変換した後、炭素貯蔵量
を推定する手法を提案している。マングローブ域では、Green and Clark(2000)が、LANDSAT
衛星や SPOT 衛星を用いてマングローブ自然林の葉面積指数推定を行っているが、マングローブ
植林地を対象に炭素固定量を推定した事例はない。 
 上記の森林の炭素貯蔵量算定方法を比較すると積み上げ法（収穫法）と相対成長法（アロメト
リー法）は、現状の調査対象地点における炭素貯蔵量の測定が可能であるが、多大な労力が必要
となる。気候学的方法は、気候データから潜在的なポテンシャルを評価するものであり、炭素貯
蔵量の実態を評価することができない。生態系モデルによる手法は、衛星データの利用により全
球レベルから地域レベルまでの炭素貯蔵量の推定を可能であるが、モデルに必要な実測データの
蓄積が不充分であるとともに、モデルの検証方法が確立していない。現状では、簡便性から積み
上げ法による算定方法がとられることが多いが、将来的には森林の生態系モデルによる推定が、
森林の炭素収支を評価するための標準的手法となると考えられる。そのためにも、いろいろなタ
イプの森林における精度の高い現存量調査法の開発が重要となっている。 
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5.2 葉面積指数推定法を用いたマングローブ植林の炭素吸収量の算定 
5.2.1 調査方法および使用したデータ 
 マングローブ林については、実測に基づく植生指数値と葉面積指数との関係式の導出事例が少
なく、特に植林域での適用事例はない。そこで、実測結果に基づく葉面積指数と衛星データとの
関係を明らかにするために、高分解能の衛星データによる葉面積指数の推定を行い、実測値や文
献値と比較検討しその妥当性を評価した。また、葉面積指数を用いた総炭素吸収量の算定を行っ
た。ここで、マングローブ林の葉面積指数は、葉数カウント法により算出した。具体的には、各
林分で、1 辺が最大樹高よりも大きくなるように調査区を設定し、調査区内の全木を対象として
樹高や直径などの調査と葉の数をすべてカウントした。これらの結果から、直径や樹高が平均的
な個体数本を選び、樹型が正常で葉量の偏りが少ない個体 1 本を選定し、樹冠部を高さ方向に 3
層位に分け、層位別に平均的な 1 枝をポリ袋に密閉して持ち帰り、枝から葉をすべて採取しスキ
ャナーで葉面積を測定した。この試料枝で得られた葉数と葉面積との関係をもとに、葉数カウン
ト値から葉面積指数を算出した。 
 LAI-2000 による間接測定は、できるだけ林冠に直達光があたらない時間を選び、直達日射があ
る場合には雨傘でセンサーに直達光があたらないように注意しながら、林内の 8 地点でデータを
取得し、この測定を各林分で 3 回繰り返す方法で実施した。測定の始めと終わりには林外（伐採
地などの空間が開いている場所）で参照データをとった。 
 衛星データにより葉面積指数を推定する場合、衛星データの観測時期が問題となる。そこで、
現地調査を行った日時に近いデータを検索し、2001 年 2 月 15 日に取得された LANDSAT 衛星
ETM データ、2003 年 11 月 6 日に取得された TERRA 衛星 ASTER データを使用した。また、調
査地域の概況を知るために 1973 年からの衛星データを収集した。使用した衛星データは、表 5-2
に示す 9 シーンである。人工衛星により取得されたリモートセンシングデータには、衛星の姿勢
や撮影角、地球の曲率などによる多くの幾何学的な歪が含まれている。そこで、地図データを基
準画像として用い、衛星データから位置を特定できる地点を選択し、座標変換するアフィン変換
処理を行った。また、調査位置を選定するために、調査位置図を画像化して重ね合わせて使用し
た。 
表 5-2 使用した衛星データ 
────────────────── 
衛星名 センサー名 観測年月日 
────────────────── 
LANDSAT    MSS       1973/02/10 
LANDSAT    MSS       1984/11/16 
MOS-1     MESSER     1989/03/10 
MOS-1     MESSER     1990/11/28 
LANDSAT    TM        1991/11/20 
JERS-1     OVN       1995/12/25 
LANDSAT    ETM       1999/12/20 
LANDSAT    ETM       2001/02/15 
TERRA     ASTER      2003/11/20 
────────────────── 
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5.2.2 調査地域と対象樹種 
 調査地域は、タイ国東部トラート州マングローブ林である(図 5-2)。2001 年 3 月 4 日～3 月 18
日、2001 年 8 月 14 日～8 月 24 日、および 2003 年 11 月 18 日～11 月 26 日に、葉面積指数調査
を実施した(図 5-3)。トラート州の気候資料は手に入らなかったが、近傍の国際気象通報地点での
30年気候値（1961年～1990年）によると、Chanthaburi(12 ﾟ 36'N/102 ﾟ 07'E)で、平均気温26.8℃、 
年間降水量 2,873mm、1.0mm 以上の降水日数 146 日、Khlong Yai(11 ﾟ 46'N/102 ﾟ 53'E)で、平
均気温 27.3℃、年間降水量 4,709mm、1.0mm 以上の降水日数 173 日であった(NCDC,1998)。ト
ラート(12 ﾟ 11'N,102 ﾟ 25'E)は、これらのほぼ中間の位置にあたるので、平均気温は約 27℃、 年
間降水量 3,000～4,000mm、1.0mm 以上の降水日数は 150～160 日程度とみられる。 
タイのマングローブ林は、主としてアンダマン海およびタイ湾で見られ、総延長 2,614km の海
岸線の約 50%を覆っている。しかし、マングローブ林は、エビ飼育、定住および産業開発により
破壊され、1961 年に 367,900ha あったマングローブ林は、1996 年には 167,582ha と半分以下に
なった(Charuppat and Charuppat,1997)。最近、タイ政府は、「国家環境保全政策の森林保全に
関する目標(1997-2016 年)」を策定し、マングローブ林を保存域と開発域の 2 つのゾーンに区分
管理している(OEPP,1997)。トラート州の場合、保存域は 10,259ha(71%)、開発域は 4,217ha(29%)、
合計 14,476ha となっている(Aksornkoae,2000)。また、タイでは、フタゴヒルギ( Rhizophora 
apiculata )とオオバヒルギ( Rhizophora mucronata )が、新しい干潟における植林樹種として推
奨されており(JAM,1997)、トラート地域でも両樹種が主に植林されている。 
 
 
図 5-2 タイ調査地点位置図（図中の No は、T-1～T-8 が植林地、ST-B が観測タワーを 
設置した植林地、L-1、L-2 が葉面積指数調査ライン（自然林）である） 
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          ３年生                       ６年生                      ９年生 
図 5-3 マングローブ植林地の状況 
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5.2.3 調査結果および考察 
(1) 直接法による測定結果について 
タイ・トラート地域では、図 5-2 に示す 9 地点で葉数カウント法による葉面積指数の測定を行
った。葉数カウント法は、毎木調査の結果から標準的な個体を選び、層別に葉の全数をカウント
する方法で、各層の平均的な枝から葉をすべて採取し平均葉面積を測定し、葉数と葉面積との関
係をもとに葉面積指数を算出する方法である。図 5-2 の T-1～T-8 が植林地、ST-B が観測タワー
を設置した植林地である。タイ・トラート地域での毎木調査結果を表 5-3、葉数カウント法によ
る葉面積指数の測定値を表 5-4 にそれぞれ示す。 
 
表 5-3 タイ・トラート地域での毎木調査結果 
─────────────────────────────── 
 PLOT  林齢   面積   平均樹高 平均 DBH  密度   調査年  植林種  
       year    m*m      cm       cm     num/ha            
─────────────────────────────── 
 ST-B    9   5.0*30.    856     6.1      2900   2001   R.ap  
  T-1    3   3.5*3.5     96    (3.3)    20408   2001   R.ap  
  T-2    3   3.5*3.5    105    (3.3)    20408   2001   R.ap  
  T-3    4   5.0*5.0    183    (4.4)     6400   2001   R.mu  
-------------------------------------------------------------- 
 ST-B   12   10.*10.   1056     7.1      2900   2003   R.ap  
  T-4    6   5.0*5.0    407     3.4      6400   2003   R.ap  
  T-5    7   4.5*4.5    410     3.4      8900   2003   R.mu  
  T-6    4   5.0*5.0    291     2.0      6400   2003   R.ap  
  T-7    4   5.0*5.0    265     2.0      6400   2003   R.ap  
  T-8    4   5.0*5.0    305     2.0      7347   2003   R.mu  
─────────────────────────────── 
*2 ()内は根元直径 D0, R.ap; Rhizophora apiculata 
R.mu; Rhizophora mucronata  
 
表 5-4 葉数カウント法および LAI-2000 による葉面積指数 
──────────────────────── 
 PLOT  林齢   面積    葉数    LAI    LAI-2000 
       year    m*m    Num    実測値   計測値 
──────────────────────── 
 ST-B    9   5.0*30.    --    (4.11)    4.24 
T-1    3   3.5*3.5   3585    0.94     0.74 
  T-2    3   3.5*3.5   3890    1.06     0.86 
  T-3    4   5.0*5.0   5256    1.34     1.15 
------------------------------------------------ 
 ST-B   12   10.*10.    --    (4.78)    3.93 
  T-4    6   5.0*5.0  16018    4.15     4.23 
  T-5    7   4.5*4.5  17170    5.50     4.90 
  T-6    4   5.0*5.0   7266    0.94     0.82 
  T-7    4   5.0*5.0   8754    1.13     0.95 
  T-8    4   5.0*5.0   2458    0.64     0.75 
──────────────────────── 
*3 ST-B は野瀬ら(2001)の値と相対成長関係式から算出した。 
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 表 5-5 は、葉面積指数について文献資料との比較を行ったものである。マングローブ域での葉
面積指数の測定値はあまり多くないが、Rhizophora 種を中心にリストアップしたところ、葉面積
指数は 4.0 前後が多かった。熱帯林では 10～20 といわれているのに比べ、マングローブの葉面積
指数は小さい。その理由は、葉が厚いため光遮断率が大きく、被陰された下層葉の生育が悪くな
るためと言われており、最大光合成量が得られる葉面積指数最適値は 2.5 というモデル計算結果
もある(Ramsey et al.,1996)。 
 Clough and Phuong(2000)は、ベトナム・メコン川河口部でフタゴヒルギについて成長期の葉
面積指数を調査している。5 年生以上のデータであるが、葉面積指数は 4.0 前後(3.3～4.6)という
結果を得ている。本調査の 6～12 年生での測定値(4.1～5.5)は若干高めであるが、1.2～1.5m 間隔
という高い植裁密度で植えられ、未間伐であった(T-3、T-4)ため、高めの値となったと思われる。
以上の検討から、葉数カウント法による調査結果は、既往の調査事例と比較して概ね同等の測定
結果であったと考える。 
 
表 5-5  葉面積指数実測値についての文献資料との比較 
─────────────────────────────── 
樹種          林齢    葉面積指数    参考文献 
                     最小 最大 平均 
─────────────────────────────── 
 フタゴヒルギ    5    -    -   4.9   Clough and Phuong(2000) 
 フタゴヒルギ    9    -    -  (4.2)  同上 
 フタゴヒルギ   10    -    -  (4.6)  同上 
 フタゴヒルギ   12    -    -   3.3   同上 
 フタゴヒルギ   21    -    -  (3.7)  同上 
 フタゴヒルギ   36   1.8  2.8 (3.3)  同上 
 フタゴヒルギ   22   2.2  7.4  4.9   Clough et al.(1997) 
 フタゴヒルギ    3    -    -   0.9   本調査結果 
 フタゴヒルギ    4   0.9  1.1  1.0   本調査結果 
 オオバヒルギ    4   0.6  1.1  0.9   本調査結果 
 フタゴヒルギ    6    -    -   4.2   本調査結果 
 オオバヒルギ    7    -    -   5.5   本調査結果 
 フタゴヒルギ    9    -    -   4.1   野瀬ら(2001)   
 オオバヒルギ   12    -    -   4.8   本調査結果 
─────────────────────────────── 
*4 ( )内は、Clough and Phuong(2000)の Figure.7 より読みとった値 
 
(2) LAI-2000 測定値と実測値との関係 
 LAI-2000 による葉面積指数測定値と葉数カウント法による葉面積指数実測値との関係を図 5-4
に示す。なお、トラート地域で主に植林されているフタゴヒルギとオオバヒルギは、名前の通り
オオバヒルギの方が、葉が若干大きく卵形をしているものの、樹形や生育環境に違いはない。両
樹種は近縁種で、立地環境によってはフタゴヒルギの葉もオオバヒルギと同等のサイズでやや卵
形になることもあり、区別が難しい場合もある。実際、フタゴヒルギ植林地にオオバヒルギが混
じることや、その逆も多い。また、DNA 解析が行われるまで、たこ足状の根を持つヒルギ種は、
研究者によって分類が異なっていたほど良く似た形態をしている。そこで、本調査では、LAI-2000
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による測定や衛星データとの比較において両樹種の差異は無視し得るものと判断し、区別せずに
回帰式を作成した。この結果、本地域のマングローブ人工林における間接測定値（LAI-2000）と
実測値（LAI）との関係は、以下の式で換算できることがわかった。 
LAI = 1.05 × LAI-2000   r2=0.97                                       (5-2) 
y = 1.05x r2 = 0.97
0
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図 5-4 LAI-2000 測定値と葉数カウント法による葉面積指数との関係 
 
 表 5-6 は、LAI-2000 による測定値の過小推定率について、マングローブ分を追加したものであ
るが、本調査結果がきわだって低い過小推定率（約 5％）となっていることが分かる。フタゴヒ
ルギの葉が厚く光を透過しにくいことと、植林木の間隔が 1.2～1.5m と密度高くギャップがほと
んど無かったことがその要因であると思われる。 
 
表 5-6 葉面積指数の過小推定率 
─────────────────────── 
  樹種         過小推定率  備考 
                  (％) 
─────────────────────── 
  スギ             24     石井・梨本(1998) 
  ヒノキ           39     石井ら(1997) 
 ウラジロモミ     63     石井・梨本(1999) 
  Scots pine       43     Stenberg(1996) 
               （38～48） 
  Red pine       37, 44   Gower and Norman 
  White pine       49     (1991)           
  Norway spruce    52     同上             
  European larch   53     同上             
  Ponderosa pine   39     Fassnacht et al. 
  Slash pine       20     (1994)           
  Douglas fir      62     Smith et al.(1993) 
--------------------------------------------- 
  コナラ・イヌシデ 65     石井・梨本(1998) 
  ナラ・クルミ     46     Chason et al.(1991) 
  フタゴヒルギ      5     Ishii et al.(2007) 
─────────────────────── 
*5 過小推定率は LAI-2000／実測値×100 で算出 
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(3) 植生指数値と葉面積指数との関係式を用いた葉面積指数分布の推定 
 タイ・トラート州のマングローブ林の動態を把握するために、宇宙開発推進機構、
TRFIC(Tropical Rain Forest Information Center)、および資源・環境観測解析センターから衛星
データを入手した。図 5-5 は、対象地域の 1973 年から 2003 年までの衛星データ 9 シーンの植生
指数画像を強調表示したものである。図より、1973 年から 1989 年までは、Chao 島周囲の河道
がはっきりしているが、1990 年以降の画像では周囲に植林地が出現し徐々に拡大している状況が
確認できる。また、それ以外の地域では、海岸線にほとんど変化が生じていないことが分かる。
この地域では 90 年代初めから植林が開始され、1993 年にタイ王室林野局(Royal Forest 
Department)のマングローブ種苗センターが設置された。経年変化画像に見られる植林地の出現
時期や拡大の様子は、センターの植林活動の時期と一致している。 
 
 
図 5-5 衛星画像によるタイ・トラート州のマングローブ調査地域の経年変化 
（植生量（主に緑葉）が多いほど白く表示されている） 
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 図 5-6 は、植林地（T-1～T-8）における LAI-2000 測定値を式(5-2)で換算した葉面積指数と植
生指数値との比較結果である。図中の実線は、陸上森林でよく用いられている Nemani and 
Running(1989)の推定式と同型の式を用いて算出した回帰式(5-3)である。調査時期に至近の衛星
データが入手できたため、決定係数も高く、測定値のバラツキも小さい結果が得られた。 
 
LAI=0.731*exp(NDVI/0.293)   r2=0.93                                       (5-3) 
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図 5-6 葉面積指数と植生指数値との比較 
 
 Meza-Diaz and Blackburn(2003)は、実験室において葉面積指数を変えて植生指数に及ぼすバ
ックグラウンド（林床の違い）の影響を検討した。植生指数は、葉面積指数が 2.5 以上になると
バックグラウンドの影響は小さくなり、3.0 以上ではほとんど影響を受けないが、2.5 以下の場合
には、林床が濡れた土、泥水、乾いた砂の場合に大きく植生指数値が変化し、低葉面積指数時に
バックグラウンドの影響が大きいことを明らかにしている。また、Blasco et.al.(1998)は、ラジオ
メータを搭載したヘリコプターによる測定結果から、林床が落葉、ローム質、および砂地で覆わ
れている場合では、反射特性に違いが生じることを示している。本調査の場合、低葉面積指数の
植林地(T-1, 2, 5, 6, 7)は海岸線より少し内陸に入ったところに位置し、林床はミミモチシダ
( Acrostichum aureum )などの草本が混じる泥地であった。ST-B は、海岸線に位置し、林床植生
はなく海水もしくは濡れた泥地で常に覆われていた。低葉面積指数の植林地(T-1、2、5、6、7)で
は、葉面積指数が 2.5 以下でありバックグラウンドの影響を受けていた可能性が高い。一方、T-3、 
T-4、 および St-B は、葉面積指数が 4.0 以上と高くバックグラウンドの影響はほとんど受けてい
ないとみられる。しかし、LAI-2000 測定値と植生指数値との比較結果では、Nemani and 
Running(1989)の式に比べ、全体的に低い植生指数値を示す傾向を示しており、マングローブ林
の林床影響だけでなく、ヒルギ葉の反射輝度自体が低い可能性が考えられる。  
 以上の結果は植林地で得られた関係式であるが、自然林域での適用性を確認する目的で、2001
年 3 月と 8 月に植林地を含む自然林域 2 ヶ所で調査ラインを設定し、LAI-2000 による葉面積指
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数の測定を実施した。図 5-7 は、葉面積指数の調査ライン上での測定結果である。なお、この葉
面積指数は植林地で得られた式(5-2)により LAI-2000 測定値を葉面積指数に変換したものである。
L-1 ラインの 20m 付近のピークはフタゴヒルギ自然林で、90m 以降はウラジロヒルギダマシ
( Avicennia alba )やマヤプシギ( Sonneratia griffithii )などを含む自然林である。L-2 ラインでは、
海域に面した林縁部にフタゴヒルギ人工林があり、30-140m にフタゴヒルギやウラジロヒルギダ
マシの大径木疎林が分布し、140m 以降はマヤプシギ、オヒルギ( Bruguiera cylindrica )、コヒル
ギ( Ceriops tagal )などを含む比較的樹高の低い自然林となっている。L-1 ラインの 70m 付近の運
河状の水路部分と、L-2 ラインの 30-140m の大径木疎林地において葉面積指数の顕著な低下が見
られている以外は、概ね葉面積指数は 4～5 程度に分布しており、既往知見（表 5-5）と一致する
結果となった。 
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図 5-7  調査ラインでの葉面積指数測定値 
 
 調査ラインでの LAI-2000 測定値と植生指数値との関係を図 5-8 に示す。自然林では、植林地
で得られた回帰式に比べて若干低めの値を示しているものの、全体的な傾向は一致しており、自
然林地域においても植生指数値により葉面積指数の分布傾向を把握することは可能であると思わ
れる。 
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図 5-8  調査ラインでの葉面積指数と植生指数との関係 
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(4) マングローブ植林地の総炭素吸収量ポテンシャルの算定 
 次に、葉面積指数と平均光合成速度を用いて総炭素吸収量ポテンシャルを算定した。算出方法
は English et.al.(1994)が提案し Clough et.al.(1997)がマングローブ域に適用した手法である。式
(5-4)のように葉面積指数、有効日長、キャノピー全体の平均光合成速度を用いてキャノピー全体
の日光合成量を求め、この値を年換算することで総炭素吸収量を算出するものでありポテンシャ
ル値を知るには有効な方法である。 
 
NCPP = 0.0432・Daylength[h]・LAI・Ac                                       (5-4) 
 
ここで、NCPP：光合成量[gC/m2/d]、Daylength：有効日長（8hr）、Ac：キャノピー全体の平均
光合成速度[μmolCO2/m2/s]  、0.0432：単位変換係数。 
年換算は式(5-5)のように NCPP [gC/m2/d]に 365 [day]と、[m2]を[ha]換算するための 10,000 
[m2/ha]を掛け、[g]を[t]換算するため 1,000,000 [g/t]で除して求めた。 
 
NCPP [tC/ha/yr] = NCPP [gC/m2/d] * 365 [d] * 10,000 [m2/ha] / 1,000,000 [g/t]      (5-5) 
 
 フタゴヒルギ林での平均光合成速度 Ac は、Clough et.al.(1997)が測定した値（9.05 
μmolCO2/m2/s）を用いた。調査地で得られた LAI-NDVI 関係式を用いた葉面積指数分布図とキ
ャノピーの総炭素吸収量の推定図を、図 5-9 と図 5-10 に示す。2001 年 2 月 15 日の計算結果によ
ると、10 年生植林地（ST.B）の総炭素吸収量は 46.9tC/ha/yr となった。これは野瀬ら(2001)が、
タワーを設けて葉量と光合成量の計測値に基づく 48.4tC/ha/yr とほぼ同等の値となった。一方、
2003 年 11 月 20 日の計算結果では、12 年生植林地（ST.B）の総炭素吸収量は 54.6tC/ha/yr とな
った。両図を比較すると、2001 年～2003 年にかけて A 地点で総炭素吸収量が大きく増加してい
るが、同地点は 0.75m～1.5m 間隔で実験的に植えられた植林地で、2003 年調査時にはかなり過
密な状態になっており、葉面積指数実測値も 4.15(T-4)、 5.50(T-5)と高い値を示している。B 地
点は観測タワーが設置された植林地（ST.B）で、C 地点はニッパヤシの群落がある場所である。 
 マングローブ域全体での総炭素吸収量の平均値を算出するために、植生指数値と地図を比較し
ながらマングローブ域を図 5-11 のように区分した。図 5-10 の茶色で示すマングローブ域内で平
均値は、2001 年 2 月 15 日取得の衛星データでは 58.8 tC/ha/yr、2003 年 11 月 20 日取得の衛星
データでは 65.1 tC/ha/yr である。 
 なお、総炭素吸収量は葉面積指数、有効日長、キャノピー全体の平均光合成速度から算出され
たキャノピー全体の日光合成量を年換算して求めている。熱帯域マングローブ林の葉面積指数は
年変化が小さいと予想されるが、日光合成量を年換算する方法では総炭素吸収量を過大に見積も
る傾向がある。 
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図 5-9  タイ・トラート地域の総炭素吸収量分布図 
（LANDSAT：2001 年 2 月 15 日） 
 
 
図 5-10  タイ・トラート地域の総炭素吸収量分布図 
（TERAA：2003 年 11 月 20 日） 
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図 5-11  総炭素吸収量の平均値を算出するためのマングローブ域区分図 
（茶色の枠内で平均値を算出した。） 
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5.3 林齢と植生指数の関係を用いたマングローブ植林の炭素貯蔵量の算定 
第 3 章では、植栽年が明確なスギ造林地について、林齢と植生指数の関係を調査し、林齢区分
が可能であることや林齢と植生指数値との関係が成長曲線で近似できることを明らかにした。本
研究で対象とするタイやベトナムのマングローブ植林地では、正確な植林時期や範囲が分かる場
所が限られている。このように、現地に記録が残っていない場合や補植によって植林や成林の時
期がずれる場合には、林齢と植生指数の関係を用いた衛星データによる植林年の推定は極めて有
効な手法になると考えられる。 
 
5.3.1 調査方法および使用した衛星データ 
 多時期衛星データによる植林年の推定法は、多時期の衛星データを入手し大気補正、幾何補正
および植生指数値の算出を行ったあと、その時系列変化（経年変化）をもとに植林年を推定する
ものである。 
 使用した衛星データ（センサ名）は、CORONA 衛星、LANDSAT 衛星(MSS、TM、ETM)、
MOS-1 衛星(MESSER)、JERS-1 衛星(OPS)、TERRA 衛星(ASTER)である。表 5-7 は、ベトナ
ムとタイで使用した衛星データの衛星名、センサー名、取得日時の一覧であり、ベトナムで 20
シーン、タイで 16 シーンを収集した。衛星データには、衛星の姿勢や撮影角、地球の曲率などに
よる多くの幾何学的な歪が含まれている。そこで、地形図を基準画像として用い、衛星データか
ら位置を特定できる地点を選択し、座標変換処理を行った。 
 
表 5-7 使用した衛星データ 
         ───────────────────────────────────── 
                ベトナム・タンホア地域    ｜        タイ・トラート地域 
            衛星名 センサー名 観測年月日  ｜   衛星名 センサー名 観測年月日 
         ───────────────────────────────────── 
           CORONA     --        1962/12/15  ｜   LANDSAT    MSS       1973/02/10 
           LANDSAT    MSS       1975/12/29  ｜   LANDSAT    MSS       1984/11/16 
           LANDSAT    MSS       1984/05/08  ｜   LANDSAT    MSS       1986/01/29 
           LANDSAT    MSS       1986/01/07  ｜   MOS-1     MESSER     1989/03/10 
           LANDSAT    TM        1987/10/01  ｜   MOS-1     MESSER     1990/11/28 
           LANDSAT    TM        1988/06/13  ｜   LANDSAT    TM        1991/11/20 
           MOS-1     MESSER     1990/11/27  ｜   LANDSAT    TM        1994/01/03 
           MOS-1     MESSER     1991/10/25  ｜   JERS-1     OVN       1995/12/25 
           LANDSAT    TM        1992/12/01  ｜   JERS-1     OVN       1996/12/11 
           MOS-1     MESSER     1993/12/23  ｜   LANDSAT    TM        1997/12/13 
           JERS-1     OVN       1994/10/08  ｜   LANDSAT    TM        1999/01/17 
           LANDSAT    TM        1995/09/05  ｜   LANDSAT    ETM       1999/12/20 
           LANDSAT    TM        1996/09/07  ｜   TERRA     ASTER      2000/11/11 
           LANDSAT    TM        1997/12/31  ｜   TERRA     ASTER      2002/01/01 
           LANDSAT    TM        1998/09/29  ｜   TERRA     ASTER      2002/11/26 
           LANDSAT    TM        1999/10/18  ｜   TERRA     ASTER      2003/11/20 
           TERRA     ASTER      2001/02/17  ｜ 
           LANDSAT    ETM       2001/11/16  ｜ 
           LANDSAT    ETM       2002/08/31  ｜ 
           TERRA     ASTER      2003/11/06  ｜ 
───────────────────────────────────── 
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5.3.2 調査地域と対象樹種 
 ベトナム・タンホア地域のマングローブ植林地では、幹現存量調査プロット（V1～V6）を設定
し、2002 年 8 月 29 日～9 月 7 日と 2003 年 9 月 7 日～9 月 14 日に幹現存量調査を実施した(図
5-12)。当地域は、北部ベトナムの紅河デルタ最南部に位置し、大きな河口域や干潟が存在し、15
世紀頃から輪中堤防を築造することで干拓地を造成し耕地を拡大してきた地域である。調査地域
の東側に流れるダイ川河口部では 100m/y の速度で自然に海岸線が拡大してきた。近年、長期的
な海水準変動や流域環境変化、沿岸部のマングローブ伐採などにより海岸浸食が見られる地域も
出現している（春山・Vu,2002）。タンホア(19 ﾟ 48'N、105 ﾟ 47'E)の気候は、年平均気温 23.0℃、 
年間降水量 1720mm、1.0mm 以上の年間降水日数 93 日で、海岸では冬の北東モンスーンや台風
時に強風と波浪にさらされる。ベトナム北部地域のマングローブ林は、南部メコンデルタに次い
で広い面積を持つが、一般に冬の低温によって成長は遅く、樹高も低い傾向がある。植林樹種は、
主にメヒルギ( Kandelia candel )が用いられている。 
 タイ・トラート地域のマングローブ植林地では、2001 年 3 月 4 日～3 月 18 日、2001 年 8 月
14 日～8 月 24 日、および 2003 年 11 月 18 日～11 月 26 日に幹現存量調査を実施した(図 5-2)。
当地域は、河口部で中州が出現し徐々に拡大している部分もあるが、河川によって運ばれる浮遊
砂やウオッシュロードはベトナム・タンホア地域に比べれば少なく、植林地以外では海岸線は大
きく変化していない。 
 
 
図 5-12 マングローブ植林地における調査位置図 
（ベトナム・タンホア地域） 
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5.3.3 調査結果および考察 
(1) マングローブ植林域周辺環境の長期変化 
 ベトナム、タイ両地域の多時期衛星画像による植林地周辺環境の長期変化を図 5-13、図 5-14
に、多時期植生指数画像による植林地の拡大状況を図 5-15、 図 5-16 に示す。ベトナム・タンホ
ア地域に隣接するダイ川河口部（図 5-13 の画像内右側の半島部分）では約 100m/yr の速度で海
岸線が海側に延びており、植林を行ったとしても長期間マングローブ林が維持できない可能性が
あった。しかし、図を見るかぎり、対象地域であるベトナム・タンホア地域はダイ川河口部に比
べ堆積速度が遅く、長期間マングローブ林が維持されると思われる。 
図 5-15、図 5-16 より、両地域とも植林に伴いマングローブ分布域が拡張していく様子が分か
る。また、タイ・トラート地域の多時期植生指数画像では、内陸部（T-1～T-5）の植林地で、伐
採に伴う植生指数値の低下と植林以降の増加過程が確認できる。これらのことは、図 5-17 のベト
ナム、タイ両地域の植林地における植生指数値の経年変化に明瞭に現れている。ここで、ベトナ
ム・タンホア地域は毎木調査地点、タイ・トラート地域は林齢が既知の植林地である。図から植
林以降に植生指数値が経年的に増加していく傾向があり、概ね 6～7 年程度で植生指数値が一定値
になることが分かる。 
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図 5-13 多時期植生指数画像による植林地周辺環境の長期変化（ベトナム・タンホア地域） 
（CORONA 衛星以外は、植生量（主に緑葉）が多いほど白く表示されている） 
 
図 5-14 多時期植生指数画像による植林地周辺環境の長期変化（タイ・トラート地域） 
（植生量（主に緑葉）が多いほど白く表示されている） 
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図 5-15 多時期植生指数画像による植林地の拡大状況（ベトナム・タンホア地域） 
（CORONA 衛星以外は、植生量（主に緑葉）が多いほど白く表示されている） 
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図 5-16 多時期植生指数画像による植林地の拡大状況（タイ・トラート地域） 
（植生量（主に緑葉）が多いほど白く表示されている） 
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図 5-17 植林地における植生指数値の経年変化（上図；ベトナム、下図；タイ） 
 
(2) マングローブ植林年の推定 
 マングローブ植林域での植生指数値の時系列変化（経年変化）をもとに植林年を推定するため
に、判別基準を作成した。その際、観測時期のずれやデータ間のばらつきを減らし、経年変化を
用いた植林年推定の精度を向上させるため、欠測年の補間と 3 年移動平均処理を施した（図 5-18）。 
判別基準は、ベトナム・タンホア地域については、すべて干潟域で傾向変化に違いがないこと
から、全域共通の基準とした。タイ・トラート地域については、干潟域と内陸域で傾向変化が大
きく異なるため、別々の基準を作成した。干潟域と内陸域で傾向変化が異なる理由は、干潟域は
新規植林であるのに対し、内陸域はマングローブ林を伐採して再植林しているためである。植林
年の判別基準（表 5-8）の作成方法は、1 年生から 5 年生の範囲内で植生指数値のしきい値を複数
設定し、多時期衛星データの画素ごとにその基準を適用して、林齢が既知の地点で正しい値とな
るまで判別チェックを繰り返す方法でマニュアル的に作成した。ベトナム・タンホア地域につい
ては、判別基準を一回適用しただけでは植林年を決定できない場所があったため、その地域だけ
やや条件をゆるめた基準を再度適用した。作成した判別基準を適用した結果、タイ・トラート地
域については、林齢が既知の地点全てで植林年が一致した。ベトナム・タンホア地域の植林年は、
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記録が無く正確とは言えないが、V-1 と V-2 は 1997 年、V-3 と V-4 は 1993 年、V-5 と V-6 は 1988
年となり、聞き取り調査の結果とほぼ一致した。そして、この判別基準をマングローブ植林地全
域に適用して植林年推定図（図 5-19）を作成した。 
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図 5-18 3 年移動平均処理した植生指数経年変化図（上図；ベトナム、下図；タイ） 
 
表 5-8 植林年の判別基準 
────────────────────────────────────────── 
   タイ干潟域      NDVI(3 年生)<0         NDVI(3 年生)>0 
   タイ内陸域      0.1<NDVI(2 年生)<0.3   0.25<NDVI(3 年生)<0.5   0.4<NDVI(4 年生)<0.65 
────────────────────────────────────────── 
   ベトナム干潟域  NDVI(1 年生)<0.1       0.0<NDVI(2 年生)<0.2    0.25<NDVI(5 年生) 
   未判別域のみ    NDVI(1 年生)<0.15      0.0<NDVI(2 年生)<0.4    0.25<NDVI(5 年生) 
────────────────────────────────────────── 
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ベトナム・タンホア地域                         タイ・トラート地域 
図 5-19 多時期植生指数画像から作成した植林年推定図 
 
マングローブ植林地全域で作成された植林年推定図（図 5-19）を用いて、植生指数値と林齢の
関係を検討したのが図 5-20 である。図中の実線は成長曲線を表している。成長曲線としては、式
(5-6)で示されるロジスティック曲線を用いた。 
 
NDVI＝(NDVImax- NDVIt=0)／(1+k・exp(-λt))+NDVIt=0                         (5-6) 
 
ここで、NDVI：林齢 t 年におけ植生指数値、NDVImax：植生指数値の上限値、λ：成長係数、k：
定数である。NDVIt=0 は 1 年生の値、NDVImax は 10 年生以上の平均値を初期値として与え、
非線形最小二乗法（Marquardt 法）により、各係数値（表 5-9）を決定した。 
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図 5-20 植林年推定図を基に作成した植生指数成長曲線図 
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表 5-9 ロジスティック成長曲線の係数値 
対象地            NDVImax  NDVIt=0   k       λ 
ベトナム・干潟域植林地   0.40     -0.10    1.20    49.00 
タイ・干潟域植林地       0.42     -0.35    1.15    76.00 
タイ・内陸域植林地       0.60      0.00    0.65     5.00 
日本・スギ植林地         0.75      0.15    0.40    10.00 
 
 図 5-20 を見ると、植生指数値は林齢 1、2 年では-0.4～0.2 の低い値をとり、林齢 6～7 年まで
は加齢に伴って急増し、ピ－ク到達後は一定値をとる傾向を示している。図中のスギ人工林で得
られた成長曲線と比較すると、マングローブ植林域では、加齢に伴う植生指数値の増加速度やピ
－ク到達時期が速いことが分かる。このことは、マングローブ植林の成長速度が速く、林冠が閉
鎖するまでにかかる年数が短いことを表していると考えられる。 
しかし、マングローブ域での成長曲線は、植林時（1 年生）の植生指数値や林齢 7～8 年生以降
の最大値が、サイトごとに異なっている。植林時（1 年生）の植生指数値について見ると、タイ
の内陸型の植林地で最も高く、ついでベトナムの干潟域、タイの干潟域の順に植生指数値が低く
なっている。これは、バックグラウンドつまり林床条件の違いが影響したと考えられる。タイの
内陸型の植林地は、林床はミミモチシダなどの草本が混じる泥地である。タイの干潟域は、林床
植生はなく海水もしくは濡れた深い泥地で常に覆われていた。一方、ベトナムの干潟域は、林床
植生はなく引潮時に広大な砂泥地が出現する地域である。このような林床条件の違いが、植林時
（1 年生）の植生指数値の違いになっているものと思われる。林齢 7～8 年生以降の最大値につい
ては、樹種の違いやバックグラウンドの影響に加えて、タイの内陸型の植林地だけに存在してい
たミミモチシダなどの林床植生による影響を加算的に受けていたことが推察される。 
 
(3) マングローブ植林地の炭素貯蔵量の算定 
植林等による炭素固定量の算定手法として、国別温室効果ガスインベントリーのための気候変
動に関するガイドライン(Intergovernmental Panel on Climate Change: IPCC,1997)と、国別温
室効果ガスインベントリーにおける良好手法指針(IPCC,2003)がある。IPCC ガイドラインは、温
室効果ガス推計のための共通の枠組みを提供するもので、良好手法指針は不確実性が極力小さく
なるような温室効果ガスの算定指針である。 
IPCC が採用している計算手法の１つである相対成長法（アロメトリー法）では、以下の計算
式を基に炭素貯蔵量 C[tC/ha]を算定する。 
 
C＝V × D × BEF × (１＋R) × CF                                              (5-7) 
 
ここで、C：炭素貯蔵量(tC/ha)、V：幹材積(m3/ha)、D：容積密度(tDW/m3)、BEF：拡大係数、
R：地下部／地上部比率、CF：炭素含有率(tC/tDW)である。ベトナムとタイの植林地については
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毎木調査結果が得られているので、正確な植林面積が把握できれば、IPCC の算定法に準拠した
炭素貯蔵量が算定可能である。しかし、両地域とも正確な植林面積を記載した地図がなかったこ
とから、多時期植生指数画像から作成した植林年推定図を用いて植林範囲内の林齢を算定し、広
域での炭素貯蔵量算定を行った。IPCC ガイドライン(IPCC,1997)では、各係数について適切な数
値が存在しない場合には、既定値を使用することとなっており、容積密度 D=0.49、炭素含有率
CF=0.50、良好手法指針の TABLE 3A.1.10 より拡大係数 BEF=1.5 を与え、樹木の体積にあたる
材積量の算出には Roberts and Ruara(1967)の材積式(5-8)を用いた。 
 
DBH2 
V＝π×――――×H×F                                                     (5-8) 
4 
 
ここで、V：材積(m3)、DBH：胸高直径（Diameter at Breast Height: m) 、H：樹高(m)、F：
形状係数である。形状係数は、Roberts and Ruara(1967)がオオバヒルギで求めた F=0.7 を用い
た。また、式(5-7)では地下部／地上部比率が必要であるが、表 5-10 に示すようにマングローブに
関する調査結果は少なく、オーソライズされた地下部／地上部比率はまだ存在しない。そこで、
地下部／地上部比率は、良好手法指針の TABLE 3A.1.8 で、マングローブの事例が含まれる
Secondary tropical / sub-tropical と Other / Tidal marsh の平均値 0.73 を用いた(IPCC,2003)。
この値は、表 5-10 の地下部／地上部比率の単純平均値 0.714 とも近く、概ね妥当な推定値である
と思われるが、標準偏差 0.394 から分かるように地下部／地上部比率はバラツキが大きいので、
各植林地で実測調査することが望ましい。 
 
表 5-10 マングローブ林の部位別乾燥重量(Dry Weight)の既往調査結果 
  ────────────────────────────────────────── 
    地  域   森 林 型                      幹    地上部     根    合計   地下部と地上 
tDW/ha  tDW/ha tDW/ha  tDW/ha  部の比率 
  ────────────────────────────────────────── 
   タイ南部        フタゴヒルギ(25 年生)  216.4   344.2    35.6   379.8    0.237 ** 
                     (dead root 含む)                    (352.7)          (1.025)  
   タイ湾沿岸      フタゴヒルギ(11 年生）  59.4   116.3    67.0   183.3    0.576   
   南タイ          オオバヒルギ帯         256.7   397.8   509.3   824.8    1.280   
   インドネシア    ハマザクロ帯           130.0   169.1    38.5   207.5    0.228   
                   オオバヒルギ帯         156.3   216.8    98.8   288.6    0.456 
                  オオバヒルギ帯         215.7   299.1   177.2   435.6    0.592 
                  オオバヒルギ帯         260.5   356.8   196.1   505.2    0.550 
                  オオバヒルギ帯         130.3   178.2    94.0   250.6    0.527 
                オヒルギ帯             333.3   436.4   180.4   587.8    0.413 
                   オヒルギ帯           312.0   406.6   110.8   498.6    0.273 
   オーストラリア ヒルギダマシ帯        129.5   144.5   147.3   291.8    1.019   
           ヒルギダマシ帯        100.2   112.3   160.3   272.6    1.427 
   プエルト・リコ オオバヒルギ帯         28.0    62.9    64.4   122.9    1.024   
   パナマ     オオバヒルギ帯         159.2   279.2   306.2   469.0    1.097   
  ------------------------------------------------------------------------------------ 
                                                                   平均値  0.714 
                                 標準偏差  0.394 
  ────────────────────────────────────────── 
  *6 山田勇，山倉拓夫編 (1992)，pp.194-195 の表に**Alongi and Dixon(2000)を加えた。 
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 ベトナム・タンホア地域のマングローブ植林地において、2002 年 8 月 29 日～9 月 7 日と 2003
年 9 月 7 日～9 月 14 日に毎木調査を実施した。測定地点は、V1 から V6 の毎木調査地点であり、
調査結果を表 5-11 に示す。図 5-21 は、毎木調査結果に基づく林齢と幹現存量との関係を示した
ものである。表 5-11 において()を付した 2002 年調査の一部のデータは、樹高と直径との相対成
長関係式により算出した値である。V6 地点は、間伐による本数密度の減少のため、幹現存量等が
V5 地点に比べ小さくなっている。V6 地点と陸地側堤防との間にはイグサ植裁の為の強度伐採区
も見られた。メヒルギの植林地における幹現存量については、既往の報告事例がほとんど無かっ
た。図 5-21 の VNUH(2001)の幹現存量は、同じ紅河デルタの Nam Ha 州で測定された樹高や直
径の計測値を用いて算出したものである。メヒルギは熱帯地域では樹高 15m 程度のものがみられ
るが、ベトナム北部では最大樹高が 10m 程度といわれている。そこで、25 年生で平均樹高 10m、
平均胸高直径 10cm、本数密度 3,000 本/ha として、幹現存量 120tDW/ha を最大値とし、成長曲
線回帰式(5-9)を作成した。林齢と炭素貯蔵量との関係図における成長曲線は、幹現存量で作成し
た回帰式を使って林齢ごとの炭素貯蔵量を算出したものである。 
 タイ・トラート地域のマングローブ植林地では、2001 年 3 月 4 日～3 月 18 日、2001 年 8 月
14 日～8 月 24 日、および 2003 年 11 月 18 日～11 月 26 日に毎木調査を実施した。測定地点は、
佐賀大学野瀬教授らのグループが観測タワーを設置した ST.B と、3～7 年生の植林地である。表
5-12 に毎木調査結果、図 5-22 に林齢と幹現存量との関係を示した。図 5-22 には、タイ沿岸域で
の幹現存量調査結果を高い林齢部分を補完するために載せているが、トラートの植林地における
幼齢林の幹現存量は、Aksornkoae(1982)、Tanapermpool(1989)、および FAO(1993)の値とほぼ
一致した。今後の成長変化は、測定値がないため予測であるが、低緯度で測定された
Tanapermpool(1989)より低めの値をとるものと推察される。そして、林齢 25 年で 216.4tDW/ha 
(Alongi and Dixon,2000)と 141.5tDW/ha (FAO,1993)の間に収まると仮定して、それらの平均値
180tDW/ha(25 年生)を最大値とし、成長曲線回帰式(5-10)を作成した。 
 
ベトナム・タンホア地域 Ws＝120／(1+0.43・exp(-500t))                     (5-9) 
タイ・トラート地域   Ws ＝180／(1+0.38・exp(-150t))                    (5-10) 
 
ここで、Ws：幹現存量(tDW/ha)、t：林齢(年)である。 
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表 5-11 毎木調査結果（ベトナム・タンホア地域）  表 5-12 毎木調査結果（タイ・トラート地域） 
   
 PLOT 林齢 樹高  DBH  密度  調査  植林         PLOT 林齢 樹高  DBH  密度   調査  植林 
      year  cm   cm   本/ha  年    種               year  cm   cm   本/ha   年    種 
   
 V-1   6   206  (1.7) 7100  2002  K.c          ST-B   9   856   6.1   2900  2001  R.a 
 V-2   6   263  (1.8) 5800  2002  K.c           T-1   3    96  (3.3) 20408  2001  R.a 
 V-3  10   462   3.0  8900  2002  K.c           T-2   3   105  (3.3) 20408  2001  R.a 
 V-4  10   462  (3.3) 9600  2002  K.c           T-3   4   183  (4.4)  6400  2001  R.m 
 V-5  15   742   7.0  5200  2002  K.c          --------------------------------------- 
 V-6  15   664  (7.5) 3400  2002  K.c          ST-B  12  1056   7.1   2900  2003  R.a 
 ----------------------------------------       T-4   6   407   3.4   6400  2003  R.a 
 V-1   7   254   2.0  7100  2003  K.c           T-5   7   410   3.4   8900  2003  R.m 
 V-2   7   315   2.1  5800  2003  K.c           T-6   4   291   2.0   6400  2003  R.a 
 V-3  11   510   3.4  8900  2003  K.c           T-7   4   265   2.0   6400  2003  R.a 
 V-4  11   514   3.9  9600  2003  K.c           T-8   4   305   2.0   7347  2003  R.m 
 V-5  16   788   7.9  5200  2003  K.c             
 V-6  16   718   8.8  3400  2003  K.c           *8 ()内は根元直径 D0, R.a; R.apiculata, 
     R.m; R.mucronata 
*7 DBH: Diameter at Breast Height、人間               
の胸の高さ(地上高 1.2m)での直径 
    K.c; Kandelia candel 
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      図 5-21 林齢と幹現存量との関係               図 5-22 林齢と幹現存量との関係 
            （ベトナム・タンホア地域）                  （タイ・トラート地域） 
 
 最後に、ベトナム、タイ両地域で得られた植林年推定図（図 5-19）より炭素貯蔵量算定図（図
5-23）を作成した。ここで、炭素貯蔵量は式(5-7)の幹現存量（幹材積×容積密度）を図 5-21、5-22
で得られた幹現存量の成長曲線式(5-9, 5-10)で置き換えて、図 5-19 の植林年推定図に適用するこ
とで算出した。この方法は、植林後の任意の年における炭素貯蔵量を割り出すことが可能である。
図 5-23 から、林齢が明らかになっているマングローブ植林域全体での炭素貯蔵量を求めると、ベ
トナム・タンホア地域は 11.8 tC/ha、タイ・トラート地域は 45.2tC/ha と算出された。林齢や面
積が異なるので単純に比較できないが、タイで植林されているフタゴヒルギやオオバヒルギが、
ベトナムで植林されているメヒルギと比較して成長速度が速く、図 5-21 と図 5-22 でも分かるよ
うに 10 年生程度までの林齢で見るとタイの幹現存量（幹材積×容積密度）が 4 倍近く多いために
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両地域で大きな差が生じたと考えられる。 
 
   
ベトナム・タンホア地域                         タイ・トラート地域 
図 5-23 炭素貯蔵量算定図 
 
今回、IPCC の算定法に準拠した炭素貯蔵量算定を行ったが、解決すべき課題もある。例えば、
森林の幹・枝・葉・根の割合は成長に伴い変化するため、拡大係数を一定値で与えるのは合理的
ではない。松本(2001)は、林業統計などを用いて針葉樹／広葉樹の拡大係数が成長に伴い低下し 5
～15 年で一定値に近づくことを示し、正しい拡大係数を用いないと幼齢林の炭素貯蔵量を過小評
価することを指摘している。本研究では、マングローブ植林種に関する拡大係数が実測されてい
ないため、拡大係数値として一定値を与え、その成長変化を考慮していないので、幼齢期の炭素
貯蔵量を過小評価している可能性がある。 
 経年変化の追跡は土地利用履歴や植林履歴の把握に有効である。また、衛星データによる成長
速度計測と現地調査の組み合わせ手法は、植林域での間伐や違法伐採などの管理に役立てられる
可能性がある。 
最近、マングローブ植林においては、単一種を植林するより多樹種を混合した方が良い結果を
示すという報告がある。ベトナムの紅河デルタでは、主要な植林種であるメヒルギ以外に、ベニ
ヤマプシキ( Sonneratia caseolaris )およびヤエヤマヒルギ( Rhizophora stylosa )を植え、タイ・
ラノーンでは、フタゴヒルギ、オオバヒルギに加え、オヒルギおよびコヒルギを混合して植える
と良いとされている(World Bank et.al.,2003)。このように、多樹種が混植された場合には、手法
を改良する必要がある。 
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5.4 まとめ 
 第 3 章で開発した林齢と植生指数の関係の推定法と第 4 章で開発した葉面積指数の推定法を、
マングローブ植林域における炭素吸収量および炭素貯蔵量の算定に応用し以下の結果を得た。 
(1) マングローブ植林の総炭素吸収量の広域評価を目指し、熱帯地域での代表的な植林樹種であ
るフタゴヒルギ、オオバヒルギを対象として、葉の全数調査による実測値と、LAI-2000 による測
定値とを比較検討し、LAI-2000 がマングローブ林の葉面積指数測定に有効であることを確認した。 
(2) LAI-2000 による多点標本データを取得し、衛星データから得られる植生指数値との関係を調
べた結果、バックグラウンドの影響は受けるものの、スギ人工林で求められた関係式と同じ式型
で良好に近似出来ることが示された。その関係を使って、植林域全体の葉面積指数や炭素吸収量
を算定した。 
(3) 多時期の植生指数値を用いて、マングローブ植林地の植林年を推定し、IPCC に準拠した手法
で炭素貯蔵量を算定した。現地サンプリング調査データと公開されている衛星データを組み合せ
る手法は、植林前にあらかじめ対象地域で予想される炭素貯蔵量を知ることができるため、植林
候補地を選定する上でも役に立つ成果である。 
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第 6 章 葉面積指数の季節変化を考慮した河川流出量の算定 
 
マクロに見た場合、水資源として利用可能な河川流量は、流域に降った降水量から蒸発散量を
差し引くことで算出できる。しかし、河川流域からの蒸発散量は、流域に降った降水資源のうち
実際に利用できる水資源量を決定する重要な因子であるが、降水量や河川流量のように直接測定
できないため、降水量と河川流量の差から推定されてきた。河川流量の観測値がない場合でも、
近傍の観測データを用いて、降水量比や流域面積比にもとづいて流量が推定されるケースが多か
った。そのため、降水量から蒸発散量を差し引いて、降水量の流出寄与分（有効雨量）を求め、
流出量を算出するという実際の水文過程に則った実用的な算定方法がなかった。これは、日本列
島規模の広域スケールでは常緑樹から落葉樹まで存在し、落葉等の季節変化を定量化できなかっ
たために、蒸発散の推定が困難であったことが原因の一つである。そこで、第 4 章で得られた日
本全域の葉面積指数データを適用し、気象データから植生タイプごとの蒸発散量を計算し、降水
量から蒸発散量を差し引くというプロセスで流出量を算定し、国内の主要河川における流域水収
支について、地理情報システム(GIS)を適用した比較検証を行った。 
 具体的には、第 4 章で得られた日本全域の葉面積指数データと既往の森林水文観測の知見など
に基づく流出量算定法を構築し、日本列島規模の広域スケールを対象に蒸発散量推定を行った。
これは、実際の気象観測データ、すなわち過去 15 年間のアメダス観測データを用いて、蒸発散量
以外に流出量や流出率などが求められる流出量算定法である。 
 
6.1 河川流出量算定法の全体構成と蒸発散量の算定方法 
  第 3 章、第 4 章でも明らかになったように、葉量または葉面積指数はある林齢でピークに達す
るため、蒸発散量もある林齢でピークを示すことが予想される。Bosch and Hwellet(1982)は、世
界各地の流域試験の結果を 94 流域について比較し、森林伐採後の年間流出量の増加量は伐採によ
って減少した森林被覆の割合(大まかには葉量・葉面積指数に換言できる)にほぼ比例することを明
らかにした。しかし、ここまでの研究では葉量・葉面積指数と蒸発散量との関係を定量的に把握
して表現・予測するまでには至っていない。森林流域の水収支は森林の影響だけではなく、対象
とする流域の気象条件、土壌水分などとの相互作用に支配されて決まる。したがって、林況の違
いによる水収支の違いを議論するには、森林の影響に加えてこれらの要素も加味しなくてはなら
ない。 
また、村上(2002)は、モデルを用いた森林域での水収支の研究について、以下のようにまとめ
ている。Schulze and George(1987)は葉面積指数、降水量、および気温から蒸発散量を算出する
モデルを用いて、マツを植栽してから 16 年間の流出量の変化を再現した。Haydon et al.(1996)
は林齢 7～235 年の樹皮に近い外側部分の面積を測定し、これと降水量から蒸散量と樹冠通過雨
量が計算で再現できるとしている。Watson et al.(1999)は Kuczera(1987)の結果を葉面積指数の
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変化と対応づけて議論し、長期間（81 年間）の流出量変化を蒸発散・流出モデルで再現した。
Murakami et al.(2000)はスギ・ヒノキ人工林の流域で水収支から求めた蒸発散量(林齢 4～7 年、
62～66 年)と樹冠遮断蒸発量(林齢 72～75 年)の季節変化を葉面積指数を主要なパラメータとする
蒸発散モデルで再現している。 Zhang et al.(2001)は世界各地の 250 流域の蒸発散量の測定結果
が降水量、可能蒸発散量、有効水容量(木本、草本の別とそれらの被覆率に依存)を用いて 6%の平
均絶対誤差で再現できるとしている。 
 このように、葉面積指数の季節変化を主要なパラメータとする蒸発散モデルの提案も見られる
ようになってきたが、気象モデル等では最大保水容量など観測が難しいパラメータが仮定されて
いるケースも多い。本研究では、これまで広域スケールでの水収支で用いられてきた「気候学的
水収支法」と呼ばれる降水量と河川流量の差から蒸発散量を推定するのではなく、第 4 章で得ら
れた月別葉面積指数値をパラメータとする季節変化を考慮した蒸発散モデルを構築し、気象デー
タから植生タイプごとの蒸発散量を計算して降水量から差し引くことで流出量を算定するという
実際の水文過程に則った流出量算定法の開発を行った。従って、既往の研究と本研究の違いは、
これまで日本全体の流域スケールで使える月別葉面積指数値がなかったために困難であった月別
蒸発散量の推定を行うことと、観測が難しいパラメータを使わずに既往の森林水文観測の知見に
基づいた流出量算定法を目指している 2 点である。 
 
6.1.1 河川流出量算定法の全体構成 
 本手法は、日本列島を 10km メッシュに細分し、過去の気象データ（降雨、気温、日射量など）
から植生タイプごと（9 種類）の蒸発散量を推定し、メッシュ内での流出量を推定するものであ
る（図 6-1）。ある流域の流出量は、流域内に存在する流出量を合計することで算定することがで
きる。森林からの蒸発散量は、落葉などの季節変化が本質的に重要であることから、日本各地で
実施された植物季節に関する調査結果を基に４章で作成された月別葉面積指数値を適用した。 
 森林遮断蒸発量と都市での蒸発量は、一雨ごとの水収支に基づく方法（一雨収支法）、森林蒸散
量は Penman-Monteith 簡略式(McNoughton，1973)、その他の植生タイプ（草地、畑地、水田、
湖沼）は Penman 式を用いる組み合わせ法で、メッシュ内での植生タイプごと面積比率を掛けて
蒸発散量を足し合わせる手法（並列源モデル）である。特に、森林での遮断蒸発量を一雨収支法
で求めることにした理由は、森林においてPenman-Monteith式や他の熱収支式を適用する場合、
ほとんど観測されたことがないパラメータ（顕熱のバルク輸送係数など）が用いられるため、結
果が正しいかどうかを判断できない。そこで、出来るだけ森林水文分野での観測的知見と一致す
る算定法とした。 
 気象データは日本建築学会が作成した拡張アメダス気象データ（日本建築学会，2000)を使用し
た。拡張アメダス気象データは、観測地点数はアメダスと同じで、気象官署のデータと同程度の
信頼性を目指して開発された気象データで、全国 842 地点の 15 年間 8 要素（気温、絶対湿度、
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水平面全天日射量、大気放射量、風向、風速、雨量、日照時間）の時別気象データが収録されて
いる。このうち、絶対湿度、水平面全天日射量、大気放射量はアメダスでは観測していない量で
あり、気象官署のデータを用いて推定されたものである。 
 気象データのメッシュ化は、半径 30km 以内に存在するアメダス観測点におけるデータについ
て、距離の逆数で重み付け内挿して求めた。降水量は局地性が強いため、約 20km 間隔のアメダ
スデータを内挿して 10km のメッシュデータを作成できるのか？という代表性の問題はある。し
かし、降水量は毎時データ全てを内挿し、各メッシュで一雨雨量の算出を行った上で、一雨ごと
に遮断雨量を算出した。つまり、降水量の利用を時間軸の長い一雨単位で行っており、また 15
年という長期解析により局地性の影響は緩和されたと考えられる。ここで、一雨雨量の定義は、
降雨の降り始めから降り終わりまでの積算雨量で、6 時間以上無降雨が続いた場合、降り終わり
と判断した。雨量以外の気象要素については、毎時データより日中と夜間、降雨がある場合とな
い場合に分けて月平均値を算出してメッシュ化した。その際、気温はアメダス地点の標高とメッ
シュ平均標高との差を 0.0065℃/m の気温減率で標高補正し、湿度は比湿に変換してからメッシ
ュ化した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-1 全体構成図（フローチャート） 
 
 
 
月別葉面積指数（図 4-24） 
拡張アメダス気象データ：全国842地点の 
15 年間（1981-1995 年）の時別気象データ 
10kmメッシュ内で植生タイプ 
ごとの平均値を算出 
10kmメッシュへの 
空間補間 
一雨雨量と気象要素 
の月平均値を算出 
植生メッシュデータ 
（1km，9 タイプ） 
10kmメッシュ内での 
各タイプの比率を算出 
           植生タイプ別蒸発散量の推定 
     森林   （常緑／落葉） 森林遮断蒸発量・・一雨収支式 
     4タイプ  （針葉／広葉）  森林蒸散量・・・・Penman-Monteith簡略式 
  
     草地，畑地，水田，湖沼   蒸発散量・・・・・Penman式 
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6.1.2 森林遮断蒸発量の算定方法 
 森林上に到達した雨水の一部は、樹冠部分の葉や枝などを濡らし（遮断）、蒸発するために地表
面まで達しない。この量を森林遮断蒸発量と呼び、①樹冠での雨水の出入りに基づく水収支的方
法、②微気象学的方法、③それらの組み合わせ法により算定できる。わが国における観測事例の
多くが①水収支的方法で整理されていること、②微気象学的方法ではバルク輸送係数や樹体の最
大保水容量といった観測が困難な量を用いており、降水中の遮断蒸発量が多いことが説明できな
いといった問題があるため、観測結果に基づく①水収支的方法で森林遮断蒸発量を算定した。 
 降雨時の森林樹冠では、どのような時間断面においても、次の水収支式が成立する。 
    PI=PG－PT－PS－Pa－P0                                               (6-1) 
ただし、PI：森林遮断蒸発量、PG：林外雨量、PT：樹冠通過雨量、PS：樹幹流下量、Pa：葉や
幹からの吸収量、P0：林冠での貯留変化量である。ここで、葉や幹からの吸収量 Pa は量的に無
視できると考えられている。また、降雨の降り始めから降雨後に林冠が乾くまでの１降雨を水収
支期間とすると P0は 0 となる。したがって、PI は PG、PT、PS を実測すればよいことになるが、
観測的事実として PT と PG、PS と PG には一次式が成立するため、PI も PG の関数として次式
で表せることが知られている(塚本，1992)。 
PI=a･PG＋b                                                             (6-2) 
ただし、a：回帰係数、b：回帰定数 
 樹冠遮断蒸発量が上式で表せることは、多くの森林で実証されており、我が国での報告事例を
表 6-1 に示す。気象条件や林分が異なるにも関わらず、樹冠遮断率は 13～25％の間にあり、ほと
んど 20％前後に集中する。塚本(1992)は、既往の観測事例から我が国の針葉樹林と広葉樹林につ
いて、回帰式の係数 a,b の平均値を算出し、以下のような一雨遮断量の一次式を提案している。 
    PI=0.13･PG＋1.3   針葉樹林                                            (6-3) 
    PI=0.12･PG＋1.1   広葉樹林（着葉期）                                  (6-4) 
    PI=0.07･PG＋1.9   広葉樹林（落葉期）                                  (6-5) 
 しかし、式(6-3)～式(6-5)は樹冠の閉鎖した理想的な森林で観測された結果であり、特に式(6-3)
や式(6-4)は葉の量が最も多い夏季の観測結果に基づいており、このまま適用すると樹冠遮断蒸発
量を過大に算出してしまう。そこで、LAI の季節変化を使って樹冠の遮断率の季節変化を考慮す
るために、近藤(1994)の提案した式(6-6)を用いた。 
    Ω*=Ω[1－exp(-F･(LAI＋BAI＋SAI)／Ω)]                                 (6-6) 
ただし、Ω：樹冠の閉鎖率（密な森林でΩ=1、季節変化しない定数）、F：葉面の傾きのファクタ
ー（通常 F=0.5）、LAI：葉面積指数、BAI：枝面積指数、SAI：幹面積指数である。この式は、
季節的に葉の量が変化する樹林での樹冠の閉鎖率を葉面積指数の季節変化を用いて合理的に表現
することができる。本研究では、観測的事実である樹冠の閉鎖した森林での一雨遮断量の観測式
と葉面積指数の季節変化をもとに広域の樹冠遮断蒸発量を算出した。すなわち、 
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    PI’  = Ω*×PI = Ω[1－exp(-F･(LAI＋BAI＋SAI)／Ω)]×(a･PG＋b)          (6-7) 
となる。ここで、樹冠の閉鎖率Ωは 1、葉面の傾きのファクターF は 0.5、BAI と SAI は合計で
0.5～2.0 程度の値である、ここでは一律に 1.0 とした。 
 
表 6-1  水収支法による樹冠遮断蒸発量の観測事例*1 
―――――――――――───────────── 
森林タイプ    降水量  遮断蒸発量 遮断率   
―――――――――――───────────── 
アカマツ          1024.2    198.5    19.4   
カラマツ        874.0    178.7    20.4   
ヒノキ             1793.0    457.8    25.5   
ヒノキ             1542.5    328.9    21.3   
アカマツ・ヒノキ   1777.9    352.1    19.8   
スギ               1621.6    378.3    23.3   
スギ               1702.7    245.3    14.4   
広葉樹             1793.0    360.4    20.1   
広葉樹（コナラ）   1702.7    224.1    13.2   
広葉樹（ブナ）*2   2499.0    403.0    16.1   
広葉樹（ブナ）*3    915.6    137.6    15.0   
―――――――――――───────────── 
*1：塚本良則編「森林水文学」p83 の表より抜粋。 
*2：村井ら，1991 
*3：非積雪期 131 日間の観測値（石井ら，2002） 
 
6.1.3 森林蒸散量の算定方法 
 森林からの蒸散量は、Penman-Monteith 式を簡略化した McNaughton 法(1973)を用いた。そ
もそも、Penman-Monteith 式は蒸発散量を有効放射量（Rn ｰ G）、気温 Ta、水蒸気圧 ea から算
定する式で、 
      Δ(Rn-G)+ρCp(es(Ta)-ea)/ra 
    E＝─────────────                                         (6-8) 
             λΔ+λγ(1+rc/ra) 
で示される(Montieth,1975)。ここで、E：蒸発散量、Δ：飽和水蒸気圧曲線の傾き、ρ：空気の
密度、Cp：空気の定圧比熱、γ：乾湿計定数、ra：空気力学的抵抗、λ：水の気化潜熱、rc：群
落抵抗、es(Ta)：気温 Ta に対する飽和水蒸気圧、ea：水蒸気圧である。rc は主として気孔の開閉
をパラメータ化したもので、温度、日射、風速、湿度（飽差）などの影響を受ける。 
森林は空気力学的に粗い林冠を持つため、一般に rc>>ra であり、 
    ρCp(es(Ta)-ea)       Δ 
    ──────── >> ───(Rn-G)                                       (6-9) 
       (Δ+γ)ra         Δ+γ 
であるため、次のように簡略化できる（McNaughton，1973)。 
       ρCp (es(Ta)-ea) 
    E＝──･──────                                                   (6-10) 
          λγ   rc 
この式は、蒸散が飽差と群落抵抗 rc で決まることを示している。群落抵抗 rc は、林床面からの
蒸発量がないと仮定すると、全葉を並列に配置して得られる合成抵抗で近似でき、 
    rc＝rst／LAIeff                                                         (6-11) 
    LAIeff＝LAI／2                                                         (6-12) 
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と表すことができる。ここで、rst は単葉の気孔抵抗平均値、LAIeff は有効葉面積指数である。
rst も rc と同様に温度、日射、風速、湿度（飽差）などの影響を受けるが、ここでは BATS モデ
ル(Dickinson et al., 1993)を参考にして、 
     rst＝rsmin･Rs･Ss≦rsmin                                                 (6-13) 
   Ss＝1－0.0016×(298.0－Ta)2                                             (6-14) 
     Rs＝(1+Srad/30)／(Srad/30+rsmin/rsmax)                                 (6-15) 
を用いた（Hinckley et al., 1978）。ここで、Srad は全天日射量、式(6-14)の Ss は気温による活
動性の低下を表現し、式(6-15)は森林の光（日射）依存性を表現している。最小気孔抵抗 rsminや
クチクラ抵抗 rsmax は樹種ごとに異なるパラメータであるが、森林の標準値（rsmin＝250、rsmax
＝5000）を与えた。 
 
6.1.4 森林以外での蒸発散量の算定方法 
 森林以外での蒸発散量は Penman 式により求めた(Montieth,1975)。Penman 式で得られる可
能蒸発散量 E0 は、気候学的な概念であり、「丈の短い密な草地で水不足のない場合に失われる蒸
発散量」と定義される。我が国のような湿潤気候下にある草地、畑地、および水田ではこの条件
を満たしていると考えられており、最も適用事例が多い手法である。 
    Ea=f･E0                                                               (6-16) 
             Δ      γ 
    λE0＝───･Rn + ───･f(u)･(es(Ta)-ea)                               (6-17) 
          Δ+γ    Δ+γ 
   Rn=(1－α)Srad+Lrad－σTa4                                           (6-18) 
     f(u)=0.26･(0.5+0.54 U2.0)                                                (6-19) 
     U2.0=(2.0/6.5)(1/4)･U6.5                                                   (6-20) 
ここで、Ea：実蒸発散量、f：ペンマンの係数、E0：可能蒸発散量、λ：水の気化潜熱、Δ：飽
和水蒸気圧曲線の傾き、γ：乾湿計定数、es(Ta)：気温 Ta に対する飽和水蒸気圧、ea：水蒸気圧、
αはアルベド、Srad は全天日射量、Lrad は下向き長波放射量、σはステファンボルツマン定数、
U2.0は地上 2m での風速、U6.50は地上 6.5m での風速である。 
 植生タイプ項目ごとのアルベドは、Kotoda(1986)を参考に表 6-2 のように与えた。また、実蒸
発散量 Ea を求めるための係数 f については、中川(1982)の草地についての結果や、水田について
の内嶋ら(1982)の値を参考に、表 6-3 のように与えた。 
 都市域については、舗装面などの不浸透面積が多く、植被面や地面はパッチ状に出現するため、
通常の蒸発散量推定式が適用できない。そこで、庄司（1997）が東京区部での流出特性より求め
た一雨降雨の遮断率 18%を全国一律に適用した。東京区部での流出特性が都市一般のものである
保証はないが、日本の都市の多くが標高の低い平野部に位置しており、水資源上重要な地勢的位
置にはないので一次推定法として採用したものである。 
 
 105 
 
 
表 6-2 アルベド 
―――――――――――───────────────────────── 
   月      1    2    3    4    5    6    7    8    9   10   11   12 
―――――――――――───────────────────────── 
常緑樹林 0.09 0.10 0.10 0.10 0.11 0.12 0.12 0.12 0.12 0.11 0.11 0.10 
落葉樹林 0.10 0.10 0.10 0.10 0.13 0.15 0.15 0.15 0.15 0.14 0.13 0.10 
草地     0.20 0.20 0.19 0.18 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.19 0.20 
畑地     0.25 0.25 0.25 0.25 0.24 0.23 0.25 0.25 0.24 0.24 0.25 0.25 
水田     0.16 0.15 0.10 0.08 0.08 0.10 0.13 0.22 0.18 0.15 0.15 0.15 
都市     0.32 0.32 0.30 0.30 0.28 0.27 0.28 0.30 0.30 0.30 0.30 0.32 
湖沼     0.10 0.09 0.08 0.07 0.06 0.06 0.06 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 
―――――――――――───────────────────────── 
 
表 6-3 ペンマンの係数 f 
―――――――――─────────────────── 
 月   1   2   3   4   5   6   7   8   9  10  11  12 
―――――――――─────────────────── 
草地 0.5 0.5 0.6 0.6 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.5 0.5 
畑地 0.5 0.5 0.6 0.6 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.5 0.5 
水田 0.4 0.4 0.5 0.6 0.8 0.8 0.8 0.8 0.6 0.5 0.4 0.4 
湖沼 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 
―――――――――─────────────────── 
 
6.2 わが国の年蒸発散量、年流出高の算定 
 1981 年から 1995 年（過去 15 年間）までの全国 842 地点のアメダス毎時データから算出され
た 10km メッシュ毎の一雨雨量データと、第 4 章で作成された月別葉面積指数データを用いて、
本手法により 10km メッシュ毎の植生タイプ別の蒸発散量を推定した。そして、全国平均、およ
び気候区ごとに年流出量（年雨量－年蒸発散量）および流出率を算定し、流量観測データや既往
の文献値と比較検討した。図 6-2 は、降水量、蒸発散量、流出量、及び流出率の算出結果のうち
1993 年から 1995 年の 3 年間の変化と準平年値を表示させたものである。準平年値とは、統計期
間が 30 年未満の気候値のことで、ここでは 15 年平均値である。1993 年は平成米飢饉といわれ
た冷夏年であり、1994 年は一転して猛暑となった年である。冷夏年に蒸発散量が多く、猛暑年に
蒸発散量が少ないのは、冷夏年には多量の降水があり遮断蒸発量が大きいためである。一方、猛
暑年では、蒸散量は増加するものの、少降水量に伴う遮断蒸発量の減少が大きく寄与して、その
和である蒸発散量が減少したと考えられる。このように、猛暑や冷夏などの異常気象の影響につ
いて、蒸発散量や流出量の分布特性を定量的に把握することが可能となった。ただし、図 6-2 は、
流出量算定精度の検証がなされていないので、全国平均値、気候区ごと、および代表的な流域の
水収支との比較検証を行った。 
 図 6-3 は、植生タイプごとの蒸発散量と流出量についての全国平均値を算出して、その経年変
化を見たものである。図より、流出量の年変動が大きいのに比べ、蒸発散量の年変動は非常に小
さいことが分かった。森林域で全国平均した蒸発量、蒸散量、およびそれらの合計である蒸発散
量について降水量との関係をプロットした(図 6-4)。その結果、年降水量に対して蒸発量は正の相
関を示し、蒸散量は負の相関を示しているために、その合計である蒸発散量は年変動が小さく抑
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制されていることがわかる。 
 国土庁の水資源供給限界調査（水資源賦存量調査）では、水資源量を降水量から損失量（蒸発
散量）を差し引いて算出しており、この場合の損失量は地域別に一定値を与えている（国土交通
省土地・水資源局，2001）。このとき損失量は、降水量と観測流量とを傾き 1 の一次関数(1x-a)
で表したときの a である。1956 年～1985 年を算定対象年次とする国土庁の全国水資源賦存量調
査(S60)によると、平水年における年降水量 1749mm、年蒸発散量 598mm、年賦存高（＝年流出
量）1151mm である。本調査では 1981 年～1995 年の 15 年平均値として、年降水量 1519mm、
年蒸発散量 503mm、年流出量 1016mm となった。表 6-4 は全国平均した年蒸発散量 503mm の
内訳を示している。算定法や統計期間が異なるため単純に比較はできないが、国土庁の全国水資
源賦存量調査(S60)と比較して総じて過小な算定結果となった。原因としては、使用したアメダス
データが 4 要素（気温、降水量、風向風速、日照時間）を計測している 840 地点のデータであり、
山岳地域に多い降水量のみの観測データを用いていないため、標高の高い地域の降水量が過小に
評価されてしまったものと考えられる。なお、同じ水資源白書にある国土庁の試算結果によると、
我が国の年降水量は減少傾向にあり、全国 46 地点における算術平均値でみると、1956 年～1985
年は 1600mm 程度、1981 年以降は 1600mm 未満となっている。 
 
表 6-4 年蒸発散量・全国平均値の内訳 
――――――――─────────────────── 
        平均標高  年蒸発散量  面積比率  (a)×(b)／100 
            m       (a) mm    (b) ％      mm 
――――――――─────────────────── 
森林      461        448       67       299  
草地      348        596        6        35  
畑地      223        574        5        27  
水田      186        697       11        77  
都市域    155        267        6        15  
水域      124        825        6        50  
――――――――─────────────────── 
（年蒸発散量の全国平均値）503 mm 
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図 6-2 降水量、蒸発散量、流出量、および流出率の算出結果 
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図 6-3 土地利用区分別蒸発散量と流出量の全国平均値の経年変化 
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図 6-4 森林域で全国平均した蒸発量、蒸散量、蒸発散量と降水量との関係 
 
6.3 わが国の気候区別の年蒸発散量、年流出高の算定 
 次に、日本の気候区別に流出率や流出量と、流量年表から作成された流出率や流出量との比較
検討を行った。日本の気候区別流出率や流出量の文献値は、木下(2001)が作成した日本マクロ流
出率、日本マクロ流出高を用いた。これは、地形的・気候的区分によって日本を 12 地域に分けて、
各地域での年流出量、年流出率を求めたもので、雨量・流量年表に標記された観測開始からの累
年平均値を用いているために統計年数が一定していないという問題はあるが、気候学上の統計年
数 30 年は確保されており、流出率や流出量の気候値と呼べるものである。図 6-5 は、気候区別流
出率の計算値と観測値（木下,2001）との関係を示しているが、全てのプロットが 1:1 の直線以下
にあり、計算値が過小評価となる傾向を示した。全体の 2/3 の地域にあたる 8 プロットは概ね 10%
程度の過小推定であるが、図中に凡例を記した 4 地域（北海道東岸、北海道西岸、東北西岸、北
陸）は 25％以上の過小評価となった。これらの地域は、積雪地域にあたり流出率（文献値）が高
い地域であり、表 6-5 を見ると流出率観測値（木下,2001）が 4 地域とも 0.80 以上で北海道西岸
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気候区では 1.0 を越えている。従来から、降水量と流量観測データを用いて水収支を求めると問
題が生じることが指摘されている。篠原(1965)は流量年表から日本の流出率分布を調べ、流出率
が 1 を越える地域や極端に低い地域があることを見出し、榧根(1989)はこの原因として、積雪地
での降雪量の補捉率、火山性地形での地下水移動、流量観測の正確性などを指摘している。気候
区別といった大きな区分で見た場合には地形的要因は考えにくく、流量観測の正確性についても
木下(2001)は河口近くの潮汐の影響や大規模用水路などの影響を考慮している。したがって、今
回のケースは雨量計による降雪量の補足率が良くないことが主な原因であろうと思われる。加藤
ら(1999)は、石狩川水系のダム流域においてスノーサーベイデータを用いて積雪水量を推定し、
冬季の降雪量を補正する方法を報告しているが、石狩川流域専用のものであり汎用的なものでは
ない。現状では、汎用的に適用可能な降雪量補正法は無いことから、本研究では非積雪流域を対
象に本手法の妥当性検証を行った。 
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図 6-5 気候区別流出率の計算値と観測値との関係 
 
表 6-5 気候区別流出率の観測値との比較 
――――――――──────────── 
  気候区         流出率    流出率 (注) 
                 計算値    木下(2001) 
――――――――──────────── 
  北海道西岸      0.58       1.028 
 北海道東岸      0.56       0.800 
  東北西岸        0.67       0.970 
  東北東岸        0.62       0.713 
  関東            0.62       0.674 
  中部            0.67       0.747 
  黒潮岸          0.67       0.781 
  北陸            0.71       0.964 
  山陰            0.68       0.723 
  近畿            0.60       0.627 
  瀬戸内          0.58       0.635 
  九州            0.62       0.683 
――――――――──────────── 
注；雨量・流量年表の累年平均値より算出 
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6.4 わが国の河川流域別の年蒸発散量、年流出高および月蒸発散量、月流出高の算定 
非積雪地域の代表的な 18 流域における流域水収支について、地理情報システム(GIS)を適用し
た比較検証を行った。検討対象とした国内 18 流域の GIS データは、国土数値情報の「1/10 細分
方眼流域・非集水域」を用いて流域界データを作成し、該当する 10km メッシュ番号と面積率を
求めた（図 6-6）。 
図 6-6 水収支解析に利用した国内 18 流域 
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6.4.1 年流出高の観測値との比較 
 図 6-7～図 6-9 は 18 流域における年流出高の観測値と計算値との比較結果である。利根川・栗
橋観測所上流域、淀川・枚方観測所上流域、加古川・国包観測所上流域、吉野川・岩津観測所上
流域などでは、流出高の計算値と観測値が良い一致を示しているが、富士川・北松野観測所上流
域や紀の川・船戸観測所上流域以外では、両者の相関は高いものの計算値は観測値に比べ若干過
小推定となっている。計算値が過小となるケースは図 6-5 の積雪地域と同様に雨量の高度補正や
降雪量の補足率を考慮する必要があると考えられるが、気象データのみから蒸発散量を算出し流
出量を計算する本手法の非積雪流域での妥当性は概ね検証されたと考えられる。表 6-6 は年流出
高の観測値と計算値との比較結果をまとめたものであるが、欠測年を除いて算出しているため統
計年数が 15 年未満のものも含まれている。 
 
表 6-6 年流出高の観測値と計算値との比較 
───────────――――――――──────────── 
対象河川・流域名               年流出高(mm)   年流出高(mm) 
                                  計算値         観測値 
───────────――――――――──────────── 
 阿武隈川・館矢間観測所上流域       749           937 
 那珂川・野口観測所上流域           828          1169 
 利根川・栗橋観測所上流域           849           871 
 富士川・北松野観測所上流域         992           655 
 天竜川・鹿島観測所上流域          1288          1506 
 淀川・枚方観測所上流域            1001          1053 
 紀の川・船戸観測所上流域          1303          1145 
 新宮川・相賀観測所上流域          1955          2325 
 加古川・国包観測所上流域           859           916 
 吉井川・津瀬観測所上流域           946          1222 
 旭川・牧山観測所上流域             920          1095 
 高梁川・日羽観測所上流域           869          1045 
 江の川・川平観測所上流域          1077          1283 
 吉野川・岩津観測所上流域          1291          1351 
 四万十川・具同観測所上流域        1735          2164 
 筑後川・瀬ノ下観測所上流域        1260          1652 
 球磨川・横石観測所上流域          1751          2024 
 大淀川・柏田観測所上流域          1739          2143 
───────────――――――――──────────── 
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阿武隈川・館矢間観測所上流域       那珂川・野口観測所上流域 
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利根川・栗橋観測所上流域        富士川・北松野観測所上流域 
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天竜川・鹿島観測所上流域          淀川・枚方観測所上流域 
 
図 6-7 年流出高の観測値と計算値との比較（その 1） 
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紀ノ川・船戸観測所上流域         新宮川・相賀観測所上流域 
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加古川・国包観測所上流域         吉井川・津瀬観測所上流域 
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旭川・牧山観測所上流域         高梁川・日羽観測所上流域 
 
図 6-8 年流出高の観測値と計算値との比較（その 2） 
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江の川・川平観測所上流域        吉野川・岩津観測所上流域 
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四万十川・具同観測所上流域        筑後川・瀬ノ下観測所上流域 
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球磨川・横石観測所上流域        大淀川・柏田観測所上流域 
 
図 6-9 年流出高の観測値と計算値との比較（その 3） 
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6.4.2 月蒸発散量の推定結果、および流出量の経年変化 
 図 6-10～図 6-25 は、平成米飢饉といわれた冷夏年（1993 年）と猛暑年（1994 年）を含む 1993
年から 1995 年の 3 ヶ年の月蒸発散量の計算値と推定値との比較結果、および月流出量の計算値
と観測値との比較結果を示したものである。月蒸発散量の推定値は、月降水量から流量年表の月
流出量を差し引いて算出した。従来、蒸発散量は降水量と流出量の差として推定されてきたが、
利根川・栗橋観測所上流域における図 6-10 を見ても分かるように月単位では利用できなかった。
本手法では、葉面積指数の季節変化を考慮したことで、月単位の蒸発散量が算出できるようにな
った。図 6-11 は利根川・栗橋観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較を示した
ものであり、月流出量の観測値は流量年表の値を用いた。本手法は、広域蒸発散量の算出を主眼
においているため、降水のうち遮断されなかった量は即時に流出させている。そのため、流域で
の貯留量変化が考慮されていないので、月末に台風等の大雨があると流出量波形に誤差が生じる
ことがあるが、月単位の流出量をほぼ再現することが可能となった。他の流域（図 6-12～図 6-25）
でも同様の結果が観察されており、広域蒸発散量の月別推定値は妥当な結果であると考えられる。 
図 6-26 は、利根川・栗橋観測所上流域の降水量と流出量の経年変化であるが、流出量の計算値
と観測値が良い一致を示している。他の流域（図 6-27～図 6-33）を見ると、年流出高の計算値と
観測値との比較結果（図 6-7～図 6-9）で見られた計算値が観測値に比べ過小推定となる傾向が反
映され、年流出高の計算値（○印）が観測値（×印）に比べ若干過小推定となっている。雨量の
高度補正や降雪量の補足率を考慮する必要があると考えられるが、本手法により流出量の経年変
化を概ね再現できることが分かった。表 6-7 は月流出量の平均誤差をまとめたものであり、大淀
川・柏田観測所上流域で 54.4 mm/月の最大誤差を示しているが、年流出高が大きいことが効いて
おり、年流出高に対する比率は何れも 2～3%程度であった。なお、経年変化図（図 6-27～図 6-33）
は、1993 年～1995 年の観測値に欠測があり月別値（図 6-12～図 6-25）で対象とできなかった流
域から選定した。 
 
表 6-7 月流出量の平均誤差 
───────────――――――――───── 
 対象河川・流域名               月流出量の 
                              平均誤差(mm/月) 
───────────――――――――───── 
利根川・栗橋観測所上流域         26.2 
 富士川・北松野観測所上流域       30.9 
 新宮川・相賀観測所上流域         47.4 
 吉井川・津瀬観測所上流域         25.1 
 高梁川・日羽観測所上流域         21.4 
 四万十川・具同観測所上流域       44.8 
 筑後川・瀬ノ下観測所上流域       35.2 
 大淀川・柏田観測所上流域         54.4 
───────────――――――――───── 
注；( Σ |(計算値ー観測値)| )で平均誤差を算出 
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図 6-10 利根川・栗橋観測所上流域における月蒸発散量の計算値と推定値との比較 
      （従来型の推定値は、月降水量－月流出量（流量年表）で算出） 
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図 6-11 利根川・栗橋観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較 
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図 6-12 富士川・北松野観測所上流域における月蒸発散量の計算値と推定値との比較 
      （従来型の推定値は、月降水量－月流出量（流量年表）で算出） 
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図 6-13 富士川・北松野観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較 
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図 6-14 新宮川・相賀観測所上流域における月蒸発散量の計算値と推定値との比較 
      （従来型の推定値は、月降水量－月流出量（流量年表）で算出） 
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図 6-15 新宮川・相賀観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較 
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図 6-16 吉井川・津瀬観測所上流域における月蒸発散量の計算値と推定値との比較 
      （従来型の推定値は、月降水量－月流出量（流量年表）で算出） 
 
0
100
200
300
400
1993 1994 1995 1996
暦年・月
流
出
量
[m
m
/m
on
th
]
本手法による計算値
観測値（流量年表）
 
図 6-17 吉井川・津瀬観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較 
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図 6-18 高梁川・日羽観測所上流域における月蒸発散量の計算値と推定値との比較 
      （従来型の推定値は、月降水量－月流出量（流量年表）で算出） 
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図 6-19 高梁川・日羽観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較 
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図 6-20 四万十川・具同観測所上流域における月蒸発散量の計算値と推定値との比較 
      （従来型の推定値は、月降水量－月流出量（流量年表）で算出） 
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図 6-21 四万十川・具同観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較 
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図 6-22 筑後川・瀬ノ下観測所上流域における月蒸発散量の計算値と推定値との比較 
      （従来型の推定値は、月降水量－月流出量（流量年表）で算出） 
 
0
100
200
300
400
500
600
700
1993 1994 1995 1996
暦年・月
流
出
量
[m
m
/m
on
th
]
本手法による計算値
観測値（流量年表）
 
図 6-23 筑後川・瀬ノ下観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較 
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図 6-24 大淀川・柏田観測所上流域における月蒸発散量の計算値と推定値との比較 
      （従来型の推定値は、月降水量－月流出量（流量年表）で算出） 
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図 6-25 大淀川・柏田観測所上流域における月流出量の計算値と観測値との比較 
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図 6-26 利根川・栗橋観測所上流域における雨量と流出量の経年変化 
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図 6-27 天竜川・鹿島観測所上流域における雨量と流出量の経年変化 
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図 6-28 淀川・枚方観測所上流域における雨量と流出量の経年変化 
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図 6-29 紀の川・船戸観測所上流域における雨量と流出量の経年変化 
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図 6-30 加古川・国包観測所上流域における雨量と流出量の経年変化 
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図 6-31 旭川・牧山観測所上流域における雨量と流出量の経年変化 
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図 6-32 吉野川・岩津観測所上流域における雨量と流出量の経年変化 
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図 6-33 球磨川・横石観測所上流域における雨量と流出量の経年変化 
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6.5 まとめ 
葉面積指数の季節変化を考慮した河川流出量の算定に第 4 章で得られた月別葉面積指数の推定
結果を応用し、以下の結果を得た。 
(1) 森林水文分野での観測的知見に基づく河川流出量算定法を開発した。気象データから植生タ
イプごとの蒸発散量を計算し、降水量から蒸発散量を差し引くというプロセスで流出量を算定し
た結果、非積雪地域では良好な算定結果が得られた。 
(2) 葉面積指数の季節変化を考慮することで、猛暑や冷夏などの異常気象の影響について、蒸発
散量や流出量の分布特性を定量的に把握することが可能となった。 
(3) 降水量と流出量の差として求める従来型の蒸発散量推定では月単位の結果は得られないが、
葉面積指数の季節変化を考慮したことで、月単位の蒸発散量が算出できるようになり、流量の観
測値を用いなくても月単位の流出量が概ね再現できることが示された。 
本手法は、森林水文分野での観測的知見を適用し蒸発散量を計算しているが、蒸発散量以外に
流出量や流出率なども求められる流出量算定法である。流量観測データがない場所でも水資源量
を把握できるという意味から、一種の水資源データベースと考えることもでき、過去から将来に
わたる水循環の変化を検討するための基本的なツールとして使える可能性がある。河川流量の観
測値が得られない地域での流出量評価や水資源量の広域的な分布や年々変動の把握に適用したい。
例えば、地球温暖化の影響として、気温上昇に伴う蒸発散量の増加、降水量の増減、および降水
特性（雨の降り方）の変化が想定されているが、それらは複合的に影響するため、水資源として
利用可能な河川流量がどのように変化するのかは明らかになっていない。今回提案した手法は、
降水量から蒸発散量を差し引いて河川流量を推定するという、水循環のプロセスに沿った流出量
算定法であり、河川流量の観測値を必要としないため、温暖化予測結果などに適用することで、
河川流量の観測値が得られない将来予測などへも適用できると考えている。 
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第 7 章 結論 
 
 森林は、木材生産機能以外に、様々な公益的機能があるとされている。日本学術会議答申「森
林の多面的機能の評価」（2001 年 11 月）では、 (1)生物多様性保全機能、(2)地球環境保全機能、
(3)土砂災害防止機能/土壌保全機能、(4)水源涵養機能、(5)快適環境形成機能、(6)保健/リクリエー
ション機能、(7)文化機能、(8)物質生産機能の８つの森林機能を挙げている。このうち、(1)生物多
様性保全機能や(7)文化機能は、根源的機能で定量評価が困難であるが、それ以外の機能について
は定量評価が可能であり、特に、(2)地球環境保全機能、(3)土砂災害防止機能/土壌保全機能、(4)
水源涵養機能は、本質的に物理的機能であるため定量評価可能であるとされている。 
 本論文で応用対象とした「森林の炭素固定量」、「流域蒸発散量」などは、(2)地球環境保全機能
や(4)水源涵養機能に属するもので、定量評価可能なものとされている。しかし、実際にこれらを
定量的に評価するには、森林パラメータを何らかの方法で推定する必要があった。 
 そこで、本論文では、衛星データを用いた人工林の林齢と葉面積指数という２つのパラメータ
の推定法を開発した。ここで、人工林の林齢は、植裁した年を一年生とした経過年数が人工林の
林齢とされ、森林樹木の基本的な成長パラメータである。一方、葉面積指数は、単位面積あたり
の葉の総面積で定義され、森林の葉の茂り方を表しており、森林の炭素固定量や水資源解析など
の森林環境解析におけるキーパラメータである。 
 本研究の目的は、 
① 衛星データを用いた人工林の林齢と植生指数の関係の推定法開発 
② 衛星データを用いた人工林の葉面積指数の推定法開発 
③ マングローブ植林の炭素吸収量および炭素貯蔵量の算定への応用 
④ 葉面積指数の季節変化を考慮した河川流出量の算定への応用 
であった。 
第１章では背景と目的を明らかにし、本論文の位置づけを行った。第２章「衛星データを用い
た森林測定技術の概要」では、森林に関係する環境の解析に関する衛星データを用いた森林測定
技術の現状と課題をまとめた。第３章「スギ人工林における林齢と植生指数の関係の推定」では、
林齢をパラメータとした動的な植生成長過程を定量的に把握し、植生指数データを用いた人工林
の林齢と植生指数の関係の推定法を提案した。第４章「植生指数データによる葉面積指数の推定」
では、現地調査結果との比較に基づく葉面積指数の推定法、そして月別の葉面積指数を推定する
ための方法について述べた。林齢や葉面積指数データの推定法の応用を目的として、第５章で「林
齢と植生指数の関係と葉面積指数の推定法を用いたマングローブ植林の炭素吸収量および炭素貯
蔵量の算定」、および第 6 章で「葉面積指数の季節変化を考慮した河川流出量の算定」に応用し、
その結果について考察した。 
 以上をまとめて、本論文では以下のように結論づけることができる。 
 126 
 
 
(1) スギ人工林における林齢と植生指数の関係の推定 
 スギ造林域の伐採跡地において、植生指数値の季節・経年変化について検討した結果、伐採に
伴って低下した植生指数値がその後の植生回復に伴い季節的な増減を繰返しながら経年的に回復
していく変化特性が確認できた。この特性は伐採跡地の動的な植生回復過程を反映しており、こ
の特性を利用することでこれまで難しかった伐採跡地と崩壊地の区分、および古い伐採跡地と森
林との区分について、多時期デ－タの利用により分離できる可能性が得られた。また、スギ造林
地において林齢と植生指数の関係について検討した結果、林床植生の繁茂する前の時期である 4
月の植生指数値は林齢に対して低い値から始って林齢 20 年付近までは急増し、ピ－クに到達後に
漸減する変化特性をもつことがわかった。この変化傾向は林冠の閉鎖度合いに対応していること
が推定され、この特性を利用して林齢推定が可能であることが見出された。 
(2) 植生指数データを用いた葉面積指数の推定 
 ヒノキ人工林などを対象として、層別刈り取り法による葉面積指数の実測値と LAI-2000 によ
る間接測定値とを比較検討し、間接測定値が実測値に比べ過小推定となるものの、樹種ごとにパ
ラメータを求めることで、葉面積指数の測定に有効であることを明らかにした。また、葉面積指
数の間接測定を多地点で行い、衛星データから得られる植生指数値との関係を調べた結果、LAI
推定可能な適用範囲を既往事例より大きく広げることが出来た。以上の結果を基に、我が国を対
象とした最も高分解能な日本全域の葉面積指数マップを作成した。さらに、衛星データによる植
物季節の抽出に関する基礎的検討を行ない、葉面積指数の最大値と最小値を仮定して、その間を
植生指数値の季節変化パターンで変化させる方式により、月別葉面積指数図を作成した。 
(3) 林齢と植生指数の関係と葉面積指数の推定法を用いたマングローブ植林の炭素吸収量および
炭素貯蔵量の算定 
 熱帯地域での代表的なマングローブ植林樹種であるフタゴヒルギ、オオバヒルギを対象として、
第４章で開発した人工林の葉面積指数測定法を適用し、LAI-2000 がマングローブ林の葉面積指数
測定に有効であることを確認し、植林域全体の総炭素吸収量を推定した。また、第３章で開発し
た人工林の林齢と植生指数の関係推定法を適用し、造林適地選定をする上で役に立つ履歴の把握
や植林前に将来予想される炭素貯蔵量の算定が可能であることを明らかにした。この現地サンプ
リング調査データと公開されている衛星データを組み合せる手法は、現実的で実用性の高い手法
であると考えられる。 
(4) 葉面積指数の季節変化を考慮した河川流出量の算定 
 既往の森林水文観測結果などに基づくプリミティブな河川流出量算定法を構築し、第４章で作
成した月別葉面積指数データと過去 15 年間のアメダス観測データを用いて、日本全域を対象に蒸
発散量、流出量、および流出率を算定した。国内の主要河川における流域水収支について、地理
情報システムを適用した比較検証を行ない、非積雪地域では月単位の流出量が再現できることを
示した。本手法は、降水量から蒸発散量を差し引いて河川流量を推定するという、水循環のプロ
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セスに沿った流出量算定法であり、河川流量の観測値を必要としないので、温暖化予測のような
河川流量の観測値が得られない場合でも流出量を評価できる可能性がある。 
 本研究の独創性は、以下の 5 点である。 
① 植生指数を用いて、人工林の林齢と葉面積指数という２つのパラメータを推定可能とした。 
② 人工林の林齢と植生指数値との関係が成長曲線で近似できることを明らかにし、マングローブ
林の植林年といった森林管理資料がない地域での炭素固定量評価に応用できることを示した。 
③ 葉面積指数について地上での直接測定と間接測定および衛星データによる推定を同時期に実
施し、葉面積指数の広域推定が可能であることを示した。 
④ 葉面積指数の季節変化の把握に植生指数値が有効であることを示し、月別葉面積指数の広域推
定結果を得た。 
⑤ 森林の炭素固定量、および森林流域からの流出量算定という応用面での適用性を明らかにした。 
 本論文で述べた各種の検討を開始した時点では、我が国において、林齢や葉面積指数などの森
林パラメータについて、衛星データを用いた検討事例はなかった。葉面積指数の実測は、多大な
労力がかかり森林分野の研究者でさえも敬遠する作業であるが、人工林に対象を限定することで、
直接法、間接法、および衛星データを用いた推定を同時期に実施可能とした。現在では、間接法
による葉面積指数測定を実行する研究者が増え、第４章で作成した月別葉面積指数データを流出
量解析や植生影響評価に取り入れる事例も出始めており、波及効果の大きな成果であったと考え
ている。 
本研究で提案した人工林の林齢と植生指数の関係や葉面積指数の推定法を適用することにより、
測定が困難な炭素吸収量や蒸発散量などを算定することが可能となり、本論文で示したように、
植林データがない地域における炭素貯蔵量の算定、葉面積指数の季節変化を考慮した河川流出量
の算定が可能になる。さらに、気候モデルや生態系モデルなどによる地球温暖化予測や地球温暖
化対策の評価に適用できるものと考えられる。 
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